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研究代表者 立石 清一郎（産業医科大学両立支援科学 准教授） 

研究要旨：  

災害発生時に機能する産業保健専門職の役割を体系化し、研修会を実施し、災害産業保健

派遣チームを構成するために以下の 7 つの研究を遂行した。 
【研究１】実効性のある自治体職員への災害産業保健のための方策：自治体職員向けの災害

産業保健マニュアルを作成することができた。また、災害時の個人・組織の負担集中を見出す

ための質問紙を開発することができた。 
【研究２】医療機関の外部支援モデルの策定：医療機関のスタッフは受援を負担に感じること

が多いため必要な受援ニーズを収集するためのコーディネーターの先行派遣による 2 段階派

遣の重要性について検討した。 
【研究３】新興感染症に対する企業の意識調査：通常の災害に比較して医療的な情報が企業

担当者に不足していることが明確になり、情報提供型の支援の重要性が示唆された。 
【研究４】産業精神保健における災害時の支援技法と受援体制に関する文献的検討：労働者

自身によるセルフチェックと自発的な相談を支援するためのリーフレット，産業保健スタッフ向

けに支援技法の紹介資料を用意した。 
【研究５】災害産業保健マニュアルの作成～災害産業保健ニーズの収集～：災害時に産業保

健活動を実践するための事前チェックリストが開発された。 
【研究６】産業保健スタッフに対するコンピテンシー調査：「状況に応じた実践力」、「組織調整

力」、「産業保健専門職としての一貫性」のコンピテンシーカテゴリー（22 項目）が整理された。

天井効果のある 4 項目を加え 26 項目のコンピテンシー項目を一覧表が作成された。 
【研究７】災害産業保健における教育講習会の検討：上記研究成果報告を踏まえ、災害産業

保健ケースを用いたグループ討議での実践力向上の有効性が支持された。 
本研究班の最終的な目的は「災害産業保健分野の体系化」、「体系化に基づいた研修会の実

施」「災害産業保健チームの構築」である。「災害産業保健分野の体系化」については上記研

究により知識ベースの体系化をすることができた。「体系化に基づいた研修会の実施」は知識

レベルの研修会およびケースを用いた研修会いずれも受講者からの高い評価と、一定の研修

有効性が示唆された。「災害産業保健チームの構築」研修会参加メンバーのうち、26 名が継

続的な災害産業保健チームの一員として貢献できる枠組みの希望があった。研究班メンバー

19 名を加え、45 名の災害産業保健派遣チーム D-OHAT ディーオーハット（Disaster 
Occupational Health Assistant Teaｍ）が構成された。事務局は研究代表者の所属である

産業医科大学両立支援科学が担当することとなった。また、3 段階の派遣については、新型コ

ロナウイルス感染症対策で急速に発達したウェブミーティングなどの手法で、面談などはオン

ラインで対応できるようになったことから、遠隔対応の方法もあると考えられる。災害時に被災



地に入るのは容易ではなく、特に派遣メンバー候補のほとんどが企業の産業保健スタッフであ

ることを考えると、現地に入ることを所属する会社が拒否する可能性もあることから、活動内容

の幅を持たせたチームにすることで、より災害時に貢献できるメンバーが増えることが期待され

る。 
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A. 研究の背景と目的 
大規模自然災害、局地的自然災害、テ

ロリズム、工場爆発、犯罪など、その種

類は無数にあり、危機対応に従事する労

働者は、特定企業の労働者に留まる場合

から、自治体職員、医療機関や多くの企

業の労働者を巻き込んだ事態に至る場合

がある。危機に対応する労働者の健康を

確保するためには以下の要素が必要であ

る 
1. 【オールハザードモデル】災害の種

類に関わらず、企業だけでなく、国

レベル、地域レベルで、産業保健機

能を確保した統一的な基本モデル

が構築（All-hazard モデル）、 
2. 【マニュアル整備】企業や自治体で

産業保健専門職が機能するための

危機対応マニュアルが整備、 
3. 【人材育成】災害時の産業保健活動

に対応できる人材の育成 
4. 【専門機関の整備】専門的知見を有

する機関による支援機能の確保と

派遣の枠組み確立が必要である 
先行調査で、米国（豊田ら、産衛誌、

2017）および英国（高橋、産業医大雑誌、

投稿中）において、1.の要素を満たす危

機管理体制が存在することが明らかにな

っているが、日本においては存在しない。

2.に関して、時系列ごとに発生する産業

保健ニーズを想定して対応するための

「産業保健スタッフ向け危機対応マニュ

アル（以下マニュアル）」を開発した

（Tateishi S, JOEM, 2015）。熊本地震や

工場火災事故が発生したとき、一部の事

業場で活用され、その有効性が確認され

ているが（Anan T, JOEM, in press）、全

国展開されている状況とはいいがたい。

3.に関して、産業医科大学において危機

対応に関する研修会を開始しているが、

より具体的な研修内容に改善が必要であ

る。4.に関して、米国や英国においては

国家的組織が実務機能を有しているが、

日本では明確になっていない。 
そこで、本研究では、 

a. 諸外国の体制を参考に、日本の実情

に合った All-hazards モデルと産業

保健専門職の位置づけを提言するこ

と 
b. 現在存在するマニュアルをすでに

発生した事例をさらに検討すること

によって改訂するとともに、メンタル

ヘルス支援を強化すること。また、感

染症のアウトブレイクを想定したマ

ニュアルを開発すること 
c. 災害発生時に機能する産業保健専

門職の研修を強化して、全国に広げて

いく方法を検討すること 
d. 危機において専門的な支援体制の

有り方について検討し、提言を行うこ

と。その際、労働者健康安全機構など

の既存の組織の活用した派遣の枠組

みを前提とすること 
を目的とする。 
多くの産業保健スタッフが災害事象に

遭遇した経験はなく、体験したとしても

繰り返し聞き対応をすることは極めてま

れであるため、知識の集積と伝承を行う

ことが大変困難であるとされてきた。し

かしながら、本研究は災害対応について

実践された複数のケースを集積し経験者

らの中にある暗黙知を形式知に変えてい

くものであり、疑似的な経験ができるよ

うなコンテンツを多く準備することで産

業保健スタッフが災害に対するイメージ

を持ちやすくなり企業の BCP 策定に対

して貢献することが可能になる。 



さらに、自らが被災しながら地域住民の

サポートをせざるを得ない自治体職員や

医療職職員については特別な配慮が必要

である可能性が高い。また、これらの機

能不全が長引けば必要な手続きが遅れた

り慢性疾患の管理がおろそかになったり

することで結果的に企業の負担が増大す

るため、産業保健ニーズを抽出し支援ス

キームをまとめることは、周辺の企業が

本来業務に復帰することに資する。 
 

B．方法 
 令和２年度の分担研究として、以下を行っ

た。すべての研究が昨年の研究に引き続き

の発展的研究である。 

【研究１】実効性のある自治体職員への災

害産業保健のための方策 

【研究２】医療機関の外部支援モデルの策

定 

【研究３】新興感染症に対する企業の意識

調査 

【研究４】産業精神保健における災害時の

支援技法と受援体制に関する文献的検討 

【研究５】災害産業保健マニュアルの作成～

災害産業保健ニーズの収集～ 

【研究６】産業保健スタッフに対するコンピテ

ンシー調査 

【研究７】災害産業保健における教育講習

会の検討  

 
C．結果 
実施された分担研究ごとの要約を以下

に記す。 

【研究１】実効性のある自治体職員への災

害産業保健のための方策 

研究要旨： 大規模災害の発生時、避難所

運営や被災認定などこれまで対応したこと

のない業務に取り組む自治体職員には心

身に多大な負担がかかる。地域の復興のた

めには自治体職員の健康管理・産業保健

体制を確立しつつ、地域防災計画等を履行

することが重要である。研究最終年度となる

今年度は、これまでの研究成果を活用して

令和２年７月熊本豪雨で被災した自治体職

員に対する災害産業保健支援活動を実際

に実施した。また、当該実支援で得た知見も

踏まえて、「自治体向け災害産業保健体制

整備の手引き（初版）」を開発した。自治体

職員の以下の特性を踏まえ、研修者の合意

の得られたマニュアルが作成できた。 

 住民優先 

 法令・事前計画遵守 

 災害対応・復興の前線に立つと同時に、

自らも被災している 

 常に正しい情報を出し続けなければな

らない 

 相手によって都度対応の際のトーンを

変える必要性があり、負担となる 

 地域により復旧状況に差があるなか、常

に一番被害が大きい地域への優先対

応を迫られる 

 住民のやり場のない怒りの矛先が自治

体職員に向けられる 

 弱音を吐けない 

 平時の産業保健体制整備が企業と比

較して脆弱（健康管理医の選任率等） 

また、災害時の自治体職員個人及び組織の

負担集中をチェックするための質問紙を開

発し実施した。負担のかかっている個人・組

織の負担軽減に寄与することが可能であっ

た。 

 

 

【研究２】医療機関の外部支援モデルの策

定 

災害時には，保健医療機関の職員は自ら



が被災者であるにもかかわらず平時以上の

業務負担が生じる．持続可能な復興には，

速やかに外部支援を求め，効果的な支援を

受けることができるようになることが必要であ

る．しかし，我が国ではこれまで，保健医療

機関は支援要請をためらう傾向があった．

昨年度までの考察で，効果的支援開始が遅

れることなく，また受援者側の負担が増えな

いようにするためには，二段階支援が有効

ではないかという結論（「二段階支援モデ

ル」の提唱）に至った．今年度は，この二段

階支援を有効におこなうためには，どのよう

な準備が必要かを考察した． 

「二段階支援モデル」の概要． 

第一段階は，被災あるいは被災地に近い保

健医療機関（この項では両者をまとめて被

災地内保健医療機関とする）への，コーディ

ネーター派遣である．要請を待たず，迅速

に派遣する．コーディネーターに求められる

機能は，現状把握，どのような機能あるいは

物資の支援が事業継続のために必要なの

かを，受援者と共に考えることである． 

第二段階は，コーディネーターが必要と考

えた業務を実際に行うことができるモジュー

ルの派遣である．このモジュールには，その

実務を指揮する人と被災者の代わりに実務

そのものを行うことができる人員が必要であ

る． 

このような二段階制をとることによって，支援

の開始の遅れや支援過多を防ぎ，よりスム

ースな地元体制への復興も期待でき，支援

者と受援者のよりよい関係性を築くことが期

待できる． 

 

【研究３】新興感染症に対する企業の意識

調査 

今回新興感染症の危機対応を行う事が想

定される企業に対して、新興感染症などの

危機対応に従事する労働者の体制につい

てアンケート調査を行った。 

九州内の企業においてアンケートを送付し

て調査を行った。感染症クリニカルマネジメ

ントは特殊性があり、マネジメントは困難であ

る。 

• 原因となり病原体が目に見えない、

知らない間に伝播する。 

• 潜伏期の問題があり、化学物質な

どと異なる、すぐに症状が発現しな

い。 

• 必ずしも診断が容易ではない。症

状が発熱、呼吸器・消化器症状な

どであり特異的でない 

このことから、感染症危機管理が困難であ

る。 

新興感染症・再興感染症はさまざまであり、

今回のコロナ禍に限らず、今後も新たな感

染症の世界的な流行のリスクがある。この点

から、感染症危機管理が非常に重要で有、

感染対策を実施して、感染拡大を抑制し被

害を最小限にする事が重要である。 

この点をふまえて、新興感染症や再興感染

症に対する備えを行っているかの問題点を

企業に質問を行って、問題点を抽出した。 

新興感染症についての事業継続計画を策

定しているかと言う問いには半数以上が策

定していない状況であり、新型インフルエン

ザウイルス感染症や新型コロナウイルス感染

症など各々の疾患で場当たり的に対応して

いる現状が想定された。策定された事業継

続計画は、感染対策の専門家に相談が、ど

こを窓口にするのが良いのか、困難であり、

気軽に相談できる感染制御の専門家のニー

ズを満足するように感染症、感染制御の専

門家へのアクセスを増やす様にするのが良

いと考えられた。感染症危機管理が可能な

専門家の要請が急務であると考える。 



 

【研究４】産業精神保健における災害時の

支援技法と受援体制に関する文献的検討 

 本研究では，主として既に確立された技法

の文献的検討を通じて，災害時等における

心理的支援について検討した。被災者は，

重大な心的外傷体験を経ており，一時的な

不眠や不安等の急性ストレス反応が示され

る。急性ストレス反応の多くは正常かつ適応

的であることが知られ，これらの反応に過度

に焦点化した支援は，むしろ，その後の心

的外傷後ストレス障害等への発展を助長す

る危険が指摘され，一律かつ画一的な心理

的支援は望ましくない。災害等における心

理的支援として，Psychological First Aid

（PFA）が国際的に推奨されているが，被災

者でもある産業保健スタッフが，PFA の全般

を担うことは現実的ではなく，労働者（被支

援者）との関わりやアセスメント技法等，一部

の応用にとどまると考えられる。一方で，災

害時等においても，リスク要因を同定，除去

するハイリスクアプローチにとどまらず，個人

と組織の対処資源・レジリエンスに着目した

BASIC Ph 多重ストレスコーピングモデルに

基づく支援も有用と考えられる。ただし，い

ずれの技法においても，個々の労働者，集

団に応じた対応が求められており，混乱の

渦中にある緊急時にマニュアルを参照する

だけで，支援を展開することは困難であると

考えられる。平時からの計画的な心理教育

を通じて，対処資源の整理，検討を行い，資

源に応じた緊急時の支援等を計画化してお

くことが望ましい。産業保健スタッフは，これ

らの技法の実践者としてよりも，事業場や労

働者の情報に精通している利点を活かした

支援ニーズの収集と整理に加え，外部の支

援機関との連携に関する役割が大きいこと

が示唆された。また，これらの連携を図る上

でも，平時において，支援機関を確保し，

ICT 等の活用により，効率化と体系化を図り，

啓発，研修等を通じて，事業場内の受援体

制を整えることが望まれる。これらの知見を

整理し，本研究では，労働者自身によるセ

ルフチェックと自発的な相談を支援するため

のリーフレット，産業保健スタッフ向けに支援

技法の紹介資料を用意した。また，発災後

に円滑な支援を展開するために，平時から

求められる啓発，研修，体制整備を推進し，

事業場内で整えるべき受援体制について整

理した。 

 

【研究５】災害産業保健マニュアルの作成～

災害産業保健ニーズの収集～ 

危機事象に際して、労働者の健康と安全を

確保しするためには、産業保健スタッフが、

時間経過とともに変化していく健康課題に

対して、優先順位をつけて予防的介入を行

っていく必要がある。そのような対応を支援

するために、危機対応マニュアルが作成さ

れ、活用されているが、危機事象発生時の

対応の実効性をさらに高めるためには、併

せて十分な準備が行われていることが必要

と考えられた。そこで、先行研究によって作

成された事前準備チェックリストについて、

危機対応マニュアルで示された知見を利用

して改訂を行った。 

危機対応マニュアルの産業保健ニーズリスト

に収載されている 107 のニーズ一つひとつ

に対して、「災害時にそのニーズに対して円

滑に対応するための事前準備として何が必

要か」という観点から、必要と思われる事前

準備項目についてそれぞれ付箋に記載し、

コーディングした。次に、KJ 法によりカテゴリ

化して、中項目を作成した。そのうえで、準

備項目に対するアクションフレーズ（AP）を

作成し小項目とした。また、先行研究の事前



対策チェックリストの内容から、必要なアクシ

ョンを追加し、事前準備チェックリストを改訂

した。５つの中項目、30 項目のアクションフ

レーズから成るチェックリストが完成した。中

項目は、(1)災害発生後の組織体制・仕組み

づくり、(2)産業保健スタッフの体制・仕組み

づくり、(3)シナリオ作成・訓練、(4)健康障害

ハイリスクグループの想定とアプローチ方法

の検討、(5)外部資源とのネットワーク構築か

ら成る。産業保健スタッフは、本アクションチ

ェックリストを用いて、企業内や事業場内で

災害や事故などの危機事象が発生した際に

想定される産業保健ニーズに対して、必要

な事前準備事項を洗い出し、優先順位をつ

けて改善策を検討し、関係者に働きかけて

いくことが望まれる。 

 

【研究６】産業保健スタッフに対するコンピテ

ンシー調査 

 本研究の全体目的は、災害発生時に緊急

作業や復旧・復興作業に従事する労働者の

安全・健康の確保を図るための産業保健専

門職に必要なコンピテンシーを明らかにす

ることである。1 年目である平成 30（2018）年

度は災害時の保健医療職のコンピテンシー

に関する文献レビューと、熊本地震で被災し

た事業場に所属する産業保健専門職への

インタビュー調査を実施した。2 年目である

令和元（2019）年度は、インタビュー調査と

質問紙調査にて、産業保健専門職がとらえ

る災害時に必要なコンピテンシーを明らか

にした。最終年度である令和 2（2020）年度

は、これらの研究の結果から、災害時に必

要な産業保健専門職のコンピテンシーを整

理し、教育研修や自己啓発等で活用可能な

教材としてのコンピテンシーリストの開発を

研究目的とした。 

インタビュー調査では、8 名の対象者に半構

造化面接を実施し、災害発生時から復旧・

復興に至るフェーズに応じた産業保健の実

践について語りを得た。データ分析の結果、

29 のサブカテゴリ、9 つのカテゴリが抽出さ

れた。質問紙調査では、郵送法を用いた無

記名自記式調査を実施した。日本産業衛生

学会産業衛生専門医、指導医ならびに産業

保健看護専門家制度の上級専門家、専門

家、あわせて 1,117 名に対して調査票を配

布し、334 通(回収率 29.9%)返送があった。こ

のうち「災害対応経験あり」と答えた 97 名を

分析対象とした。探索的因子分析の結果、

因子負荷量が低いなどの理由で 7項目が除

外され、残りの 22 項目について、最尤法を

用いプロマックス回転にて分析した。3 因子

が抽出され、第 1 因子＜組織調整力＞、第

2 因子＜状況に応じた実践力＞、第 3 因子

＜産業保健専門職としての一貫性＞と命名

された。 

質問紙調査で明らかになった3因子22項目

のコンピテンシー項目をもとに、「状況に応じ

た実践力」9 項目、「組織調整力」10 項目、

「産業保健専門職としての一貫性」3 項目、

そして、因子分析において因子負荷量等か

ら削除した7項目のうち、項目分析で天井効

果を示していた 4 項目を加え、合計 26 項目

のコンピテンシー項目を一覧にし、現在の

自分自身のコンピテンシーを自己評価でき

るよう 5 段階評価としコンピテンシーリストを

作成した。 

コンピテンシーリストの活用場面として、災害

に備えて自己研鑽の資料として自己のコン

ピテンシーのレベルを確認すること、また、

災害時に自己の対応や実践を振り返る資料

としての活用が想定できる。本研究の知見

が、災害時に高いパフォーマンスを生み出

す産業保健専門職の現任教育ツール等を

はじめとして広く活用されることを期待する。 



 

【研究７】災害産業保健における教育講習

会の検討  

 2021 年 1 月 31 日 13 時半から 2 時間に

かけて、9つの内容の成果に関してそれぞ

れ約 10 分ずつ発表を行った。9 つの演題

は次のごとくである。 

1.災害時に産業保健職が果たす役割、産

業保健マニュアル（立石） 

2.災害時の産業保健事前準備、事前準備

アクションチェックリスト（森） 

3.災害時に求められる産業保健職のコン

ピテンシーについて（吉川） 

4.自治体職員の産業保健（劔） 

5.災害時の既存チームの役割と産業保健

チームの連携～（久保） 

6. 災害時のメンタルヘルス（セルフチェ

ック、スクリーニングから面談技法）（真

船） 

7. 医療機関の災害時の産業保健（中森） 

8.新興感染症発症時の産業保健の考え方

（鈴木） 

9.災害時のリスクコミュニケーション

（放射線教育と不安の関係性から）（岡

﨑） 

本研修会には 61名の参加があった。本

研修会の満足度等に関するアンケートを

行ったところ 39名から回答があった。研

修会に対し、満足度は 89.7％、「学びたい

ことや期待と一致していた」には 87.1％、

本プログラムの継続に関しては 97.4％と

それぞれ高い評価を得た。「良かった講

義」として回答されたのは、平均

70.7±12.0％（51.3−79.5％）であった。 

2時間休みなく続けたことや、資料がない、

スライドが一致しないなど運営上の不備

の指摘もあったが、「参考になった」、「ま

た参加したい」、「新たな災害産業保健ト

レーニングコースが始めて欲しい」とい

う好意的な意見もあった。 

 
D. 考察 
（ア）分担研究の内容整理 

7 つの研究が実施され、それぞれの関係

性は以下のとおりである。 
1. 【オールハザードモデル】 

研究１・研究２において災害時に

とくに脆弱な労働者となる自治体

職員と医療機関の職員にフォーカ

スし調査を行った。自治体職員にお

いては、健康確保を行う専門人材が

不足していることから、特に外部支

援チームが機能することが示唆さ

れた。医療機関においては同じ医療

職からの受援希望が出にくい可能

性が高く、災害派遣コーディネータ

ーなどを初回派遣しニーズに基づ

いた専門人材の派遣の方向性が示

唆された。 
 通常の災害のみならず新興感染

症の対応について、研究３において

企業ヒアリングが実施された。企業

からは自らの具体的な対応につい

て不安があるので感染症に対応で

きる専門人材の派遣について期待

が挙げられていた。研究３について

は昨年、新型コロナウイルス感染症

が発生したことから、追加の調査を

実施した。実施内容については後述

する（研究３の２）。 
2. 【マニュアル整備】 

３種類のマニュアルが整備され

た。 
研究５において、企業向けのマニ

ュアルが改訂され、災害事前チェッ

クリストが整備された。災害におい



ては、迅速でできる限り正確な情報

収集を行い、適切な人材による評価

が行われ、企業等における意思決定

ができる体制があることで労働者

の健康は確保される。今年度の成果

として事前チェックリストが作成

され公表されたことは意義深い。 
研究１において、自治体で産業保

健専門職が機能するための危機対

応マニュアルが整備された。自治体

職員は自らが被災しながらも、被災

住民の対応をするという稀有の存

在である。その特異的な心理的負担

のみならず、通常の災害時の健康リ

スクの評価と対応ニーズについて

整理された。具体的な災害支援（人

吉球磨地区の豪雨災害）においては、

負担感の大きい部署や個人を見出

すための質問紙が整備できたこと

で、今後の災害時の負担集中を防ぐ

ことが可能になると考えられる。 
研究４において支援者向けメン

タルヘルス対応マニュアルが整備

された。当初はセルフケア資料の作

成が分担課題であったが、産業保健

スタッフが直接的に労働者と面接

等を行う可能性が高いことから、支

援者向けの対応の留意事項を整理

した。段階的な支援の方策として

「安定化」「睡眠衛生」「相談勧奨」

「保健指導」「受診勧奨」を示し、

活動応用性を高めた。 
3. 【人材育成】 

 研究６において、災害時に企業・

労働者に貢献できるコンピテンシ

ーを整理した。コンピテンシーの能

力を高めるための研修の整備が必

要であることが示唆された。 

 研究７においては、研究班の成果

を発表し災害産業保健の知識レベ

ルの向上を目指した。プログラム自

体は高評価であったが知識レベル

の向上のみであったため、併せてグ

ループワークを用いた研修会（研究

７の２）を実施した（後述）。 
4. 【専門機関の整備】 

専門的知見を有する機関による

支援機能の確保と派遣の枠組み確

立が必要である。専門機関は今回の

研究班メンバーがすでに専門的知

識と支援実績があることから今回

の研究班を中心とした支援組織を

構築した。外部支援チーム D-OHAT
デ ィ ー オ ー ハ ッ ト （ Disaster 
Occupational Health Assistant 
Teaｍ）は、既存の住民支援の災害

派遣チームである DMAT のロジス

ティックチームや保健所との協働

モデルがふさわしいと考えられた

（図１）。事務局を産業医科大学両

立支援科学内に設置し、企業及び地

方自治体からの要請に応えて対応

できる専門人材を研究７の２で実

施されたグループワーク参加者の

中から 26 名確保した。 
【付記】 
研究３の２ 
新興感染症発生時に企業において追加の

二つの研究を実施した。 
≪COVID-19 における労働者の調査≫ 
日本の「第 3 の波」の真っ只中である

2020年12月に、日本の労働者を対象に、

インターネットを利用した全国規模の健

康調査を実施した。回収された 33,087 件

のうち 27,036 件を調査対象とした。男性

は女性よりも在宅勤務経験者が多く、女



性は2020年4月以降に退職した人が多か

った。さらに、K6 スコアが 5 以上の人が

40％、13 以上の人が 9.1％いたが、国勢

調査と比較しても彼らは極端に悪い健康

状態ではなかった。 
≪新型コロナウイルス感染症流行下にお

ける事業継続支援事業≫ 
 北九州市および商工会議所などを中心

とした産業界、さらに産業医科大学の 3
者で産学官連携事業を実践した。過去に

クラスターが発生したり、不特定多数の

飲食を伴う開催によりユーザーから敬遠

されたりしている事業の代表として、飲

食店、ブライダル事業、ライブハウスの

事業について、協定を締結し感染対策と

事業継続の方策について協議を行った。 
 飲食店やライブハウスは基本的には出

入り口から入室、退室までは一つの空間

にいることが多く、具体的な todo リスト

に落とし込んで対応を求めることが比較

的容易であることが判明した。一方で、

ブライダル事業は、新郎新婦の友人によ

る受け付け、ウェイティングルーム、結

婚式場、写真撮影、披露宴会場、着付け

室など場面が目まぐるしく変化するのみ

ならず、事業者ごとに要点にばらつきが

大きいため、すべての行動をルール化、

todo リスト化することは容易ではなく、

むしろすべての状況に応じて飛沫感染、

マイクロ飛沫感染、接触感染のすべてを

網羅する感染制御行動の原則対策を示し

たうえで、原則対策が実施できない場合、

次善対策をとる方が理解しやすいことが、

施設担当者および専門家らのディスカッ

ションで見いだされた。 
それぞれの原則対策は以下の通り。 
 飛沫感染 

① 常にマスクを着用する 

② 会話時に 2m、歌唱時に 3m の距

離を確保する 
 マイクロ飛沫感染 

① 1 時間に 2 回の換気を行う 
 接触感染 

① 共用部を非接触化、共用部への飛

沫付着の防止 
② 入退室や共用部接触後の手指衛生 

それぞれの事前対策は以下の通り 
 飛沫感染 

③ アクリル板等で遮蔽する 
 マイクロ飛沫感染 

② 二酸化炭素を測定し 700ppm 以

上になった時に換気を行う 
 接触感染 

③ 共用部の消毒 
これらの対策とシーンごとの対応例を示

したシート表１（1-1.人前式、1-2.神前式、

1-3.披露宴会場内、1-4.式場・会場以外の

場面）を示す。 
 これらの資料を基にブライダル事業者

および北九州市の担当職員に説明を行っ

たところ、「わかりやすく、新しい問題に

対しても自ら考える枠組みが整理でき

た」という反応が得られ、資料の有用性

が支持された。 
研究７の２ 
研究７ではスクール形式の検討による知

識レベルの整理を行った。知識レベルを

実践レベルに落とし込むため、シナリオ

に基づいた産業保健活動の企画・運営能

力を高める研修を実施した。研修会は 6
名程度のグループワーク形式で実施した。

グループワークでディスカッションする

能力は研究５で示された、組織調整力、

状況に応じた実践力、産業保健専門職とし

ての一貫性、について議論を深めた。グル

ープワークで用いたケースは、産業医不在



の地方自治体から産業保健サービスを依頼

されたものとして、交代制で実施する災害産

業保健派遣チームの一員として、災害時の

サービス提供の在り方を問うたものである

（別添１）。 
グループワークで得られたディスカッシ

ョンは別添２．に示す。 
グループワークで得られた回答はスクー

ル形式で得られた知識を応用展開されて

おり、主催者側の意図から大きく逸脱す

る議論は存在せず、一定の研修効果があ

ったことが推定される。また、研修会終

了後に実施したアンケート結果を以下に

示す（回収数 14 / 30）。 
参加属性： 
産業医 79％、産業看護職：21％ 
経験年数： 
平均 13 年、標準偏差 8 年、中央値 13 年 
楽しめた： 
すごく 12 名、少し 1 名、あまり 1 名、 
まったく 0 名 
ほかの人に勧めたい： 
すごく 11 名、少し 3 名、あまり 0 名、 
まったく 0 名 
学びたいことと一致していたか： 
すごく 11 名、少し 3 名、あまり、0 名、

まったく 0 名 
研修前の知識はあったか： 
あった 1 名、少し 10 名、あまり 3 名、ま

ったく 0 名 
研修後の知識はどうか： 
すごく 4 名、少し 10 名、あまり 0 名、ま

ったく 0 名 
研修前に自組織へ貢献したいか： 
すごく 6 名、少し 8 名、0 名、まったく 0
名 
研修後に自組織へ貢献したいか： 
すごく 10 名、少し 4 名、あまり 0 名、ま

ったく 0 名 
研修前に他組織へ貢献したいか： 
すごく 6 名、少し 8 名、あまり 0 名、ま

ったく 0 名 
研修後に他組織へ貢献したいか： 
すごく 10 名、少し 4 名、あまり 0 名、ま

ったく 0 名 
以上より、研修により一定の知識を向上

させる効果と、自組織及び他組織に貢献

したい気持ちを向上させる効果があった

ものと考えられた。有効性のある研修コ

ンテンツが作成されたので今後の展開が

期待される。 
 
 今年度の研究成果を踏まえたうえで災

害産業保健派遣チームのリーダー養成研

修プログラムを実施した。 

前年度までの検討では、以下のような研

修プログラムを検討していた。 

1. 災害産業保健総論（1時間・座学） 

2. 災害対応のための産業保健スタッフ

のコンピテンシー（産業保健スタッフ

の災害時の在りかた）（30分） 

3. 災害時の産業保健ニーズ（1時間・座

学） 

4. 災害時における感染症対策（30 分・

座学） 

5. 職種別（工場・医療機関・地方公共団

体など）の災害時の産業保健ニーズの

特徴（30分・座学） 

6. 災害時のメンタルヘルス対策・カウン

セリング手法（1時間・座学およびロ

ールプレー） 

7. 災害産業保健ケースメソッド（シミュ

レーション）（3時間・実地） 

8. BCP に産業保健ニーズ対応を盛りこ

む手法の検討（1時間・実地） 

しかしながら、2020 年度の新型コロナウ



イルス感染症の広がりを受け、対面方式

での研修会が困難となりウェブ形式で研

修会を実施せざるとえなくなった。ウェ

ブ形式の研修会は、せいぜいブレークア

ウトセッションでのグループワーク程度

しか実施できないこと、画面の前にずっ

と座っていることが必要で、疲労が蓄積

しやすいことなどからミニマムな形で実

践せざるを得ない状況が発生した。した

がって、①組織調整力、②状況に応じた

実践力、③産業保健専門職としての一貫

性を向上させるプログラムとして今年度

の研修を実施した。 
 
本研究班の最終的な目的は 
I. 災害産業保健分野の体系化 
II. 体系化に基づいた研修会の実施 
III. 災害産業保健チームの構築 
の 3 つである。 
これらについて順番に考察を行う。 

 

I. 災害産業保健分野の体系化 
 災害産業保健という分野は本研究班が

立ち上がるまではあいまいとした分野で

あり、災害産業保健を学ぶためにどのよ

うなステップを踏めばいいか不明確でつ

かみどころのない状況であった。本研究

班の成果として、①災害産業保健のニー

ズリスト（マニュアル）を改定し実践実

装し効果を確認できたこと、②ニーズリ

ストを実践するための準備すべき事項

（アクションチェックリスト）を整備で

きたこと、③災害産業保健を実践するた

めのコンピテンシーリストが作成された

こと、④医療機関における災害産業保健

での 2 段階派遣の方法論を検討できたこ

と、⑤新興感染症における企業担当者の

不安を整理することで相談窓口等の重要

性を検討することができたこと、⑥自治

体職員向けの対応について災害産業保健

チームが実装され一定の効果が示された

こと、⑦メンタルヘルス対策として災害

時に必要な要素が抽出できたこと、が挙

げられる。また、これらの知識ベースの

ものを次項目に挙げる研修会の実践とい

う形に落とし込むことができたため、十

分体系化できたものと考えらえれる。ま

た、新型コロナウイルス感染症について

は、すでにほかの厚生労働科学研究の研

究班が構成されており次年度以降も新た

な研究班が構成されることが確定してい

る。当研究の研究分担者らも研究班メン

バーとして構成されていたことから、こ

れ以上の検討は他班の検討に譲ることと

した。 
 
II. 体系化に基づいた研修会の実施 
 研修会は知識レベルの研修会および実

習による研修会いずれも受講者からの高

い評価と、一定の研修有効性が示唆され

た。研修会開催日は 2021 年 1 月 31 日で

新型コロナウイルス感染症による緊急事

態宣言下であったにもかかわらず、多く

の関心のある参加者の参集が可能であっ

た。参加者は学びたいものと一致するの

みならず、対応の自信が付いたこと、自

他の組織への災害時への産業保健対応の

貢献希望が改善したことは、知識レベル

の背景が十分についたことに加え、この

ような研修会で同じような考えを持つ集

団とかかわりを持つことでモチベーショ

ンが触発されることも一因であると考え

られた。継続的な研修会の母体が必要で

あると考えられた。 
 
 



III. 災害産業保健チームの構築 
 研修会参加メンバーのうち、26 名が継

続的な災害産業保健チームの一員として

貢献できる枠組みの希望があった。研究

班メンバー19名を加え、45名の災害産業

保健派遣チームD-OHATディーオーハット

（ Disaster Occupational Health 

Assistant Teaｍ）が構成された。事務局

は研究代表者の所属である産業医科大学

両立支援科学が担当することとなった。

また、3段階の派遣については、新型コロ

ナウイルス感染症対策で急速に発達した

ウェブミーティングなどの手法で、面談

などはオンラインで対応できるようにな

ったことから、遠隔対応の方法もあると

考えられる。災害時に被災地に入るのは

容易ではなく、特に派遣メンバー候補の

ほとんどが企業の産業保健スタッフであ

ることを考えると、現地に入ることを所

属する会社が拒否する可能性もあること

から、活動内容の幅を持たせたチームに

することで、より災害時に貢献できるメ

ンバーが増えることが期待される。 

 

 
E. 結論 
 災害産業保健について、災害産業保健分

野の体系化、体系化に基づいた研修会の

実施、災害産業保健チームの構築、の 3 点

について研究班の成果物として報告した。

来るべき、南海トラフ地震などの際に実際に

活動できるよう、研究班が終了した後も継続

的な研修会の開催や、研究班メンバーのメ

ンテナンスなどが必要であると考えられる。 
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図１．災害支援モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添１．災害産業保健研修会 自治体における産業保健支援活動 不許複製 
 本ケースは災害時の産業保健活動を複数組み合わせ作成したフィクションである 

≪主人公；五十鈴悠≫ 
五十鈴は企業の専属産業医として 10 年の中堅医師である。自らの機械製造の産業医業務

は、職場からの信頼も厚く、ほかの人の手を借りなくてもほとんどの業務は一人で対応でき
るようになっていた。実力が付いたことに自信を得たことと、もともと社会貢献に対する意
識が強かったことから、災害産業保健派遣チームに加入した。派遣チーム事務局から、6月
1 日から 3泊 4日での現地派遣要請（医師 1名、保健師 1名）を受けて現地での活動を志願
した。到着と同時に DMAT ロジスティックチームの窪川医師から以下の情報を引き継ぎ活
動に移ることになった。 
 
≪熊本県益城町の概要≫ 
益城町は熊本県の中ほど、熊本市に隣接するベッドタウンである。熊本空港や陸上自衛隊

高遊原分屯地の所在地で高速道路のインターチェンジも備えている。雄大な自然や田園が
魅力で、スイカやヒノヒカリなどの産地としても有名である。地方でありながらも人口は緩
やかな漸増傾向であり、2016 年 1月には人口約 33000 人となっていた。 
 
≪益城町役場の状況≫ 
職員は 270 人程度で、ほとんどが事務系職員であり数名の現業系職員が存在する。産業

医や産業看護職は不在で、健康診断結果は本人に精密検査受診を任せることで職場として
は管理を行っていなかった。健康問題による休職者は抗がん剤治療中の職員がいるという
噂があったが現場任せとし総務課は把握していなかった。化学物質等の有害業務はなく、顕
在化した産業保健ニーズは存在しなかった。 

 

≪大地震の発生≫ 
2016年 4月 14日および 16日に近隣の市町村なども含め広範囲に 2度の震度 7の大地震

が発生した。4000 回以上の余震が発生し、死者 45名および市内時の住居の大半が半壊・全
壊という大規模な被害と、大規模停電、ガスの停止などライフラインも途絶した。県や町が
協働して避難所を運営し、運営には職員があてられた。窪川は発災翌日に熊本に入り、

4

組織構成

 総務課

 企画財政課

 税務課

 住民保険課

 環境衛生課

 こども課（非常勤保健師）

 健康推進課（非常勤保健師）

 福祉課

 長寿課（非常勤保健師）

 農政課

 建設課

 都市計画課

 下水道課

 水道課

 学校教育課

 生涯学習課

 会計課

 議会事務局

 監査委員

 選挙管理委員会

 ほか、サテライト部署



別添１．災害産業保健研修会 自治体における産業保健支援活動 不許複製 
 本ケースは災害時の産業保健活動を複数組み合わせ作成したフィクションである 

DMATの医療支援活動がうまくいくよう後方支援活動に入り調整役を果たしていた。 
 
≪災害直後（緊急対応期）の状況≫ 
発災当初の多くの職員が避難所から帰れない状況でそのまま避難所運営をし、たまたま

そこにいた課長がローテートを組まざるを得ないなど混乱を極めた。半数程度の職員が町
役場に出勤できない状況であり、町役場も倒壊寸前で、駐車場に仮設の災害対策本部が設営
された。総務課が中心となり、10 日後に全職員の安否が確認され、このころ指揮命令系統
が回復した。避難所での職員は自らが被災者でありながら、住民の食事の配給やお風呂の世
話などで自分の食事の配給を受けられないこともしばしばであった。近隣のほとんどの医
療機関が再開できず、避難所の臨時診療所は住民の目もあり職員が受診することは困難で
あった。避難所にいる課長は役場に戻り 20時から会議するなど疲労の蓄積があった。会議
では、住民の生命が最優先で職員の健康の議論はほとんど出なかった。労働時間の管理も実
践されていなかった。 

 
≪10日程度経過後（初期対応期）の状況≫ 
発災当初から入った「関西広域連合」が震災対応のノウハウとして、罹災証明などを取り

に行くときに粉じん曝露防止の方法などの対応を教えてもらうことができた。罹災証明は
厳格にルールを適応する必要があり、明らかに住めない様子であっても半壊と判定せざる
を得ないこともあり、対応した職員は住民から厳しく叱責されることなどもしばしばであ
った。このころ、電算システムが回復し、避難所運営や罹災証明などに加えて通常業務も戻
り、業務量が質・量ともに膨大となったため負担を感じている職員が多くなってきていた。
震災により発生した業務は事前に役割分担が決まっておらず、たとえば義援金対応につい
てなどは各課で押し付け合いが起こり職場間の対立が目立つようになってきた。このころ、
職員 1 名が体調不良で休職することとなった。 

 
≪復旧計画期（1か月後）の状況≫ 

5 月中旬、窪川は４回目の熊本入りである。益城町役場職員に複数名の体調不調者がいる
という情報をキャッチした。益城町の総務課長とディスカッションをしているときに、過重
労働が常態化していること、健康診断の事後措置が不十分であることなどから、健康管理を
行う産業医の必要性を感じ、総務課長を通じて町長に産業医を選任することを提案した。近
隣の医師の多くが被災していたこともあり、すぐに産業医が見つからなかった。窪川は町長
に災害産業保健派遣チームを要請することを進言し、派遣チームは総務課と協働し任に当
たることになった。総務課長は不眠不休に近い活動をしておりただでさえ疲労困憊であっ
たため、受援を負担に感じつつも町長からの指示であったため派遣チームを受け入れるこ
とをしぶしぶ了承せざるを得なかった。 

ケース作成者：産業医科大学 立石清一郎 



別添１．災害産業保健研修会 自治体における産業保健支援活動 不許複製 
 本ケースは災害時の産業保健活動を複数組み合わせ作成したフィクションである 

以下の点について検討を行ってください（事前に個人ワーク⇒当日グループワーク）。 
1. 【アセスメント力】派遣前に自治体職員の主な健康課題を、初期（緊急対応期～初期対

応期）については窪川が評価し対応していました。中長期（復旧計画期以降）について、
『危機事象発生時の産業保健ニーズ』や『自治体職員の産業保健ニーズ一覧』を参考に
表 1にまとめてみましょう。 

2. 【実践力・調整力】まず現地に到着し実施すべきことは何でしょうか。 
3. 【今後の展望（一貫性）】派遣チームは交代制で、1 か月で撤収することが確定してい

ます。長期的な自治体職員の健康確保のためにどのような体制を総務課長に提案しま
すか。 



別添２． 

第１グループ 

１．アセスメント力 

 

２．実践力・調整力 

・ 情報収集と分析 

・ 情報収集： 

・ 指揮命令系統の確認 

・ ステークホルダー、誰に言うか、誰が何を知っているか 

・ 使える資源の確認 

・ 何のために情報を取るのか 

・ 現場の課題の優先順位 

・ 総務課長とどのように信頼関係を構築するか 

・ 総務課長が抱えている問題を聴取する（総務課長のケア） 

・ 専門家としてこれから起こることを予見し、提案していく（潜在ニーズ） 

 

３．今後の展望（一貫性） 

撤収前 

長期的に対応できる産業医や産業保健を運営する人員（保健師や衛生管理者）の確保 

メンタル対応ができる人の確保（外部や内部資源） 

安全衛生体制構築に向けての布石 

撤収後 

長期的な遠隔サポート 

安全衛生体制の構築 

  



別添２． 

第２グループ 

１．アセスメント力 

 

２．実践力・調整力 

・ 「現地に到着する前に」どう進めていくか目線合わせを一緒に考えたい→ここで優先

順位が決まる 

・ 保健師との方向性の確認、できることやゴールの設定（3泊 4日しかないから） 

・ 組織の中のどこにフォーカスをあてるか、何を達成するのか 

・ 何を要求されているのか（現場のニーズ）や現場のルールを把握する 

・ 全体像①対象となる組織の全体像(組織図や人員など)②自分たちが取り組むべき課題 

の把握や後任への引き継ぎ（課題）の整理 

・ 情報を引き継ぎ（窪川や前任など） 

・ 総務課長との連携、信頼関係の醸成 

・ キーマンも確認する、ヒヤリングする 

・ 大きいホワイトボードを設置して、情報共有を図る、写メとって共有 

・ チーム内で引き継ぐ情報があってよい-driveの共有も 

・ ルールや人員図は事前に入手 

・ スタッフの相談窓口の活用、プライバシーの確保 

  

 



別添２． 

３．今後の展望（一貫性） 

・ 通常の健康管理の体制をつくる：健診事後措置業務 

・ １ヶ月で過重労働対策をつくる 

・ 健康相談を受ける窓口をつくる（看護職にも対応をお願いする、人員充てるなど） 

・ 地元資源になにがあるのか整理→地元資源で回せるようにする、地元資源に引き継

ぐ、選任する 

・ 専門家人材、相談先、医師会、産業保健総合支援センター、精神科医など 

・ 最終的には熊本から医師がよい？地元からも受けが良い方がいい？ 

・ 270 名で産業医は常駐できない。看護職採用を認めてもらう。月１で産業医に来ても

らう 

・ 健診機関に看護職派遣を依頼を提案する 

・ （長期的には）マニュアルや訓練を整備する 

・ 専門職配置 Ns 週 1,2日 地元？外部 S？住民の相談の受け皿が役割として大きいの

では？ 

・ 産業医は当面は月２が必要か？ 

・ こういう機能が必要である、と整理するところが 1月の活動の成果としてあり（外部

か地元かは不明） 
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第３グループ 

１． アセスメント力 

●現場の安全衛生 

・熱中症 

・破傷風・食中毒など感染症 

・粉じん・アスベスト 

・非定常作業による労働災害 

・巡視して現場のニーズを拾う 

●救急対応 

・ライフラインなどの衛生環境への対応 

・ハイリスク者への対応 

・熱中症など急病人を医療機関へつなげる 

●心的外傷/ストレス 

・PTSD 

・苦情対応者のメンタルヘルス不調 

・部署間の業務量の差や衝突 

・対応者の減少（産業医や保健師など） 

・管理監督者の教育 

・被災者家族への対応 

●長時間労働 

・労働時間と対応基準 

・長時間労働になってしまう人への対応方法、リスク管理 

・労働時間の管理 

・総務課長の体調 

・新たな業務の偏在や内容 

●一般健康管理/職務適正管理 

・未受診者への受診勧奨 

・健診事後措置 

・休憩室の快適化 

・通院中断者の把握 

・外傷など就業上の配慮 

・不良作業姿勢 

・長期間の避難所生活で疲労蓄積 
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２．実践力・調整力 

・職場巡視、情報収集、現場把握 

・あいさつ 

・総務課長からのヒアリング、ねぎらい、信頼関係 

・仕事内容、労働時間、健診、ストレスチェックなど通常の産業保健で必要な情報 

・課題の整理と優先順位の検討 

・事後措置、ストレスチェック高ストレス者などと面談 

・３泊４日なので各課の担当者の健康面で困っていることのヒアリング 

・各職場のキーマンから情報収集 

 

３． 今後の展望（一貫性） 

・目標、目的、ビジョンから計画 

・受診率、就業判定実施率など 

・相談窓口の設置と周知 

・情報共有のツールなどで引き継ぎできる状況 

・総務課長の部下が連絡窓口にして日々情報共有できる 

・産業医や保健師へのアクセス、WEBなどの利用 
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第 4グループ 

１．アセスメント力 

まず、確認すべき事項（気になる事項） 

・かなり少数で職員は対応している。 

・粉塵対策用マスク、熱中症、一酸化炭素中毒（練炭使用など）へのそなえ。 

・職員の治療状況の把握。 

・女性向けの生理用品のそなえ。 

 

２．実践力・調整力 

五十鈴のミッション（3泊 4日）を明確にする： 

・ 職員の支援（産業保健活動の支援）、職員の体調不良者への支援をする役割であること

を確認する。（総務課長との認識のズレを修正する） 

・ メインの業務を決める。（総務課長と相談した上で・・・） 

具体的な行動： 

・ 現場で困っている人に話を聞く（まずは、人事総務課の責任者）。 

・ 窪川さんとの意見交換（見立て）などを再度聞く。 

・ 産業医（職員のサポートをする医師）の役割を関係者に理解してもらう。 

・ 町長さんや他の責任者に今後の長期的なニーズを、マニュアルを参考に説明し、備えの

必要性を伝える。 

・ 情報の集約方法と相談窓口を決める。 

・ 街の今後の仕事（行事など）の予定を聞いておく。 

・  

３．今後の展望（一貫性） 

・ 現地でのキーパーソンになる産業保健師を確保する。 

・ 災害産業保健派遣チーム内の情報提供。 

・ 既存で行われている会議（災害対策本部会議など）の中で、職員の安全衛生について話

題を含める。 

・ 勤務体制のローテーションの整理（勤務表：中期）。 

・ 今後予想される課題を伝えて、対策を検討するように相談する。 

・ 外部資源（近隣の医療機関など）で利用できる組織を巻き込んでおく。 

・ 県や他の自治体に協力を依頼する。 

・ 安全衛生委員会を組織する。 
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第５グループ 

以下の条件を念頭に回答を検討する 

・ 医師である支援者がやりたいことを独りよがりにやらない 

→受援者のニーズを改めて理解する 

 ・自治体の保健師の視点。 

 ・どんな仕事にやりがいがありそうか？ 

    →地域や職員と保健師が直接かかわることがモチベーションになるのでは 

・ ニーズに基づく対応→チェックリストや、ヒアリングを行いニーズ調査をする 

目的を明確にしたツールの選択（負担への配慮）することが重要 

→疲労の程度、実際の長時間労働の該当者、負担度や疲労度などリスクを拾う 

・ 信頼関係の構築→最優先課題 

・ 経過による課題の変化を選択して集中 

１． アセスメント力 

 

２． 実践力・調整力 

現状把握と信頼関係の構築 

・握勤務時間管理、業務のばらつきを明確化 

・組織体制（リーダーシップ）の明確化 

・ニーズ調査、K６測定 

集会のような双方向のコミュニケーションの場を開催する 

 （今ある委員会などを活用するのも良い）。 

３． 今後の展望（一貫性） 

活動記録をつける。過程が残るようにすること 
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第6グループ 

１．アセスメント力 

  初期の課題 経過的な課題 

現場の 

安全衛生 

行方不明者の確認 

火事の予防（火元の確認） 

災害ゴミの処理によるけが 

粉塵対策 

救急対応 体調不良者への対応 

薬の不足、内服していることの把

握 

連絡体制の構築 

基礎疾患を持つ方の健康管理 

心的外傷/ 

ストレス 

慣れない職務への対応 

余震に対する恐怖 

眠ることへの不安（内服拒否） 

パニック 

避難所での物資配布（奪い合い）

への対応 

避難所によるストレスの差 

余震・地震警報によるストレス 

自身が被災者・家族への心配 

要介護者への対応 

初期の興奮状態がおさまった頃の、メ

ンタル的落ち込みに注意する。 

適度な休息が取れるような体制作り。

（人員確保、ローテイト勤務、休憩室の

確保など） 

長時間労働 避難所の配置が分からない状況 

その配置差による過重労働 

眠る時間がない（住民からあてに

される） 

職員の稼働の情報 

過重労働者（面談対象者）を抽出する基

準や方法についてのアドバイス 

一般健康管

理/ 

職務適性管

理 

職員の物資、休憩室の確保 

車中泊 

災害高血圧 

健診などが出来るような体制作り 

スタッフの確保など 
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２．実践力・調整力 

・挨拶、自己紹介。 

・自分たちは、何が出来るのか、何のために来たのかを伝える。 

・存在アピール（ネーム付きの服装など） 

・組織の窓口になる担当者とのつながりを作る。（組織の中で権限のある人、話しやすい人） 

・現場のニーズを把握する。 

・周辺の避難所や医療機関の状況を把握する。 

・自分自身の活動場所の確保（作業できる机、通信環境） 

・Self Sufficiency: 最低限の水、食料、毛布などは持ち込む（現地調達できないことも） 

 

３．今後の展望（一貫性） 

・キーマン（総務課長）と個人的な信頼関係を築いておく。 

・現地の保健師などを早く巻き込んで、引き継げるようにする。 

・遠隔からサポートする。（webで会議に出るなど） 

・定期訪問する。（被災地の方は、喜んでくれる。励みになる。） 

→現地の人々が、自分たちで出来るように、将来的には仕事を返していくことを見据えて活

動する。 

 



労災疾病臨床研究事業費補助金 

 分担研究報告書 

 

実効性のある自治体職員への災害産業保健のための方策 

 

研究分担者 久保達彦 広島大学 公衆衛生学 教授 

研究代表者 立石清一郎  産業医科大学 両立支援課学 准教授 

研究協力者 杉原由紀   高知県庁総務部職員厚生課 職員健康推進監(産業医) 

研究協力者 小早川義貴 国立病院機構災害医療センター福島復興支援室 室長補佐 

研究協力者 劔陽子   熊本県 人吉保健所 所長 

研究協力者 森晃爾   産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学 教授 

研究分担者 岡﨑龍史 産業医科大学 産業生態科学研究所 教授 

研究協力者 五十嵐侑   東北大学大学院医学系研究科産業医学分野 医師 

研究協力者 横川智子 東海旅客鉄道株式会社 健康管理センター 産業医 

研究協力者 松岡朱理 HOYA株式会社 産業医 

 

研究要旨： 大規模災害の発生時、避難所運営や被災認定などこれまで対応したことの

ない業務に取り組む自治体職員には心身に多大な負担がかかる。地域の復興のために

は自治体職員の健康管理・産業保健体制を確立しつつ、地域防災計画等を履行すること

が重要である。研究最終年度となる今年度は、これまでの研究成果を活用して令和２年７

月熊本豪雨で被災した自治体職員に対する災害産業保健支援活動を実際に実施した。

また、当該実支援で得た知見も踏まえて、「自治体向け災害産業保健体制整備の手引き

（初版）」を開発した。 

Ａ．研究目的 

大規模災害の発生時、自治体職員は避

難所運営、被災認定などこれまで対応した

ことのない業務に携わる必要があり物理

的・化学的・人間工学的健康障害要因にさ

らされ、更には住民対応の際、住民の怒り・

不安などの対応に直接的に従事し精神的

な負担を感じるケースも多い。昨年度まで

の検討では、自治体職員の災害産業保健

的特徴は以下と判明している。 

 

自治体職員の災害時職務・産業保健特性 

 住民優先 

 法令・事前計画遵守 

 災害対応・復興の前線に立つと同時

に、自らも被災している 

 常に正しい情報を出し続けなければ

ならない 

 相手によって都度対応の際のトーンを

変える必要性があり、負担となる 

 地域により復旧状況に差があるなか、

常に一番被害が大きい地域への優先



対応を迫られる 

 住民のやり場のない怒りの矛先が自

治体職員に向けられる 

 弱音を吐けない 

 平時の産業保健体制整備が企業と比

較して脆弱（健康管理医の選任率等） 

 上述の課題認識のもと、研究最終年度と

なった今年度は、①これまでの研究成果を

活用して令和２年７月熊本豪雨で被災した

自治体職員に対する災害産業保健支援活

動を実際に行うとともに、②自治体向け災

害産業保健体制整備の手引きを開発した。 

 

Ｂ．研究方法 

 ①これまでの研究成果を活用して令和２

年７月熊本豪雨における自治体職員を対

象とした産業保健支援を実際に行うなかで

これまでの研究知見の精緻化を行うととも

に、②自治体向け災害産業保健体制整備

の手引きを開発した。 

 

（倫理面への配慮） 

支援活動については、被災自治体保健

所を支援する形で実施し、被災職員に対

する直接的な介入は実施していない。被災

自治体が実施したアンケートについては匿

名化された集計結果のみを研究利用した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．令和２年７月熊本豪雨における自治

体職員を対象とした産業保健支援 

 

（支援の経緯） 

- 熊本県保健医療調整本部で活動して

いたDMATロジスティックチーム隊員

（本研究分担研究者）が、保健医療調

整本部副本部長からの指示を得て人

吉保健所を訪問し保健所長に面会、

産業保健支援ニーズを確認した。 

- 当該ニーズに応対する体制を構築す

るために、当該DMAT隊員は産業医

科大学（本研究代表者）に連絡をとり、

人吉保健所からの災害時産業保健体

制構築に係る支援要請を伝達した。 

- 以降、人吉保健所所長のリーダーシッ

プのもと、県医師会の協力も得る形で

地元の自治体職員産業医による体制

構築を産業医科大学（本研究班）が組

織的に支援することとなった。 

 

（活動の内容） 

〇注意喚起 

熊本県人吉保健所は管轄する１０市町

村および県球磨地域振興局において、７

月４日発災直後より、各自治体の職場にお

いてメンタルヘルスや相談先を明記したチ

ラシを貼布、設置するなどしていた。この活

動を延伸強化する形で、高知県が作成し

ていた「災害時の職場のメンタルヘルス対

策」リーフレットを今回災害用に改編し配布

した。 

〇研修・情報交換会を開催 

人吉球磨管内自治体産業医・担当者向

け研修・情報交換会を開催した。熊本地で

の被災経験のある益城町職員や熊本ここ

ろのケアセンターからの登壇を得た他、熊

本県医師会、熊本県精神保健福祉センタ

ーの参加を頂くことができた。 

- 目的：災害時の自治体職員向け産

業保健活動の必要性を認識し、今

後の具体的活動を確認する 

- 対象：人吉球磨管内10市町村の産



業医、産業保健関係従事者、総務・

職員厚生担当者、保健師等 

- 日時：令和2年8月17日月曜日 18

時～１９時半（９０分） 

- 場所：球磨地域振興局大会議室 

- 次第 

1.災害時の自治体における産業保

健体制強化の必要性について（本

研究班） 

2.熊本地震時の益城町における産

業保健体制強化の経験について

（益城町） 

3.熊本地震時に自治体職員に認め

られたメンタルヘルス問題（熊本ここ

ろのケアセンター） 

4.今後、各市町村で何をすべきか

（本研究班） 

5.意見交換 

〇職員健康状況アンケート調査 

人吉保健所が推進した「職員の皆様へ

の健康状況についてのアンケート」の調査

票の開発及び集計解析を支援した。 

 

２．自治体向け災害産業保健体制整備の

手引きの開発 

 

これまでの研究成果を受けて、自治体

向け災害産業保健体制整備の手引きを開

発した。開発においては以下に留意した。 

 

- 企業と対象として蓄積された先進知見

を自治体向けに横展開して効率的に

かつ迅速な開発を図る 

- 実務対応を優先する主旨から産業医

向けというよりは、自治体内の人事労

務担当者を主たる対象として簡易なマ

ニュアル（ＳＯＰ）を開発 

- 外来支援者の組織化と事前計画への

組み込む視点を持つ 

- 被災組織の既存体制（産業医/健康

管理医等）を支える枠組みとすること

に留意する 

 

D.考察 

 

令和２年７月熊本豪雨における自治体

職員を対象とした災害産業保健支援にお

いては以下の成果（できたこと・グッドプラク

ティス）と課題（できなかったこと）を得た。 

 

（できたこと） 

- 保健医療支援関係組織のなかでも圧

倒的な機動力と人員体制、また経験を

有するDMATとの連携することで、急

性期からニーズを確認することができ

た。 

- 支援者主導ではなく、被災地の保健所

所長のリーダーシップを支える支援体

制を構築することができた 

- 県精神保健福祉センター/こころのケ

アセンターとの連携を得ることができた 

- 県医師会との連携を得ることができた 

- 研究成果を研究期間内に実災害対応

につなげることができた 

- 職員健康状況アンケート調査の運用を

支援することで、被災自治体職員健康

状況の可視化と有症状者の早期拾い

上げに貢献した 

（できなかったこと） 

- 事前計画に基づく体制構築はできな

かった（たまたま産業保健の専門性を

有する保健所長がいたため体制構築



ができた） 

- 職員健康状況アンケート調査は急きょ

実施されたものであり計画に基づくも

のではなかった 

- 発災一か月半後に実施した研修会は

注意喚起にはなったが、発災から半年

たっても具体的な活動に取り組めてい

ない自治体もあった。特に規模が小さ

い自治体が被災した時には、外部の

産業保健専門家たちによる継続した支

援が必要であった 

- 産業保健支援チームの体制が整って

いなかったために、急性期以降の産業

保健実活動（面談等）を支える産業医

等の派遣はできなかった。また、支援

活動に係る交通費等の事務調整に相

当な労力を要した 

 

自治体向け災害産業保健体制整備の

手引きについては、以下の成果（できたこ

と）を課題（できなかったこと）を得た。 

 

（できたこと） 

- ３年間の研究成果及び令和２年７月熊

本豪雨災害での災害産業保健支援活

動をもとに自治体向け災害産業保健

体制整備の手引き（初版）を完成でき

た 

- 自治体職員向けの災害産業保健活動

として優先アクションを同定し、アクショ

ンチェックリストとして当該手引きに含

めることができた 

- 先行知見である「危機事象発生時の産

業保健ニーズ～産業保健スタッフ向け

危機対応マニュアル～産業保健ニー

ズ一覧」にならう形で、「災害産業保健

ニーズ一覧(自治体職員向け)」（初版）

を開発し、当該手引きに含めることが

できた 

（できなかったこと） 

- 「災害産業保健ニーズ一覧(自治体職

員向け)」については、相当部分を民間

企業における知見に依拠しており、自

治体職員向けの事例の更なる蓄積が

必要である 

- 産業保健支援チーム（D-OHAT）の要

請連絡先は明記できていない 

- 新型コロナウイルス感染症に係る課題

は収載できていない 

 

E. 結論 

これまでの研究成果を活用して令和２年

７月熊本豪雨で被災した自治体職員に対

する災害産業保健支援活動を実際に実施

した。また、当該実稼働知見も踏まえて、

「自治体向け災害産業保健体制整備の手

引き（初版）」を開発した。 

 

F．本研究に関連した学術発表 

1. 久保達彦. 災害時の健康リスクにどう対

応するか. 安全と健康 71（３）P232-235. 

2020 年 

 



厚生労働科学研究労働安全衛生総合研究事業「災害時等の産業保健体制の構築のための研究」研究成果（令和３年３月６日版） 

自治体向け災害時産業保健体制整備の手引き 

 

１. 緒言 

災害対応に取り組む自治体職員には心身に多大な負担がかかっています。地域の復興

のためには、自治体職員が体調を崩すことなく、働き続けることができる職場環境を作ること

が大切です。本手引きは、災害発生時に自治体職員を守る産業保健体制を構築するため

の方策を、自治体内の人事労務担当者を主たる対象として解説します。 

 

２. 災害対応職員の健康管理の重要性 

災害対応職員の健康管理の重要性は、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事

故を契機として広く認識されるようになりました。当時、少なくとも働ける程度に健康な数千

人の作業者の健康管理が文字通り事故対応の命運を握り、作業者を対象とした組織的な

健康管理体制（すなわち産業保健）の緊急構築が必要となりました。事故後１０年がたった

今も継続されている福島第一原発事故現場での産業保健活動からは、災害対応労働者の

健康管理の重要性が以下のように理解されています。 

 

災害産業保健の重要性 

1） 被災地において復旧・復興の原動力は企業や自治体職員等々の働く人々である 

2） 被災地の災害対応労働者は特別な訓練等を事前に受けていないものが大半である 

3） 被災地の災害対応労働者は多様かつ大きな健康リスクを受け入れつつ勤務している 

4） 職場で問題になっていなかった職員の健康問題が災害を契機に顕在化することがある 

5） スクリーニング体制がないと上司等に体調不良を気づかれぬまま勤務することがある 

6） 災害産業保健体制を構築は、健康管理を通じて復旧過程の円滑な進捗に貢献する 

7） 中小企業は災害前の産業保健体制が脆弱でありつつ、より危険な業務に従事している 

8） 労働者が安全に健康に帰宅できることは、労働者と生活を共にする家族の保護にもつ

ながる 

関係ツール 

産業医科大学実務研修センター開発 

http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/tools 

● 災害前／災害時の産業保健アクションチェックリスト 

● 危機事象発生時の産業保健ニーズ～産業保健スタッフ向け危機対応マニュアル～ 

 

３. 自治体職員の災害時職務・産業保健特性 

自治体職員の健康管理の重要性は、民間での取り組みが注目された東日本大震災の

後、特に熊本地震（2016 年）以降、広く議論されるようになりました。上述の災害対応職員

http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/tools/tool02
http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/tools/tool03


の健康管理に関する事項に加えて、自治体職員に特有の災害時職務・産業保健特性は

以下のように理解されています。 

 

自治体職員の災害時職務・産業保健特性 

1） 住民優先 

2） 自らも被災するなかで災害対応・復興の前線に立つ 

3） 法令・事前計画遵守が求められ柔軟が対応が難しい 

4） 情報過多・不足のなかで常に正しい情報を出し続けなければならない 

5） 被災地域が広範囲に及んでいるなか、被害がより大きい地域への優先対応を迫られる 

6） 住民のやり場のない怒りの矛先が自治体職員に向けられる 

7） 相手によって対応の際のトーンを変える必要性があり、心理負担となる 

8） 弱音を吐けない 

9） 平時の産業保健体制整備が民間企業よりも脆弱（健康管理医・産業医等の選任率が

低い） 

10） 外部支援を民間よりも受け入れにくい 

 

 

４. 体制構築の進め方 

(ア) 災害に備える 

自治体職員の災害産業保健体制を構築するために最も重要なことは、平時からの産業

保健体制の構築です。災害急性期の産業保健は平時の産業衛生・平時計画の上にのみ

成り立ちます。 

 

① 以下のアクションチェックリストを参考にして、それぞれのアクション（対策）が関

係職場で必要かどうかレビューしましょう。 

1. 「提案しない」：すでに対策が十分実施されている、または自社は該当しな

い場合。 

2. 「提案する」：新たな対策が必要か、または強化が必要である場合。 

② 「提案する」が多い場合、優先的に取り組む事項を決めます。「提案する」にチェ

ックをした項目を確認して、その中で特に重要と思われるものを３～４つ選んで

「優先」にチェックを付けます。 

③ 「コメント」には現状のよい点や改善提案を出来るだけ具体的に書きとめます。 

④ 労務管理担当者、衛生管理者、産業医、保健師等できるだけ複数の職場の関

係者が、チェック結果を利用して改善策について話し合います。 

⑤ 本アクションチェックリストは職場の問題点や課題を抜け落ちなく隅々までチェッ

クするためのものではありません。 



自治体職員向け災害産業保健アクションチェックリスト 

 

Ⅰ．平時健康管理体制の確認  

１．平時の職員の労務健康管理に関する事項とし

て、産業医の選任状況を確認します。 
＊特に産業医の選任状況、勤務状況を確認しましょう。災害時

の健康管理対応でも大きな力を発揮します。 
 
 
２．健康診断の事後措置（有所見者への連絡フォロ

ー状況）と、過重労働者の面談指導措置の実施状

況を確認します。 
＊職員数の少ない自治体ほど平時からフォローや対策ができ

ていない場合が多くなる傾向があります。 

このような対策を  

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を  

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

Ⅱ．平時健康管理体制の強化  

３．産業医の選任ができていない支所等をカバー

する産業保健体制を構築します。 
＊産業医の追加選任、産業医が確保できない場合は産業

看護師・産業保健師を選任する等して対応します。 

 
 
４．健康診断の事後措置（有所見者への連絡フォロ

ー状況）や過重労働者の面談指導措置を実施でき

てない支所等と協議して実施体制を整備します。 
＊関係自治体で選任ずみの産業医等に追加対応を依頼

することも一案です。 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

Ⅲ．地域防災計画等の確認・訓練  

６．地域防災計画等に、職員の労務及び健康管理

に関する計画が記載されているか確認します 
＊良好事例として、高知県南海トラフ地震対策行動計画で

は、自治体職員による応急活動のための食料・飲料水等の

備蓄の促進が明記されています。 
 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

自治体名 職場名 

実施者（担当者） 実施日     年   月   日 



Ⅳ．災害発生時の体制整備・訓練  

７．勤務のローテーション（休養）を計画します。 
＊先行事例として、産業医科大学病院ＢＣＰでは≪絶対基

準≫としていかなる災害時も 48 時間に連続 6 時間以上の

休息をはさむことを全職員に義務付けています。 

 
 
８．災害時の職員宿泊場所/公共交通機関不通時

の通勤方法/風呂/家族のケア等について検討して

おきます。 
＊細かい想定は困難なので、利用可能な選択肢をできる

だけリストアップしておくことが重要です。 
 
９．直近の健康診断結果等からハイリスク者（糖尿

病、高血圧、心臓病、腎臓病、メンタルヘルス等持

病がある人）をリストアップできる体制を組みます。 
＊産業保健職を選任されている場合、最近の面談実施者・

予定者リストを活用するように計画しておくことも一案です。 

 
１０．過重労働・有症状者を早期に拾い上げ上司に

伝達できる仕組みを整備します。 
＊熊本豪雨(2020 年)の事例では人吉保健所長が関係自

治体職員に簡易アンケート調査を呼びかけ職員の健康状

態の把握を推進しました。調査票の事前計画が有効です。 

 
１１．災害時の産業保健体制を組織図に落とすとと

もに、産業保健支援チームの受け入れを計画に含

めます。 
＊先行事例として、高知県は産業医科大学との協定を結

び、自治体職員の健康管理を支援する産業保健支援チー

ム（D-OHAT）受け入れを計画化しています。 
１２．定期的に実施されている防災訓練に職員労

務管理担当として参加します 
＊災害対策本部の調整会議で、職員の健康管理を報告事

項に含めるだけでも実対応に向けて大きな意義がありま

す。 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       

 

このような対策を 

□提案しない 

□提案する――□優先 

メモ                    

                       



(ア) 災害に対応する 

事前計画に基づく対応を進めます。最優先対応は以下、３つのアクションです。実対

応にあたっては、先の見通しを持ちながら対応を行うことが重要です。「災害産業保健

ニーズ一覧(自治体職員向け)」を参考に、フェーズに応じて柔軟に活動体制および内

容更新しつつ対応を進めましょう。 

最優先アクション 

① 災害対策本部での議事に、自治体職員の健康管理に関する議事を含めます。 

② ローテーションを対応開始直後から決め、職員の休養時間を確保します。 

③ 災害とは、現地の対応能力を超え外部からの支援を必要とする状態のことです。

産業保健に係る外部支援の受け入れを検討し、要すれば速やかに産業医科大学

等に要請します。 
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す
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被

災
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、

鎮
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起
き

た
事

象
を

落
ち

着
か

せ
安

全
確

保
を

図
る

フ
ェ
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ズ

で
す

。
	

発
災

直
後

の
混

乱
が

落
ち

着
き

、
一

定
の

安
全

が
確

保
さ

れ
た

時
点

か
ら

、
こ

の
フ

ェ
ー

ズ
に

遷
り

ま
す

。
	

危
機

対
応
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し

て
、

被
害

状
況

の
把

握
や

住
民

対
応

が
開

始
さ

れ
、

支
援

者
が

来
訪

し
始

め
ま

す
。

危
機

対
応

と
並

行
し

て
持

続
可

能
な

業
務

の
形

態
が

検
討

さ
れ
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す

。
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機
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象

の
全
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、

被
災
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で

は
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数
の

支
援

者
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住
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て
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す

。
業

務
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な
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に
、

平
常

業
務
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再

開
に

向
け
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れ

て
い

き
ま

す
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平
常

業
務

の
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開
に

向
け

た
見

通
し

が
立

ち
、

支
援

者
の

数
は

ピ
ー

ク
を

越
え

て
減

少
し

始
め

ま
す

。
危

機
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応
の
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か
っ

て
い

く
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す
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外
来

者
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よ
る
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援
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終

息
し

、
平

時
の

状
態

に
戻

っ
て

い
く
フ

ェ
ー

ズ
で

す
。



５. 終わりに 

「東日本大震災の実体験に基づく災害初動期指揮心得」（国土交通省 東北地方整備局）

より、以下のメッセージを引用して紹介します。東日本大震災の教訓化を果たすために、

平時からの産業保健体制を整備し、災害時には外部支援も活用して職員の健康を守り、

もって住民を守り、被災地の迅速かつ円滑な復旧・復興を実現しましょう。 

 

 「災害対応の善し悪しは、それにあたる職員の健康の維持によるところが大きい」 

 「休養についての無理解は日本的発想の特徴」 

 「職員の健康については初期の段階から厳格に指導すべきである。また、指揮官自

身も健康状態に留意しなければならない。」 

 「中年指揮官の最悪の敵は疲弊である」 

 「備えていたことしか役には立たなかった。備えていただけでは十分ではなかった。」 

 「備え、しかる後にこれを超越してほしい。」 

 「これが、東日本大震災を実体験した私たちが伝えたい教訓です。」 

 

６. 謝辞・資料等 
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業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学) 、岡﨑龍史（産業医科大学 産業生

態科学研究所）、劔陽子(熊本県人吉保健所) 、杉原由紀(高知県庁総務部職員厚生
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フリガナ 所属：
生年月日：

性別：

１）あなたご自身は今回の豪雨に伴い、被災されましたか？

１．現在の体調はいかがですか？

２－１．だるい
２－２．朝起きた時に疲れが残っている
２－３．頭痛がする
２－４．めまいがする
２－５．動悸や息切れがする

３．眠ることはできていますか？
４．この一か月間、平均睡眠時間は何時間程度ですか？
５．お酒の量に変化はありましたか？
６．この1か月の間で定期受診はできていますか？
７．現在、休暇はどの程度ありますか？
８．この1か月で何日休みましたか？
９．災害前と比較して業務の質や量の負担が増えたと思いますか？　
10．災害前と比較して業務の裁量度や自由度が下がったと思いますか？　　　
１１．現在の職場の雰囲気はいかがですか？
１２．上司に相談はできますか？
１３．周囲の仲間に相談できますか？
１４．家族に相談できますか？

１．神経過敏に感じる
２．絶望的だと感じる
３．そわそわ、落ち着かなく感じる
４．気分が沈み込んで、何が起こっても気が晴れない感じがする
５．何をするにも骨折りだと感じる
６．自分は価値のない人間だと感じる

１．社交的に振る舞えなかった
２．ていねいに仕事をすることができなかった
３．考えがまとまらなかった
４．仕事を中断することが増えた
５．仕事がうまくいかないと感じた
６．冷静に判断することができなかった
７．自発的に仕事ができなかった

１．産業医または保健師による面談を希望されますか？
２．村内でのセルフケア企画があれば、参加を希望されますか？

職員の皆様への健康状況についてのアンケート

本アンケートは、今回の災害後の職員の体調を確認させていただくために実施いたします。
下記の質問に率直な回答をお願いいたします。ご不明な点は下記の連絡先までお願いいたします。

氏名

クリックで選んでください
年月日
クリックで選んでください

クリックで選んでください

クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください

クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください

クリックで選んでください

クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください

２）この1か月の体調や生活・仕事について、当てはまるものをクリックで選んでください。

クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください

クリックで選んでください

クリックで選んでください

クリックで選んでください

クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください

２．具体的に現在の体調にあてはまるものはありますか

５）以下の質問にご回答をお願いします。

３）あなたの現在の心の健康状態について教えてください。当てはまるものをクリックで選んでください。

３．その他、ご要望やご意見などありましたら、下記に記載してください。
こちらに記載してください

クリックで選んでください
クリックで選んでください

４）普段の体調の良い時と比べて、あなたは現在、お仕事に関して次のようなことが、どのくらいありますか。
　　当てはまるものをクリックで選んでください。

クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください
クリックで選んでください

クリックで選んでください



厚生労働科学研究費 

 分担研究報告書 

 

災害時等の産業保健体制の構築のための研究 

～外部支援モデルの策定～ 

 

研究分担者 中森 知毅  労働者健康安全機構 横浜労災病院 救命救急センター 

    救急災害医療部 部長 

研究分担者 三田 直人  労働者健康安全機構 横浜労災病院 救命救急センター 

    救急災害医療部 副部長 

研究代表者 立石清一郎   産業医科大保健センター 准教授 

 

研究要旨 

災害時には，保健医療機関の職員は自らが被災者であるにもかかわらず平時以上の業

務負担が生じる．持続可能な復興には，速やかに外部支援を求め，効果的な支援を受け

ることができるようになることが必要である．しかし，我が国ではこれまで，保健医療

機関は支援要請をためらう傾向があった．昨年度までの考察で，効果的支援開始が遅れ

ることなく，また受援者側の負担が増えないようにするためには，二段階支援が有効で



はないかという結論（「二段階支援モデル」の提唱）に至った．今年度は，この二段階

支援を有効におこなうためには，どのような準備が必要かを考察した． 

 

「二段階支援モデル」の概要． 

第一段階は，被災あるいは被災地に近い保健医療機関（この項では両者をまとめて被災

地内保健医療機関とする）への，コーディネーター派遣である．要請を待たず，迅速に

派遣する．コーディネーターに求められる機能は，現状把握，どのような機能あるいは

物資の支援が事業継続のために必要なのかを，受援者と共に考えることである． 

第二段階は，コーディネーターが必要と考えた業務を実際に行うことができるモジュー

ルの派遣である．このモジュールには，その実務を指揮する人と被災者の代わりに実務

そのものを行うことができる人員が必要である． 

このような二段階制をとることによって，支援の開始の遅れや支援過多を防ぎ，よりス

ムースな地元体制への復興も期待でき，支援者と受援者のよりよい関係性を築くことが

期待できる． 

 

 



 

「二段階支援モデル」を有効にするために必要な要素． 

二段階支援には，優秀なコーディネーターと，このコーディネーターに対して主体性を

もって支援を要請できる受援者の二つが不可欠である． 

・コーディネーター：コーディネーターは最初に被災地内に入る．保健医療機関に勤務

する人々の肉体的，精神的な負担を理解でき，被災地内外のどの組織と連携すればその

負担を減らすことができるのかを理解できる能力が必要である．具体的には，①被災時

に同機関が求められている役割，②同機関に必要な支援の内容，③被災地外のどの組織

にどのようなモジュールを応援要請するべきか，を理解できる必要がある．すなわち，

被災地内保健医療機関の果たすべき役割を従前から充分理解している人がふさわしい． 

・受援者に求められる要素：被災前から，その地域の医療保険体制は，どのような様

子であったか（地域性）を理解し，これを支援者に伝える事が重要である．これは何



ら難しいことではなく，地域包括ケアの中での各医療施設の立ち位置，あるいはその

地域の保健圏域の構造を理解すれば可能であり，これを支援者に如何に積極的に説明

し，どのような状態に復興していきたいかを明示することが重要である． 

 

今後にむけて 

保健医療機関は，自施設が被災した場合のために，「二段階支援モデル」を考慮した

BCPを作成しておくことが望ましい．この BCPの中で，①二段階支援を具体化する

ために，どの地域の保健医療機関が被災した場合，だれが支援にはいるのか，各保健

医療機関は地域間で提携しているべきである．その上で，②平素から互いの地域の保

健医療構造をよく理解しておくこと，が最も肝要であることを，認識すべきである． 

 

まとめ 

被災地内保健医療機関には多大な負荷がかかる．一見被災していないように見えて

も，その機関ではたらく職員は，直接あるいは間接的な被災者であり，支援は必要で

ある．これらの保健医療機関を支援する場合には，まずコーディネーターを派遣し，

無理や無駄のない二段階支援を行うことが理想であると考える．そのためには，平素

から地元の保健医療構造をよく理解し，「二段階支援モデル」を考慮した BCPを作成

しておくことが必要である． 



 

 



労災疾病臨床研究事業費補助金 

 分担研究報告書 

 

災害時等の産業保健体制の構築のための研究 

～新興感染症に対する企業の意識調査～ 

 

研究分担者 鈴木 克典  産業医科大学病院感染制御部 准教授 

研究代表者 立石 清一郎 産業医科大学保健センター 准教授 

 

研究要旨 

 2020年度の本調査では、企業における新興感染症に対する意識を明らかにする 

今回新興感染症の危機対応を行う事が想定される企業に対して、新興感染症などの危

機対応に従事する労働者の体制についてアンケート調査を行った。 

九州内の企業においてアンケートを送付して調査を行った。感染症クリニカルマネジメ

ント煮は特殊性があり、マネジメントは困難である。 

• 原因となり病原体が目に見えない、知らない間に伝播する。 

• 潜伏期の問題があり、化学物質などと異なる、すぐに症状が発現しない。 

• 必ずしも診断が容易ではない。症状が発熱、呼吸器・消化器症状などであり

特異的でない 

このことから、感染症危機管理が困難である。 

 

新興感染症・再興感染症はさまざまであり、今回のコロナ禍に限らず、今後も新た

な感染症の世界的な流行のリスクがある。このてんから、感染症危機管理が非常に

重要で有、感染対策を実施して、感染拡大を抑制し被害を最小限にする事が重要で

ある。 

 

この点をふまえて、新興感染症や再興感染症に対する備えを行っているかの問題点

を企業に質問を行って、問題点を抽出した。 

新興感染症についての事業継続計画を策定しているかと言う問いには半数以上が策

定していない状況であり、新型インフルエンザウイルス感染症や新型コロナウイル

ス感染症など各々の疾患で場当たり的に対応している現状が想定された。策定され

た事業継続計画は、感染対策の専門家に相談が、どこを窓口にするのが良いのか、

困難であり、気軽に相談できる感染制御の専門家のニーズを満足するように感染

症、感染制御の専門家へのアクセスを増やす様にするのが良いと考えられた。感染

症危機管理が可能な専門家の要請が急務であると考える。 



 

Ａ．研究目的 

新興感染症、再興感染症などの危機対応

に従事する労働者の健康を確保するため

の枠組みの確立が急務であるため、実際の

企業の事業所の新興感染症などの危機対

応に従事する労働者の体制について現状

調査を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

2020年度の本調査では、企業における

新興感染症に対する意識を明らかにする 

今回新興感染症の危機対応を行う事が

想定される医療機関に赴き、新興感染症

などの危機対応に従事する労働者の体制

について聴取を行った。 

（倫理面への配慮） 

アンケートには同意が得られた方に対し

てのみ行った。合わせて企業は盲検化して

内容は労働者から聴取した内容は個人情

報は対応表のない連結不可能匿名化して

集計した。 

 

Ｃ．研究結果および D.考察 

九州内の企業に対して、以下の 8 項目に

ついてアンケート調査を行った。企業規模

は様々であるが、80%から回答を得た。 

・新興感染症発生時の事業継続計画を策

定していますか？ 

・事業継続計画は誰が策定されますか? 

・事業継続計画を策定していない企業は

なぜ作成していないのですか？（自由記

載） 

・海外での感染症情報の把握の手段につ

いてお教えください 

・コロナ禍で一番困ったのは何ですか？

（自由記載） 

・コロナ禍で一番困ったことに対して何か

対応策を準備しましたか 

・コロナ禍で一番困ったことに対して具体

的な対応策（自由記載） 

・コロナ禍で一番困ったことに対して対応し

なかったのはなぜですか（自由記載） 

【結果】 

• 新興感染症に対する事業継続計

画が策定されている企業は、半数

であった。 

• 事業継続計画を策定していない理

由としては、新興感染症のＢＣＰっ

て、漠然としすぎていて何をどう策

定したら良いのか分からない。コロ

ナが起きるまでは、自然災害と違

ってイメージがわきにくかった分か

らない。そこまで手が回らないなど

があった。 

• 事業継続計画策定には産業保健

スタッフの助力が大きく貢献した 

• 実際にコロナが発生して十分な対

応することができなかった企業が

多かった。 

• コロナ禍で困ったのは、何をどう対

応したら良いのか分からない。企

業活動の減退した。休業による経

済的損失があった。従業員感染で

の風評被害があった。マスクやア

ルコール、アクリル板などの感染対

策の物品がなかった。専門家の意

見がコロコロ変わる。などの意見が

あった。 



• 感染症対策について気軽に相談

できる専門家のニーズが高かっ

た。 

• 即応できる専門家の育成が必要。 

• 企業が、マスクやアルコールなど

の購入のためのサプライチェーン

が止まらないような枠組みの策定

が必要である。 

【考察】 

 企業活動が、感染症対策が必要になっ

た場合に、様々な感染症対策があり、未知

の感染症について様々な臨床像があり、こ

この対応について即応することは困難であ

る。 

 様々な新興感染症、再興感染症につい

て即応するための新興感染症発生時の対

応マニュアルは、新型インフルエンザ等特

別措置法に基づいた業務継続計画のみ

であり、個別の新興感染症に対する対応

策は想定していないというのが現実であ

る。 

 また、実際に新興感染症が発生した場合

に、感染症対応に対する不安、感染患者

への対応業務に対する拒否感、疑似症へ

の対応での疲弊などが、医療機関だけで

なく、企業活動においても大きな足かせに

なり得ることがが明らかになった。 

 企業の事業所においても、新型インフル

エンザ等特別措置法に基づく業務継続計

画を作成しているものと想定されるが、新

型院留守円座以外の感染症が発生した場

合には、今回のコロナ禍のように、個別の

感染症に対する対応策についての策定さ

れていないことが想定される。 

 企業における新興感染症対応の業務継

続計画の作成状況とスタッフが実際に新

興感染症に対応する状況になった場合の

現実に直面した場合に、即応するために

は、発生した新興感染症、再興感染症に

熟知した、もしくは、少なくとも感染症対策

に熟知した感染対策のスタッフへのアクセ

スが容易であることが必要である。 

 また、この研究途中で発生したい新型コ

ロナウイルス感染症の世界的な流行に際

して、感染症対策に必要な物品について

のサプライチェーンが維持される社会全体

の仕組みも必要であることが明らかになっ

た。 

 

E. 結論 

 企業での新興感染症対応の概要は以下

の通り 

1. 新興感染症は未知の感染症としての

対応が必要になる 

2. 企業活動を継続するためには、感染

症対策の物品の供給維持なども含め

た十分な感染症対策が必要になる 

3. 新興感染症に対する業務継続計画は、

新型インフルエンザ等特別措置法に

基づく業務継続計画のみであり、多く

の場合、個別の新興感染症対策の策

定は困難な状況である。 

 新興感染症発生時に、十分な感染症の

知識を持った感染症の専門スタッフが、産

業保健の現場においても育成、確立され

ていることが必要と考えられる。 
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研究要旨 

 本研究では，主として既に確立された技法の文献的検討を通じて，災害時等における心

理的支援について検討した。被災者は，重大な心的外傷体験を経ており，一時的な不眠や

不安等の急性ストレス反応が示される。急性ストレス反応の多くは正常かつ適応的であ

ることが知られ，これらの反応に過度に焦点化した支援は，むしろ，その後の心的外傷後

ストレス障害等への発展を助長する危険が指摘され，一律かつ画一的な心理的支援は望

ましくない。災害等における心理的支援として，Psychological First Aid（PFA）が国際

的に推奨されているが，被災者でもある産業保健スタッフが，PFAの全般を担うことは現

実的ではなく，労働者（被支援者）との関わりやアセスメント技法等，一部の応用にとど

まると考えられる。一方で，災害時等においても，リスク要因を同定，除去するハイリス

クアプローチにとどまらず，個人と組織の対処資源・レジリエンスに着目した BASIC Ph

多重ストレスコーピングモデルに基づく支援も有用と考えられる。ただし，いずれの技法

においても，個々の労働者，集団に応じた対応が求められており，混乱の渦中にある緊急

時にマニュアルを参照するだけで，支援を展開することは困難であると考えられる。平時

からの計画的な心理教育を通じて，対処資源の整理，検討を行い，資源に応じた緊急時の

支援等を計画化しておくことが望ましい。産業保健スタッフは，これらの技法の実践者と

してよりも，事業場や労働者の情報に精通している利点を活かした支援ニーズの収集と

整理に加え，外部の支援機関との連携に関する役割が大きいことが示唆された。また，こ

れらの連携を図る上でも，平時において，支援機関を確保し，ICT等の活用により，効率

化と体系化を図り，啓発，研修等を通じて，事業場内の受援体制を整えることが望まれ

る。これらの知見を整理し，本研究では，労働者自身によるセルフチェックと自発的な相

談を支援するためのリーフレット，産業保健スタッフ向けに支援技法の紹介資料を用意

した。また，発災後に円滑な支援を展開するために，平時から求められる啓発，研修，体

制整備を推進し，事業場内で整えるべき受援体制について整理した。 

 

 

Ａ．研究目的 

大規模自然災害に限らず，事故，事件，暴力

等の心的外傷体験に対する緊急支援は，そ

の心理的影響が広く知られていながらも，



近年に至るまで，科学的に一貫した知見が

得られず，有効な介入技法の確立が喫緊の 

課題とされていた。2001年に発生した米国

同時多発テロ事件以降，心的外傷体験等に

おける精神保健上の危機介入技法は，急速

に見直しと体系化が進んでいる。 

 心的外傷体験に対する心理的支援として，

心理的ディブリーフィング（Psychological 

Debriefing）(1)が広く知られ，実践されて

きた。心理的ディブリーフィングでは，心的

外傷体験の直後に，当事者間で互いの体験

を共有し，急性ストレス反応や対処方略に

関する心理教育が行われる。消防士を対象

とした心的外傷体験後早期の集団介入技法

として開発され，災害被災者等への応用が

進み，日本では 1995年の阪神・淡路大震災

において着目された。 

 心理的ディブリーフィングが着目される

一方で，その効果について，一貫した知見が

得られず，危機介入の確立が望まれた。心的

外 傷 後 ス ト レ ス 障 害 （ Posttraumatic 

Stress Disorder; PTSD）の予防には，有効

ではないとする知見が示され(2)，PTSDの発

症を促進する有害性すらも指摘されている

(3-5)。発災から数週間以内の心理療法は，

慎重に選択されることが強調され，被災者

に一律に適用するのは望ましくないと結論

づけられている(3)。発災後，安全な環境が

確保されないままに，心理療法，特に，心的

外傷体験を想起，言語化する等の二次的な

暴露を伴う心理的ディブリーフィング等が

行われると，過度な覚醒を助長する危険性

が懸念される。心理的ディブリーフィング

に代わって，共感，傾聴を通じた配慮，安全

確保，援助希求行動の支援，無危害原則等を

強調した Psychological First Aidが提案

され，大規模災害時の標準的な対応として

確立されつつある(6)。 

 PFA は，世界保健機関（World Health 

Organization; WHO）によって推奨されてい

るが(3, 6)，非被災地域からの支援者の派

遣と被災地域での受援体制の両者の構築に

ついては，一定の課題が想定される。特に，

産業保健において，自然災害では，労働者を

支援する代表的な専門職である産業保健ス

タッフ自身も被災者である可能性が高く，

産業保健スタッフによる PFA の実践は現実

的ではない。また，適切な距離感を維持しつ

つ，巡回・接触する PFA の手法は，避難所

等とは異なり，何らかの作業に従事してい

る労働者に対して適用するのは難しいこと

が想定され，外部の支援者チームを事業場

等で受け入れることも現実的とは言えない。

仮に，外部の支援者チームを受け入れるこ

とができた場合にも，種々の有害業務や被

災した職場環境等，必ずしも安全が確保で

きているとも限らない状況においては，支

援の効果はより限定的であると考えられ，

また，外部専門家の安全の確保もままなら

なければ，継続的な支援が頓挫する懸念も

想定される。 

 一方で，多くの労働者が抗体を持たない

新興・再興感染症の流行においては，異なる

アプローチを検討する必要がある。産業保

健における導入の実現可能性を検討する以

前に，実際の社会的な接触と観察を前提と

する PFA は，他者と距離を取ることが求め

られる感染拡大予防を徹底する状況下にお

いては，介入はもとより，対象者の状態やリ

スクを評価するための観察すら，ままなら

ない可能性も想定される。支援の技法の模

索と合わせて，社会的距離の確保が推奨さ



れる状況下でのセルフケアの技法の周知等

の徹底が望まれる。 

 

 本研究では，初年度（平成 31 年度）は，

既に確立されている緊急時の支援技法に関

する文献等を精査し，産業保健における予

防，準備，体制整備等の平時の対応から緊急

時の対応への応用について考察することを

目的とした。翌年度（令和元年度）は，初年

度に収集した知見から，具体的な支援ツー

ル等を整理し，支援技法と受援体制を考察

するとともに，特殊な制約下での支援が求

められる危機的状況として，感染症の流行

等における心理的支援についても，初年度

の情報収集が不十分であったため，文献を

収集し，検討を加えることを目的とした。最

終年度（令和 2 年度）は，これらの知見か

ら，労働者向けのリーフレットを作成し，産

業保健スタッフ向けの災害時の災害産業精

神保健における留意点を提起し，受援体制

の整理を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 初年度は， 損害を最小化するための事

業 継 続 計 画 （ Business continuity 

planning; BCP）が適用される甚大事象は，

大規模自然災害のみならず，事故，事件，品

質や会計等の不正に加えて，戦争やテロリ

ズム等，多岐にわたると想定されるが，いず

れの場合も，同様に何らかの心理的影響が

懸念される。本研究では，甚大事象の内容，

すなわち曝露条件は，具体的に指定せず，甚

大事象による心理的な影響と対応・対処に

焦点を当てたが，主として，災害等における

対応が抽出された。検索対象とした期間は

2000 年以降とした。検索キーワードには，

「心的外傷／trauma」，「心的外傷体験／

traumatic events ／ traumatic 

experiences／potential traumatic event

／potential traumatic experiences」，「喪

失体験／loss／loss experience」，「心的外

傷後ストレス障害／posttraumatic stress 

disorder」，「急性ストレス障害／acute 

stress disorder」，「心的外傷後成長／

posttraumatic growth」，「レジリエンス／

回復／resilience／recovery」，「産業保健

／occupational health」，「災害医学／

disaster medicine」，「災害精神医学／

disaster psychiatry」を用いた。医中誌 Web，

Scopus，Google Scholarの３つのデータベ

ースから文献を検索し，確立された知見を

集約したレビュー論文，原著論文または書

籍を検討の対象とした。なお，産業保健スタ

ッフを対象とした災害産業保健における精

神的健康に関する支援をマニュアル化して，

紹介する上で，特に，平時において，詳細を

確認できる日本語の文献や訳書があること

も重要と考えられるため，翻訳版がある場

合には，訳書の内容も確認した。 

 2年目は，緊急時の心理的支援に関する支

援ツール等の収集を目的として，PFA，

Mental Health First Aid（MHFA）(7, 8)，

BASIC Ph 多重ストレスコーピングモデル

(9)を中心に各アプローチに基づく支援ツ

ール類を収集し，整理した。 

 また，危機的状況として，初年度の情報収

集が不足していた新興・再興感染症の流行

に関する心理的支援については，既存の感

染症に関する危機管理・対応の知見を集約

し て い る 米 国 心 理 学 会 （ American 

Psychological Association；APA）と米国

トラウマティック・ストレス研究センター



（Center for the Study of Traumatic 

Stress, Department of Psychiatry, 

Uniformed Services University）のレビュ

ーを整理した。 

 最終年度は，災害時の心理的反応を整理

し，セルフチェックが可能なツールを収集，

選択し，労働者を対象としたセルフケアに

関するリーフレットを作成した。 

 また，災害時等の支援技法に関する知見

を整理し，産業保健スタッフを対象として

災害産業保健における留意点をまとめた。

さらに，平時において整備すべき ICT 等を

活用した支援体制や発災後の受援体制につ

いての留意点を加えた。 

 

Ｃ．研究結果 

１）災害時の心理的問題 

 災害等では，負傷や生命の危険，近親者，

親しい友人の死傷はもとより，復旧時には，

災害による被害・喪失に再三直面し，二次的

な被災も避けられないことから，心理的な

影響は甚大である。これらの心的外傷体験 

の曝露は，急性ストレス障害（Acute Stress 

Disorder; ASD），心的外傷後ストレス障害

（Posttraumatic Stress Disorder; PTSD）

が惹起される危険性がある。急性ストレス

障害では，侵入症状，陰性気分，解離症状，

回避症状，覚醒症状の５領域を中核症状と

され，心的外傷体験後，３日間から１ヶ月

間，症状が持続している場合に診断される

（表 1）(10)。心的外傷後ストレス障害では，

急性ストレス障害と類似の症状が，１ヶ月

以上持続している(10)。 

 急性ストレス障害や心的外傷後ストレス

障害等の重篤な心理的問題にとどまらず，

災害後には，悲嘆や不安，不眠，行動変容等

の通常生じる適応的な反応が数日から数週，

長期に及ぶと 2 ヶ月程度，持続する可能性

が指摘されている(11)。これらの正常な急

性ストレス反応に対して，過度に焦点化し

た介入は，反応の増悪，遷延を招き，心的外

傷後ストレス障害等の発症を助長する危険

性がある(3-5)。 

 

２）災害に伴う精神障害のリスク要因 

 心的外傷後ストレス障害では，男性より

も女性の発症リスクが高く(12)，また，心的

外傷体験の渦中，すなわち，周トラウマ期

（peritraumatic phase）の解離症状が発症

の予測因子とされている(13)。家族の心理

的問題や自身の精神障害の既往歴に加えて，

貧困，低学歴等の社会経済的地位も発症の

予測因子とされている(14)。大うつ病障害

（Major Depressive Episode）も含めて，

災害後の多くの精神障害で，社会的支援の

欠如が危険因子であった(11, 13, 14)。さ

らに，長期に及ぶ緊急作業に従事する場合

は，上司からの支援が精神的健康の保持に

重要である可能性も指摘されている(15)。 

 また，二次的な被災体験として，周囲から

の差別・中傷も心的外傷後ストレス障害等

の発症の危険因子とされている(16-21)。東

日本大震災に伴う東京電力の福島第一原発

事故では，当該企業の従業員も含めて，社会

的に強く非難され，差別的な扱いを受けた

ことが報告されている（表 2）(17)。これら

の差別や中傷は，精神障害の危険因子とな

る一方，社会的支援が保護因子として機能

する可能性も示されている(19)。 

 

３）緊急時の心理的支援 

 多くの精神障害の発症における保護因子



として社会的支援が挙げられているが(11, 

13-15, 19)，世界保健機関（World Health 

Organization; WHO）は，専門家による心理

的ディブリーフィングに代わる技法として，

Psychological First Aidを推奨している

(3, 6)。Psychological First Aid（PFA）

は，WHOをはじめとして，複数の関係機関・

学会からガイドラインが公表されているが，

非専門家による緊急支援も想定した WHO 版

ガイドライン(22)に加え，支援の留意点が

詳細にまとめられた専門家向けとも言える

米国国立子どもトラウマティックストレス

ネットワーク（National Child Traumatic 

Stress Network; NCTSN）と米国国立 PTSD

センター（National Center for PTSD）に

よる米国版ガイドライン(23)の 2 版が代表

的である。 

 PFAは，安心・安全の確立，資源の活用，

急性ストレス反応の軽減，適応的な対処と

自然回復の促進を目的としている。WHO版， 

WHO 版では，5つの章により，要点がまとめ

られ，米国版では，8 つの支援段階（表 3）

の詳細がまとめられている。形式は異なる

が，いずれも，PFA の目的，対象，提供場所，

支援内容と留意点等がまとめられている。 

 

４）外傷後成長・回復・レジリエンス 

 心的外傷体験は，急性ストレス障害，心的

外傷ストレス障害等を惹起する危険がある

一方で，心的外傷体験を経ても，健康を保持

し続けているだけでなく，前向きに価値を

見出し，行動が変容する可能性が指摘され

(24)，心的外傷後成長（ Posttraumatic 

Growth: PSG）として評価手法も提案されて

いる(25)。特に，具体的な心理的支援の実践

から，既存の諸理論を統合し，体系化された

理論的枠組みとして BASIC Ph多重ストレス

コーピングモデルが提案されている(9)。 

 BASIC Phは，Israel Trauma Coalition

が提供する危機介入プログラムとして体系

化されている。BASIC Phは，断続的に紛争

が続く過酷な状況下であるイスラエルで，

心的外傷体験後に逞しい回復と成長が繰り

返されていることが着目され，整理されて

いる。そのため，困難な状況においても適応

が保持される力，すなわちレジリエンスを

促進する介入技法として注目され，東日本

大震災後に日本でも導入，展開されている。

リスク因子を同定・除去するアプローチと

一線を画し，自然回復の過程に支援の要諦

を見出した点は，健康生成論(26)と類似し

たアプローチと位置付けられている(9)。 

 BASIC Phでは，ストレスフルな状況下に

置かれても，6つの主要なチャネルを用いた

対処により，適応，生存し，成長を遂げると

想定する。BASIC Phでは，対処チャネルを

「信念・価値（Belief and values）」「感情

／情動（Affect/Emotion）」「社会的（Social）」

「想像／創造（Imagination）」「認知的

（ Cognitive ）」「 生 理 的 ・ 身 体 的

（Physiologica1）」の 6 つと定義し，この

頭文字をとって，BASIC Phと呼ばれている

（表 4）。B チャネル（信念・価値）による

対処では，宗教的または政治的信念，使命感

や達成欲求が含まれる。Aチャネル（感情／

情動）には，泣く，笑う等の情動表現に加え，

反対に感情表現を抑制する場合も含まれる。

Sチャネル（社会的対処）には，援助希求や

集団への参画や所属，仕事や役割の受任が

含まれる。Iチャネル（想像／創造）には，

夢想や空想，現実からの回避，誘導イメージ

を用いた注意の転換，即興劇，描画，遊び等



が該当する。Cチャネル（認知的対処）では，

情報収集や問題解決，優先順位や予測，内省

等，現実的な対処が該当する。Ph チャネル

（生理的・身体的対処）には，身体を動かす

表現・反応，リラクセーション，運動，摂食，

睡眠等の生理的欲求を満たす活動等が該当

する。 

 BASIC Phにおける 6つのチャネルは，個

人を対処の様式から，分類・類型化すること

を目的とするわけではなく，生活史を通じ，

得意なチャネルやその組み合わせを獲得し，

パターンを形成していると想定している。

特定のチャネルだけが一貫して使われるの

ではなく，状況等に応じて，使い分け，組み

合わせながら，言語を通じて表出されると

想定する心理言語学的な性質が強調されて

いる。良く用いられるチャネルは，「明白な

言語」と呼ばれ，反対に，あえて使われない

チャネルを「忘れられた言語」と呼ばれる。

誰もが全てのチャネルを有しているものの，

実際の対処のチャネルを特定するためには，

顕在化している言動，つまり「明確な言語」

だけでは，チャネルの特定が困難な場合も

想定されている。このような場合は，「隣接

言語」と呼ばれる非言語的な表出にも着目

し。対処の文脈や意図について，言語的・非

言語的に確認することが求められる。例え

ば，現状を肯定的に受けとめ直そうとする

対処は，信念・価値に対する B チャネルと

解されるが，肯定的な側面に着目し，対処を

試みる問題解決等の認知的対処 C チャネル

とも解することができる。対処チャネルの

「言語」は，質問紙により，評価する方法も

開発されているが，複数の「言語」が同時に

用いられていることもあり，当初から，文章

を完成させる「Six–Part Story Method」と

呼ばれる投影法が用いられている。 

 BASIC Phでは，個人の対処チャネルだけ

でなく，集団の対処チャネルも検討できる。

コミュニティのレジリエンスは，4つの資源

のつながりから整理されている（図 1）(27)。

平時から，危機状況による寸断に備え，緊急

時には寸断された資源を繋ぐことが求めら

れる。BASIC Phでは，イスラエルにおける

事業場，特に同国企業の 99％以上を占める

中小企業における平時と非常時の「言語」の

表現型の相違を検討している。例えば，危機

状況下において，事業主に推奨される行動

として，怒りのコントロール（Aチャネル），

危機を好機と捉える創造性（I チャネル），

現状に応じた対応（Cチャネル）が挙げられ，

組織に推奨される行動として，現在よりも

将来の文脈を見据えた思考（I チャネル），

労働者との関係によるポジティブ感情体験

（Sチャネル）等が示されている。 

 

５）Psychological First Aid（PFA） 

 PFAの目的，対象，提供場所，支援内容と

留意点等を踏まえて，表 3には，PFAの８つ

の支援段階に加えて，産業保健においても

応用可能と考えられる支援技法，既に類似

の実践が展開されていると考えられる支援

技法，実践が困難と考えられる支援技法等

に分類し，注釈を加えた。 

 

６）Mental Health First Aid（MHFA） 

 Mental Health First Aid（MHFA）は，非

専門家による精神障害への早期発見・対応

を推進する技法として，支援者の教育方法

が体系化されている。MHFA は，災害時の支

援や受援とは直接，関連しない。しかし，精

神障害への理解と状態からの逸脱に関する



気づき，異変に察知した際への対応方法に

ついては，平時はもとより，緊急時において

も，当事者に対する冷静な支援の確保が期

待される。PFAにおいても強調されている社

会的支援の強化は，緊急時に即応的に高め

ることは現実的ではない場合が想定される

ため，MHFAも，緊急時に即応する手段では

なく，平時から教育・啓発が求められ，有事

への備えに相当する支援技法である。 

 MHFA は，精神障害の早期発見・対応につ

いて，５つの重要な要素を強調し，疾病別に

留意点等を平易な表現でまとめている。

MHFAでは，精神障害への非専門家による対

応技法として，リスク評価，傾聴，情報提供，

受援行動と自発的な対処行動の勧奨の５つ

の要素に整理している（表 5）。さらに，こ

れらの要素をより具体的に習得するため，

疾病別の事例を通じた教育プログラムが，

体系化され，展開されている。 

 

７）BASIC Ph 

 BASIC Ph多重ストレスコーピングモデル

(9)では，対処チャネルのレパートリーに関

する評価として，文章を完成させる投影法

である「Six–Part Story Method」が多用さ

れている。一方，非言語的な対処チャネルの

評価は困難であるが，投影法よりも実施と

解釈が簡便な評価尺度も開発されている

(28)。ただし，これは６項目（表 6）による

簡便な実施が可能な一方で，実証研究は少

なく，日本語版の妥当性は検証されていな

い。 

 

 

８）新興・再興感染症流行に係る心理的支援 

 感染症の流行時には，自然災害や事故等

とは異なる特徴的なストレス要因が指摘さ

れている(29)。感染拡大予防の点から，感染

者または感染が疑われる者の隔離はもとよ

り，社会的距離の確保（Social distancing）

等，他者との接触を避けざるを得ない。特

に，隔離には，不満や退屈，不便，情報・生

活物資の不足，自身の感染や他者に感染さ

せることへの不安，恐怖，就労機会の喪失と

受療による経済的損失，スティグマ等，多く

の特徴的なストレス要因が指摘されている。

また，医療従事者は，医療物資・資源の枯渇

や過重な業務の長期化等からセルフケアも

ままならず，疲弊に加えて，不安や恐怖，自

責感，不眠等が強く懸念される。表 7には，

感染症流行時に特徴的なストレス要因とス

トレス反応をまとめた。 

 これらのストレス要因には，社会的距離

の拡大により，社会的支援が損なわれる点

で共通し，異なるアプローチの支援が必要

となる。通常の心理的支援では，要支援者に

直接，接触を試み，傾聴した上で，正確かつ

適切な情報を提供し，当事者のニーズに基

づく支援が展開されるが，社会的距離の確

保が求められることにより，物理的な制約

が生じる。急性ストレス反応等の予測され

る不調に関する心理教育や相談対応，周囲

とのコミュニケーションを通じた社会的支

援の確保についても，ICTの活用が重視され

ている一方，正確かつ適切な情報源を限定

し，メディアの情報を制限することも強調

されている。 

 また，危機状況下の統制を求められるリ

ーダーには，リスクコミュニーションの原

則を踏襲することが推奨されている(29)。

リーダーは，定期的かつ適時に情報を提供

し，正確な脅威を共有するとともに，憶測や



場当たり的な約束を避ける必要がある。最

新の情報を提供しつつ，必要な情報を繰り

返し伝えることが重視されている。また，一

方的に情報を提供するだけでなく，不安や

脅威を共有し，回答できる仕組みを提供す

ることが重視されている。このような相互

のコミュニケーションにおいても，通常，対

面で行われるものの，感染症流行時の特殊

な制約化では，電話や ICT が活用されるた

め，情報の行き違いや誤解を招かないよう，

憶測に頼らない，誠実な対応が強調されて

いる。 

 社会的距離を確保せざる得ない場合にお

いても，セルフケアの重要性が強調されて

いる(30)。不確かな情報や流言は，不安や恐

怖，混乱を助長するため，正確かつ適切な情

報が得られる情報源を確保し，メディアの

閲覧を制限することが推奨され，公的機関

が信頼に足る情報源の代表例とされている。

一方で，メディア等の情報を制限した時間

を隔離状況下でも行える活動に当てること

も推奨されている。隔離とは無関係で，メデ

ィアの閲覧の代替となる活動として，読書

や音楽・映像鑑賞，言語等の学習が例示され

ている。また，過度な不安を避けるために

は，情報の限定だけでなく，リラクセーショ

ンの技法の活用や日記法等による現実的か

つ建設的な振り返りも提案されている。さ

らに，規則的な習慣（ルーティン）を設け，

維持しすることも，精神的健康を保持し，生

活リズムが保持される工夫とされている。

十分な睡眠や食事，運動等を通じた生活リ

ズムの維持はもとより，変調を自覚した場

合に，電話や ICT を活用した相談先を確保

しておくことも重視されている。 

 

９）労働者向けリーフレットの作成 

 災害下での心理的問題の啓発は，発災後

のみならず，平時においても重要であるこ

とから，被災後に想定される精神障害とし

て，急性ストレス障害（ Acute Stress 

Disorder; ASD），心的外傷後ストレス障害

（Posttraumatic Stress Disorder; PTSD）

の諸症状を整理した。災害等では，負傷や生

命の危険，近親者，親しい友人の死傷はもと

より，復旧時には，災害による被害・喪失に

再三直面し，二次的な被災も避けられない。

急性ストレス障害では，侵入症状，陰性気

分，解離症状，回避症状，覚醒症状の５領域

を中核症状とされ，心的外傷体験後，３日間

から１ヶ月間，症状が持続している場合に

診断される（表 1）(10)。心的外傷後ストレ

ス障害では，急性ストレス障害と類似の症

状が，１ヶ月以上持続している(10)。 

 ASD，PTSDの諸症状に加えて，緊急時の支

援技法である Psychological First Aid: 

PFA(3, 6)においても啓発の必要性が強調

されている心理的反応を整理し，掲載した

資料を作成した（資料１）。疾病性が疑われ

る症状だけでなく，緊急時には，一部の不調

が適応的な反応，すなわち一般的に頻発す

ることが知られている。PFAでも，発災後，

間もない段階では，不安や緊張，不眠は一般

的な反応として，過度な対応による不調感

の助長を回避することも留意されていた。 

 心理的反応に対する相談窓口について，

リーフレットでは，一律に指定せず，平時に

各企業・事業場等で検討し，追記する活用を

想定し，空欄部を設けた。 

 

１０）産業保健スタッフ向けの留意事項 

 被災労働者の支援者である産業保健スタ



ッフも，大規模災害においては被災者であ

り，負担の軽減，疲弊の防止を重視する留意

事項をまとめた（資料 2）。災害に伴う一般

的な反応を含めれば，多数の労働者が一時

的には支援が必要な状態を呈する可能性が

想定され，限られた産業保健スタッフだけ

では対応に限界が生じることが想定された。

自発的相談を含めて，広くセルフケアを促

すとともに，メンタルヘルス不調の発生を

防ぐためにハイリスク者から優先的に対応

することが望まれた。メンタルヘルス不調

のリスク要因として，既往症，被災等による

喪失体験，異動直後の被災，単独での作業や

非正規雇用等による孤立の悪影響を想定し

た。これらの条件により，要支援対象者を限

定し，持続可能な産業保健活動の展開を狙

った。 

 要支援対象者に限らず，災害時の個別的

な支援では，特に，対象者のニーズの整理を

重視した。確立された技法である PFA にお

いても，具体的な技法や手順は確立されて

いるが，一律・画一的に提供されることは推

奨されず，対象者のニーズのアセスメント

に基づいた支援の提供が強調されていた。

アセスメントすべき内容については，PFAに

おいて「安定化」と呼ばれる支援を要する

「混乱」や孤立が懸念される「沈鬱」から，

メンタルヘルス不調の危険因子として，社

会的支援の欠如やスティグマ，さらに，現在

の生活状況として，睡眠，休息，飲酒等の生

活習慣を上げた。 

 要支援対象者に対する支援においても，

上述のアセスメントに対応させるとともに，

PFA 等の確立された支援技法から産業保健

においても応用可能と考えられる技法を抽

出した。混乱や動揺の著しい場合の「安定

化」を筆頭に，睡眠衛生指導や節酒を促す保

健指導等に加えて，必要に応じた事業場外

資源との連携，すなわち，受診勧奨や外部機

関への相談勧奨を上げた。 

 災害産業精神保健における留意事項とし

て，産業保健スタッフには，支援者支援の重

要性を強調した。産業保健スタッフ自身の

セルフケアを促すとともに，交替勤務や休

息の確保を通じて，持続可能な支援体制を

構築することの重要性を強調した。支援者

の交替を実現するためには，記録を通じた

情報収集や引継，報告等の方法や様式を統

一しておくことも必要と考えられた。また，

事業場外資源の積極的な活用も強調した。 

 

Ｄ．考察 

 災害は，深刻な心的外傷体験として，急性

ストレス障害や心的外傷後ストレス障害を

はじめとする精神障害の発症リスクであり，

支援が不可欠であるものの，正常な適応的

反応と区別するため，持続期間に着目する

必要があり，過度な介入による発症の助長

を避ける上でも，経過を注視しつつ，被災者

に対して支援を押し付けることのない適切

な距離感も求められる。 

 急性ストレス反応，PTSD 等の予防と急性

ストレス反応のアセスメントと継続的また

は専門的支援の要否の判断には，PFAが有用

と考えられる。精神障害等のリスクを把握

が不可欠である一方で，急性ストレス反応

に焦点化し過ぎることにより，状態の増悪

を招く危険も否めない。PFAでは，被災者と

の適切な距離感により，症状の助長を防ぐ

べく留意が強調されているが，外傷後成長

等を見越した資源に着目した適応への支援

も重要と考えられる。BASIC Ph モデルは，



心的外傷後成長，自然回復の過程から整理

されたモデルであり，支援者として，症状の

増悪リスクを抑えつつ，被災者との関わり

を維持する上で，重要な示唆が得られると

考えられる。 

  災害に伴う過重労働，社会的支援や作

業設備等をはじめ，多様な資源の枯渇・喪

失，スティグマ等のストレス要因への対処

では，労働者個人での対処はもとより，緊急

時に随時対応することも現実的には難しい

ことが予想され，予め状況を予測・想定し，

外部との連携も含めて，組織的に対処する

計画を用意できるのが理想と考えられる。

災害時の受援は不可欠であるものの，支援

の要請や支援ニーズの伝達，現状の報告等，

外部との連絡調整には，関係各所への類似

情報の重複提供等がないよう，連携・受援の

方法は負担を最小化する仕組みについて，

平時に検討，構築することが重要と言える。

大規模事故の場合は，被害者，地域，顧客等

への対応から，スティグマに曝露する可能

性が高まることも予想され，組織的な対応

方法と心理教育等も検討する必要性が考え

られる。BASIC Ph モデルでは，平時から，

労働者のセルフケアへの応用も期待でき，

また，個人と組織のレジリエンスを高める

一案になり得るかもしれない。また，事業場

等においても，平時のレジリエンスを振り

返り，災害時等に真価を発揮する「言語」や

喪失する危険のある「言語」等を確認，強化

し，危機に備えることも有用と考えられる。

一方で，危機介入技法に共通してする限界

として，科学的根拠の蓄積の機会が限られ，

妥当性や効果の担保が難しい可能性も否め

ない。 

 平時，災害時，事後の心理教育を整理し，

体系化も喫緊の課題と言える。BASIC Phや

PFAを含む多くの支援技法は，緊急時に学び，

直ぐに実践するのは現実的ではない。未熟

な技能や理解不足は，支援による悪影響を

助長する可能性も否めない。平時の職場の

メンタルヘルス対策，または防災・減災対策

として，何をどの程度用いて，啓発と技能の

習得を図るか，計画する必要が欠かせない。

災害時の支援や受援とは直接，関連しない

ものの，平時からの精神障害の理解と支援

の促進することにより，緊急時にも支援や

受援を円滑にする可能性を踏まえ，非専門

家における精神障害の理解と具体的な支援

を啓発・習得する Mental Health First Aid 

(7, 8)も心理教育の一案になり得るかもし

れない（表 5）。また，災害後，すなわち心

的外傷後のハイリスク者には，心的外傷後

ストレス障害における心的外傷体験からの

回復に関する心理教育も有用である可能性

がある(31)。 

 大規模災害時は，労働者の支援者である

産業保健スタッフも被災者であり，支援に

要する負担の増大への配慮が不可欠である。

事業場外資源の有効活用が期待される。

BASIC Phにおいても，当該コミュニティの

安定に，支援者支援が重要である点が強調

されている(9, 22, 23)。BASIC Phや PFAと

もに，支援者自身が休養をとり，自身のスト

レスに対処する機会を確保することの重要

性を指摘している(9)。ただし，本研究では，

受援体制の整備に関する考察が十分ではな

い。契約による EAP の利用に加え，大規模

災 害 時 に は ， Disaster Psychiatric 

Assistance Team（DPAT）等の公的資源や学

会，民間機関等による専門家または非専門

家有志の支援活動との連携・協働に関する



課題の整理が求められる。 

 

１）災害産業保健における PFAの応用 

 産業精神保健においては，PFAが想定する

支援方法を忠実に踏襲することが難しいと

考えられる。一方で，支援に関する留意点や

アセスメントの技法，安定化と称される対

象者の激しい混乱・動揺に対する対処方法

等は，産業保健スタッフにも有用な示唆が

含まれている。 

 PFA で重視されている安全確保（第２段

階：安全・安心の確保）やニーズに適った即

応的かつ具体的な支援（第５段階：実際の援

助），頻発しやすいストレス反応や適切な対

処方法に関する情報提供（第７段階：対処方

法の情報提供）は，産業保健スタッフによる

実践が困難である可能性が高い。前二者の

安全確保と具体的な支援は，危険の除去か

ら，正確な災害情報等の伝達，利用可能な資

源の紹介や具体的な受援手続き等の紹介が

含まれるが，産業保健スタッフが被災者で

ある場合には，危険の除去はもとより，災

害・救援等や利用可能な資源に関する情報

を得ることが困難であり，現実的ではない。

また，後者の情報提供については，産業保健

スタッフの専門知識・技能の範疇に含まれ

る内容であるとは考えられるが，事業場内

での継続的な支援を展開・維持するために，

産業保健スタッフの安全と健康に十分に留

意し，展開すべき内容であると考えられ，必

ずしも現実的ではない。これらの支援段階・

技法では，外部の機関・専門家との連携，受

援が不可欠と考えられる。 

 PFAでは，支援者が巡回し，適度な距離を

保ちながら，接触し，ニーズの収集と支援や

情報提供，支援機関への紹介を講じること

を想定している。しかし，特に，自然災害に

おいては，産業保健スタッフ自身が被災者

であることが想定され，PFAの本来の支援を

安全かつ完全に提供できる状況とは限らな

い。一方で，当面の安全の確保を最優先し，

安全確保のためのニーズを充足する支援が

重視される点や心的外傷体験を想起される

刺激から対象者を保護し，二次的な曝露を

回避する必要性等，汎用的かつ重要な留意

点は産業保健においても応用可能と考えら

れる。 

 また，本来の PFA は，外部専門家による

訪問支援が想定されていることから，対象

者にとって，外来者の存在が負担になるこ

とがないよう，接触を強いることなく，適度

な距離を保ち，文化や風習に配慮しながら，

ニーズを丁寧に把握することが強調されて

いる。これらの配慮については，当初から事

業場に関与している産業保健スタッフの場

合には，既に，各事業場の文化・慣習等に精

通し，個々の労働者からも支援者としての

認知が定着している可能性が高く，ニーズ

を把握，集約できる可能性も高い。 

 一方，対象者の鎮静や社会的支援の強化，

外部の支援者への紹介については，産業保

健スタッフによる応用の検討の余地がある。

過酷な被災環境下において，労働者が激し

く混乱，動揺している場合，冷静さを取り戻

すための技法（第３段階：安定化）は，有用

な支援技法となる可能性がある。また，社会

的支援の確保（第６段階：社会的支援の促

進）についても，現実的かつ実効的な仲介，

勧奨には，従前の人間関係等を把握してい

る産業保健スタッフが長けている可能性が

高い。事業場内の貴重な医療専門職である

ことから，産業保健スタッフに，多様な情報



やニーズが寄せられる可能性も想定され， 

外部の支援機関・専門家との結節点となる

役割も期待される可能性が高い。いずれに

おいても，産業保健スタッフに，利用可能な

社会資源に関する情報が提供されており，

外部からの支援が十分に得られていること

を前提とした応用可能性と考えられる。 

 PFAには，産業保健スタッフにも，示唆に

富む内容が豊富ではあるが，産業保健スタ

ッフによる PFA の実践については，支援者

である産業保健スタッフの安全と健康の確

保が困難な場合が容易に想定されることか

ら，外部支援者との協働は不可欠である。平

時から，産業保健スタッフは，緊急時に支援

を仰ぐ外部専門機関等の社会資源を整理，

構築するとともに，支援者を擁する学会，職

能団体等による社会資源の整備，行政によ

る社会資源の有効活用を可能にする制度設

計が望まれる。また，本研究において整理を

試みた産業保健スタッフによる支援段階の

応用可能性についても，産業保健スタッフ

を対象とした調査等を通じて，確認し，課題

を整理する必要がある。 

 

２）災害産業保健における MHFA の応用 

 発災後，MHFAを導入・展開するのは現実

的ではない。一方で，平時のメンタルヘルス

対策，特に，メンタルヘルス不調の第二次予

防として早期発見・対応の拡充に真価が期

待され，災害への備えとしての応用可能性

が期待される。 

 MHFA では，非専門家による支援が想定さ

れており，緊急時には逼迫することが想定

される産業保健スタッフ等の人的資源の温

存も期待できる。MHFA は，実践的なスキル

の教育を通じて，非専門家による精神障害

への対応が整理され，効率的な専門家への

紹介や当事者による自発的な対処・相談を

促進する技法が整理されている。産業保健

スタッフによる定期的かつ網羅的なアセス

メントやスクリーニングを経ずとも，職場

や同僚により，互いの変調を早期に察知し，

対応，紹介できる可能性がある。MHFAによ

る第二次予防のための知識・技能の獲得は，

労働者相互の社会的支援の拡充を通じて，

産業保健スタッフの負担軽減を図り，限ら

れた専門職の資源の補完が期待できる。 

 平時の計画的な啓発・教育による社会的

支援の拡充は，限られた専門職の資源を効

率的に補完できる可能性が期待できる。緊

急時において，短期的に収束する状況では

同僚による支援，長期に及び対応が迫られ

る状況においては上司による支援が，重要

である可能性が示唆されている(15)。多様

な災害等に備えた体制を整備する上でも，

一般労働職から管理監督者まで，目的に応

じた啓発・教育が望まれる。 

 

３）災害産業保健における BASIC Phの応用 

 BASIC Phに精通した専門家は少なく，緊

急時の支援技法として広く導入するのは難

しいが，平時のセルフケアとしても，困難に

しなやかに対処できる成長という視点から，

レジリエンス に着目する意義は大きい。 

 BASIC Phモデルの応用は，緊急時に限ら

ず，平時から労働者のセルフケアへの応用

も期待できる。事業場等においても，平時の

レジリエンスを振り返り，緊急時に効果的

な対処チャネルや，行われなくなる，または

過度に抑制される対処チャネル等を確認し，

適応的な対処チャネルを検討，強化するこ

とを通じて，危機に備えることも有用と考



えられる。また，集団においても，怒りのコ

ントロールや将来を見据えた思考等，適応

的な対処チャネルが示唆されている。個人

と組織のレジリエンスを高める技法として，

BASIC Phの視点が有用である可能性がある。 

 一方で，危機介入技法に共通してする限

界として，科学的根拠の蓄積の機会が限ら

れ，妥当性や効果の担保が難しい可能性も

否めない。BASIC Phは，イスラエル等の紛

争が頻発する過酷な状況下において，豊富

な支援実績を有するが，緊急時対応が中心

となるため，定量的データの収集や科学的

根拠の蓄積は十分とは言えない。また，支援

技法においても，投影法によるアセスメン

トを中核としており，質問紙法による簡便

な実施と解釈が困難である。一部には，簡便

な尺度も開発されているが，妥当性の検証

はもとより，６つの対処チャネルの精査が

難しい。困難な局面でも，健康を確保し，成

長するための行動を検討する BASIC Phの視

点を取り入れた訓練として，自身の対処法

略を振り返る研修等は検討に値する。 

 

４）新興・再興感染症における心理的支援 

 感染症流行時は，社会的距離の確保が求

められる特殊な状況ではあるが，支援の留

意点については，他の緊急時との共通点も

少なくない。正確かつ適切な知識と情報に

より，安全を確保することはもとより，制約

のある中でも，社会的支援の確保を図る点

では共通している。直接的な接触を避けつ

つ，社会的支援を確保するために，ICTの活

用等が重視されているが，効率化・迅速化と

いう点では，その他の緊急時においても，有

用であると考えられる。 

 

５）アセスメントの課題 

 いずれの支援技法においても，対象者ま

たは，職場環境等の外的条件の評価が起点

であり，課題と言える。精神障害には，災害

に関するいくつかのリスク要因が指摘され，

捜査的な診断基準により，深刻なストレス

反応が定義されている。労働者本人の状態

はもとより，労働者を取り巻く環境・条件の

評価も重要となる。 

 心的外傷後ストレス障害では，男性より

も女性の発症リスクが高く(12)，家族の心

理的問題や自身の精神障害の既往歴に加え

て，貧困，低学歴等の社会経済的地位も発症

の予測因子とされている(14)。大うつ病障

害（Major Depressive Episode）も含めて，

災害後の多くの精神障害で，社会的支援の

欠如が危険因子とされている(11, 13, 14)。 

 深刻なストレス反応についても，操作的

診断基準が参考にはなるが，一律の対応や

受診勧奨は，重症化等を助長する危険性も

想定され，慎重な評価と対応も求められる。

急性ストレス障害の操作的診断基準では，

侵入症状，陰性気分，解離症状，回避症状，

覚醒症状の５領域に整理されている（表 6）

(10)。重篤な反応が明確な一方で，災害後に

は，悲嘆や不安，不眠，行動変容等の通常生

じる適応的な反応が数日から数週，長期に

及ぶと 2 ヶ月程度，持続する可能性が指摘

されている(11)。これらの正常な急性スト

レス反応に対して，過度に焦点化した介入

は，反応の増悪，遷延を招き，心的外傷後ス

トレス障害等の発症を助長する危険性があ

る(3-5)。 

 心理的支援を行う上では，労働者本人の

状態・特性のアセスメントにとどまらず，職

場や社会環境の評価も欠くことができない。



安全が確保されていない状況においては，

心理的支援が奏功せず，ストレス反応等の

増悪を助長する危険すらある(3-5)。安全が

確保されても，社会的支援が確保できない

場合には，その後の精神障害の発症の危険

が高まることが指摘されている(11, 13, 

14)。低い社会経済的地位が心的外傷後スト

レス障害のリスク要因(14)とされているこ

とから，当該事業場での雇用の流動性の変

化も，労働者の精神的健康を左右する環境

要因として評価が望まれる。また，事故や感

染症等においては，事業場内はもとより，事

業場外においても，周囲からの中傷や差別

に曝される危険性が高い。これらの中傷や

差別は，二次的な被災体験として，心的外傷

後ストレス障害等の発症の危険因子とされ

ている(16-21)。東日本大震災に伴う東京電

力の福島第一原発事故では，当該企業の従

業員も含めて，社会的に強く非難され，差別

的な扱いを受けたことが報告され，スティ

グマとして整理されている（表 7）(17)。一

方で，これらの差別や中傷に対しても，社会

的支援が保護因子として機能する可能性も

示されている(19)。 

 緊急時においては，限られた時間で迅速

な対応が求められ，アセスメントに十分な

時間が割けない可能性が想定され，平時に

おけるハイリスク要因の同定から，緊急時

の初期，中期，長期に渡って，把握すべき要

因・状態を整理しておく必要が望まれる。平

時には，精神障害の既往歴や家族歴，社会経

済的地位の把握が望まれる。社会的支援に

ついても，緊急時には，平時と大きく変化す

る可能性が想定されるが，平時の状況を把

握しておくことにより，緊急時に新たな社

会的支援を提供する必要があるのか，従前

の関係を再構築するための支援が必要とな

るのか判断に有用な情報となり得る。災害

直後等の緊急時の初期には，安全の評価と

確保が最優先されるのは言うまでもない。

社会的支援は，発災当初から，重要な保護因

子として機能することが指摘され，早期か

ら，対話や社会的関係の維持についての状

況を把握することが望まれる。発災後，３日

以上，急性ストレス障害に該当する症状が

持続する場合は，操作的診断基準を満たす

可能性が高いが，災害等では，通常生じる反

応でもあるため，状態の変化や経過を観察

する必要がある。また，急性ストレス障害の

操作的診断基準に該当する症状群のみなら

ず，健康と安全の確保の点からも，睡眠や食

習慣についても，評価できるのが望ましい。

不眠や食習慣の変化についても，災害時に

生じる通常の反応であり，また，避難環境等

によっては，睡眠衛生，食事ともに，条件の

改善が望めない場合も想定されることから，

過度な焦点化を避け，遷延，増悪を注視しつ

つ，事業場や行政等に対する環境整備に関

する提言・要請が重要である。スティグマも

誤情報の流布から生じる場合も含めて，発

災初期から報告されることがあるが， 特に

発災後，数週間から１ヶ月以上，曝露が持続

する場合には，組織的な関与による当事者

の保護が必要になる可能性があり，中期的

に確認すべき要因である。これらの段階に

応じて把握が望ましい要因・状態を表 8 に

まとめた。 

 

６）労働者向けリーフレットの作成 

 被災後の一般的に頻発する心理的な反応

の啓発には，ASD，PTSDの諸症状から，孤立

の懸念のある症状を強調した。多くの精神



障害の発症における保護因子として社会的

支援が挙げられている(11, 13-15, 19)。そ

こで，被災体験による緊張や不安，不眠に加

えて，被災後，特に社会的支援が欠如する可

能性の高い他者との接触が乏しい言動を強

調した。また，「助かったことへの罪悪感」

等，被災特有の反応や解離的な反応，激しい

混乱や動揺も広く散見される一時的な反応

として整理した。 

 労働者に促すセルフチェックにおいては，

簡便な評価項目が確立され，かつと評価基

準が明確な 3 つのツールを使用した。不眠

を評価するため，大規模調査に用いられる

アテネ不眠尺度（Athens Insomnia Scale: 

AIS）(32),精神的健康，特に抑うつと不安を

評価するため，大規模調査に用いられる

K6(33)，危険な飲酒習慣を評価する AUDIT-

C(34)の項目と採点方法，評価基準を併記し，

セルフチェックに応じた自発的な相談を促

すコメントを添えた。 

 セルフチェックに対応するセルフケアの

方法は，相談を中心として，休息とリラクセ

ーションの重要性，セルフチェックによる

不調の自覚の促進，スティグマへの対応，災

害情報との向き合い方を整理した。 

 リーフレットに記載する相談窓口では，

公的機関を代表的な窓口として，一律に掲

載することもできるが，特に，大規模災害時

には同機関の業務が逼迫することも想定さ

れ，必ずしも確実に使用できるとは限らな

い。啓発や災害時を想定した訓練も兼ねて，

平時から災害時でも持続可能な相談窓口を

検討し，周知する議論の促進を重視した。そ

の結果，リーフレットでは，相談窓口を記載

する空欄を用意し，各企業・事業場等で平時

に検討した結果を掲載する方式を採用した。 

 

２）産業保健スタッフ向けの留意事項 

 産業保健スタッフを対象とした災害産業

精神保健の留意事項には，支援等の持続可

能性を強調した。災害時に頻発する一時的

な反応は，経過の観察が重要である一方で，

面談等で個別に評価，対応することは現実

的ではない。労働者を対象とした平時及び

発災後の啓発を通じて，自発的な相談を促

すとともに，メンタルヘルス不調のリスク

が高い対象者に優先的に対応するハイリス

クアプローチも欠かせない。心的外傷後ス

トレス障害では，男性よりも女性の発症リ

スクが高く(12)，家族の心理的問題や自身

の精神障害の既往歴に加えて，貧困，低学歴

等の社会経済的地位も発症の予測因子とさ

れている (14)。大うつ病障害（ Major 

Depressive Episode）も含めて，災害後の

多くの精神障害で，社会的支援の欠如が危

険因子とされている(11, 13, 14)。これら

の点から，特に，既往歴，被災による喪失体

験，異動直後の被災，社会的支援が欠如しが

ちな単独作業への従事，社会経済的地位の

観点から非正規雇用をハイリスク要因とし

て強調した。 

 産業保健スタッフには，ハイリスク者等

の要支援者に対して求められる評価項目に

ついても整理した。混乱や抑うつ等の心理

的反応や飲酒，睡眠，休息等の生活習慣に加

えて，精神障害の発症における保護因子で

ある社会的支援(11, 13-15, 19)と中長期

に及ぶ健康影響が懸念されるスティグマ

(17)のアセスメントに基づいて，対象者の

支援ニーズを特定することを強調した。 

 要支援対象者に対する支援においても，

上述のアセスメントに対応させて整理した。



緊急時の支援技法として確立された PFA で

は，支援者が巡回し，適度な距離を保ちなが

ら，接触し，ニーズの収集と支援や情報提

供，支援機関への紹介を講じることを想定

している。こうした支援は，産業保健におい

て，巡視等の機会を除いて，常時展開するこ

とは現実的ではない。一方で，混乱や動揺の

著しい場合の「安定化」は産業保健スタッフ

にも有用と考えられる。また，睡眠衛生指導

や節酒を促す保健指導等，平時から展開さ

れている支援は，災害時にもより重要とな

る。さらに，これらの支援を時事業場内のス

タッフのみで展開するのではなく，必要に

応じた事業場外資源との連携，すなわち，受

診勧奨や外部機関への相談勧奨が求められ

る。これらの受援体制は，緊急時に構築する

ことは現実的ではなく，平時から，訓練を兼

ねた準備を重ねることが必要である。 

 

 産業保健においては，緊急時の産業保健

スタッフによる直接的な支援に限界がある

一方，事業場内のニーズに基づいた外部と

の連携に期待が寄せられる。緊急時では，自

身も被災者である可能性の高い産業保健ス

タッフによる PFAや BASIC Ph等に基づく専

門的支援は，現実的ではない。一方で，産業

保健スタッフは，事業場の特徴はもとより，

労働者個人の職務内容，健康情報等を把握

しているため，的確な状況・状態の評価に基

づく，支援ニーズの整理に長じている可能

性が高い。また，平時からの外部資源の確保

や心理教育を通じた体制の整備を事業場に

促し，緊急時には，外部支援者との連携が重

要な役割になると考えらえる。 

 本研究では，受援体制の整備についての

考察は十分ではない。いずれの緊急時にお

いても，社会的支援の確保が精神的健康の

保持増進に重要である一方で，社会的支援

の確保には ICT 等のツールを活用した方法

の検討も急務である。また，EAPの利用のみ

ならず，大規模災害時には， Disaster 

Psychiatric Assistance Team（DPAT）等の

公的資源や学会，民間機関等による専門家

または非専門家有志の支援活動との連携・

協働に関する課題の整理が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 危機状況下における心理的支援において

即席で実施可能なマニュアル類等の準備は

現実的には困難と考えられ，平時から一定

の訓練，教育等が重要であると考えられる。

災害等が精神的健康を脅かす危険がある点

は共通しているが，リスク要因には個人差

もあり，一律の支援の展開よりも，個別的な

配慮，対応が欠かせない。危機状況での心理

的支援として，Psychological First Aid 

（PFA）が国際的に推奨されているものの，

原則として，外部支援者による技法として

想定されており，被災者でもある可能性の

高い産業保健スタッフが，PFAを担える可能

性は限定的である。緊急時には，産業保健ス

タッフによる具体的な支援の実践が困難な

場合も想定される一方で，事業場と労働者

の情報に精通していることから，ニーズの

段階的な収集と外部の支援機関等との連携

が期待される。一方で，リスクの同定，除去

等を主体としたハイリスクアプローチにと

どまらず，資源を活かすポジティブなアプ

ローチも重要と考えられる。個人と組織の

対処資源に着目した BASIC Phは，有用な概

念と考えられる。BASIC Phも同様に，危機

状況での効果が実践的に示されているもの



の，即時に応用できるとも言えず，産業保健

スタッフが，平時から自身の対処チャネル

（「言語」）に加えて，事業場や職場の対処チ

ャネルについても把握しておけることが望

ましい。いずれも平時の計画的な心理教育

の展開と，事業場や職場，産業保健スタッフ

の資源（対処チャネル等）に応じた危機時の

対応の計画化が必要と考えられる。 

 本研究では，これらの災害時における心

理的支援として既存の確立された技法を参

照し，労働者自身によるセルフチェックと

自発的な相談を支援するためのリーフレッ

トを作成し，産業保健スタッフ向けに支援

技法の紹介資料（留意事項）を用意した。ま

た，発災後に円滑な支援を展開するために，

平時から求められる啓発，研修，体制整備を

推進し，事業場内で整えるべき受援体制の

課題を整理した。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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表 1：DSM-V (10) の診断基準に基づく急性

ストレス障害の中核症状 

侵入症状 

・反復的，不随意的，侵入的で，かつ苦痛 

 な心的外傷の記憶 

・心的外傷と関連する反復的で苦痛な夢 

・心的外傷の再体験，フラッシュバック 

・心的外傷の象徴的側面を契機に生じる 

 極度または遷延する心理的・生理的反応 

陰性気分 

・陽性の情動（幸福，満足，愛情）の持続 

 的な体験困難 

解離症状 

・周囲や自身の現実が変容した感覚 

・心的外傷の重要な側面の想起困難 

回避症状 

・心的外傷に関連する苦痛な記憶，思考， 

 感情から回避する努力 

・心的外傷に関連する苦痛な記憶，思考， 

 感情を惹起する可能性のある人，場所， 

 会話，行動，物，状況から回避する努力 

覚醒症状 

・睡眠障害（入眠困難，中途覚醒，浅眠） 

・言語的，身体的な攻撃性を伴う苛立ち， 

 激しい怒り 

・過度の警戒心 

・集中困難 

・過度な驚愕反応 

 

 

 

 

 

表 2：災害時のスティグマ(21) 

悪い扱いを受けた 

怖がられた 

怪しく思われた 

冷たくされた 

馬鹿にされた 

見下された 

差別された 

中傷された 

脅かされた 

嫌がらせを受けた 

身分をかくした 

身分をいつわった 

人付き合いを避けた 

恥ずかしく思った 

自分を責めた 

働く意欲が下がった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



表 3：Psychological First Aid の 8段階(22) 

１）被災者への接触・関与 ※○１ 

自己紹介，会話の同意取得，切迫した問題（水・食料・医療）の聴取 

留意点：被災者との距離，身体接触，視線の向け方等に関する文化的配慮 

２）安全・安心の確保 ※△３ 

物理的な危険の除去，災害情報と救助活動等の正確な伝達 

死亡・喪失等に伴う手続き，告知の支援 

留意点：否認，悲嘆，罪悪感等への配慮と尊重 

３）安定化 ※△２ 

激しい情動，不穏，混乱，自失等により，避難等の生命の危険の回避が困難な場合に，身近な

事象に注意を向けるよう介入し，冷静さを取り戻せるよう支援 

留意点：プライバシー・受援意思の尊重（声をかけた後に間を置いて再度接近する） 

４）ニーズの収集 ※○１ 

要望（災害・安否情報，医療の要否）や情報（離別・喪失，既往，自責・恥感情，既往，過去

の外傷体験，社会的支援）の確認 

留意点：網羅的確認は避け，被災者のペースを尊重 

５）実際の援助 ※×３ 

ニーズを明確化し，優先順位を設けて具体的に援助 

留意点：即時対応・解決が難しい要望に対してもスモールステップの対処・支援を提案 

６）社会的支援の促進 ※△２ 

家族・友人，身近な被災者，援助者等との交流を促す 

留意点：孤立した被災者に対しても時機を見極め，社会的支援の重要性を示し，交流を促す 

７）対処方法の情報提供 ※×３ 

ストレス反応，心的外傷・喪失体験の影響に関する情報提供し，適切な対処を強化 

緊張，怒り，不眠，物質依存等への介入 

留意点：一方的な提案は避け，被災者と話し合い，自己決定を促し，自己効力感を尊重 

８）支援事業の紹介 ※△２ 

必要な支援先の紹介と申し送り 

留意点：紹介・引継により，見捨てられたと誤解を招くことのないよう配慮 

※○１：産業保健スタッフが既に実践できている可能性が高い支援段階 

※△２：産業保健スタッフによる応用できる可能性が高い支援段階 

※×３：産業保健スタッフによる実践が現実的ではない可能性が高い支援段階（外部の専門

家との協働，受援が必要と考えられる支援段階） 

 

  



表 4：BASIC Ph多重ストレスコーピンモデルの対処チャネル(9) 

対処チャネル 内容 

Belief 信念・価値 意義，承認，自己評価，宗教，運命論,楽観性・悲観性 

Affection 感情・情動 感情表出・発散，カタルシス，情動麻痺，受容，愛情 

Socia1 社会的 援助希求行動，交流，孤立，社会的役割，社会的スキル 

Imagination  想像・創造 遊び，空想，芸術，創造性，発散的思考，視点の転換 

Cognitive 認知的 問題解決，論理的思考，情報収拾，優先順位設定，内省 

Physiological 生理・身体的 運動，リラクセーション，摂食，物質使用，身体的刺激 

 

 

表 5：Mental Health First Aid の主要要素「りはあさる／ALGEE」(7, 8) 

要素  概要  

り）リスク評価 Assess Risk of Suicide or Harm 自傷・他害の評価 

は）判断・批判せずに話を聞く Listen Non-judgmentally 判断を加えずに傾聴 

あ）安心と情報の提供 Give Reassurance and 

Information 

安心と情報を提供 

さ）サポートを得るよう勧める Encourage Person to Get 

Appropriate Professional Help 

専門家支援の勧奨 

る）セルフヘルプを勧める Encourage Self-Help Strategies 可能な対処を勧奨 

 

  



表 6：BASIC Phに基づくレジリエンスの評価尺度項目(16) 

尺度項目 

I tend to bounce back quickly after hard times. 

（私は，つらいときも，早く立ち直りやすい） 

I have a hard time making it through stressful events (R). 

（私は，困った出来事に，悩まされている） 

It does not take me long to recover from a stressful event. 

（私は，困った出来事から，元に戻るのに時間はかからない） 

It is hard for me to snap back when something bad happens (R). 

（私には，何か悪いことが起こると，すぐには立ち直れない） 

I usually come through difficult times with little trouble. 

（私は，困難な時でも，あまり問題なく乗り越えられる） 

I tend to take a long time to get over set-backs in my life (R) 

（私は，人生の挫折から立ち直るのに時間がかりやすい） 

（R）逆転項目 



表 7：新興・再興感染症流行時の特徴的な 

 ストレス要因とストレス反応(29, 30) 

＜ストレス要因＞ 

不満，退屈，不便，孤立 

物資の不足，情報の不足・誤り 

受療機会の喪失，経済的損失 

自身または他者への感染の脅威 

スティグマ 

＜ストレス反応＞ 

感染の恐怖，生活の不安 

抑うつ，悲嘆，不眠，倦怠，孤独， 

怒り，イライラ，フラストレーション 

 



表 8：発災後の段階に応じた評価の項目案 

段 階 評価項目 

平時 既往歴・家族歴，社会経済的地位（雇用形態・就労条件等）の分布 

緊急対応期 安全，被害状況，社会資源・外部支援機関 

初期対応期 ハイリスク者，休息状況 

復旧計画期 急性ストレス反応，睡眠・食習慣等，休息状況の経過観察 

再稼働準備期 スティグマ，急性ストレス反応の遷延への対応，休息状況 

再稼動期 スティグマ，レジリエンス 

 

 

 

 

 

 

図 1：コミュニティのレジリエンス(27) 

 

  



資料１：労働者向けリーフレット 

 



 

 

  



資料 2 産業保健スタッフ向け災害産業精神保健の留意事項 
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研究要旨 

【目的】 危機事象に際して、労働者の健康と安全を確保しするためには、産業保健スタッフ

が、時間経過とともに変化していく健康課題に対して、優先順位をつけて予防的介入を行っ

ていく必要がある。そのような対応を支援するために、危機対応マニュアルが作成され、活用

されているが、危機事象発生時の対応の実効性をさらに高めるためには、併せて十分な準備

が行われていることが必要と考えられた。そこで、先行研究によって作成された事前準備チェ

ックリストについて、危機対応マニュアルで示された知見を利用して改訂を行った。 

【方法】危機対応マニュアルの産業保健ニーズリストに収載されている 107 のニーズ一つひと

つに対して、「災害時にそのニーズに対して円滑に対応するための事前準備として何が必要

か」という観点から、必要と思われる事前準備項目についてそれぞれ付箋に記載し、コーディ

ングした。次に、KJ 法によりカテゴリー化して、中項目を作成した。そのうえで、準備項目に対

するアクションフレーズ（AP）を作成し小項目とした。また、先行研究の事前対策チェックリスト

の内容から、必要なアクションを追加し、事前準備チェックリストを改訂した。 

【結果】５つの中項目、30 項目のアクションフレーズから成るチェックリストが完成した。中項目

は、(1)災害発生後の組織体制・仕組みづくり、(2)産業保健スタッフの体制・仕組みづくり、(3)

シナリオ作成・訓練、(4)健康障害ハイリスクグループの想定とアプローチ方法の検討、(5)外

部資源とのネットワーク構築から成る。 

【結論】産業保健スタッフは、本アクションチェックリストを用いて、企業内や事業場内で災害

や事故などの危機事象が発生した際に想定される産業保健ニーズに対して、必要な事前準

備事項を洗い出し、優先順位をつけて改善策を検討し、関係者に働きかけていくことが望ま

れる。 

研究協力者 

五十嵐侑 東北大学大学院医学系研究科産業医学分野 医師 

松岡朱理 HOYA 株式会社 産業医 

横川智子 東海旅客鉄道株式会社 産業医 

 



A. 目的 

近年，我が国では地震や台風、水害など

の自然災害の発生件数は増加傾向にあり、

企業にも大きな影響が及ぶ。また、自然災

害だけでなく、爆発や火災などの人為災害

も発生する。このような多様な危機事象に際

して、労働者の健康と安全を確保しするため

には、産業保健スタッフが、時間経過ととも

に変化していく健康課題に対して、優先順

位をつけて予防的介入を行っていく必要が

ある。 

これまで、そのような対応を支援するため

に、さまざまな危機事象発生時の産業保健

ニーズの分析結果をもとに、危機対応マニ

ュアルを作成し、アップデートしてきた。しか

し、危機事象発生時の対応の実効性をさら

に高めるためには、危機対応マニュアルを

利用して対応を行うだけでなく、体制面、技

術面、備品面等にわたり、事前に十分な準

備が行われていることが必要と考えられた。

そこで、先行研究によって、企業に対するイ

ンタビュー調査により、７つのカテゴリーから

なる「災害に備えるための事前対策チェック

リスト（事前対策チェックリスト）」を作成した。

しかし、このチェックリストは、事業場におけ

る実際の準備状況を反映しているが、必ず

しも危機事象発生時の実際のニーズを基に

したものではないため、その妥当性に課題

が存在した。 

今回、実際の危機事象発生時の有用性

が示された危機対応マニュアルで示された

知見を利用して、事前準備チェックリストの

妥当性を向上させるための改訂を行うことに

した。 

 

B．方法 

研究班メンバーのうち、原案作成担当メン

バーが、危機対応マニュアルの産業保健ニ

ーズリストに収載されている 107 のニーズ一

つひとつに対して、「災害時にそのニーズに

対して円滑に対応するための事前準備とし

て何が必要か」という観点から、必要と思わ

れる事前準備項目についてそれぞれ付箋

に記載し、コーディングした。次に、KJ 法に

よりカテゴリー化して、大項目と中項目を作

成した。そのうえで、準備項目に対するアク

ションフレーズ（AP）を作成し小項目とした。

また、先行研究の事前対策チェックリストの

内容から、必要なアクションを追加し、事前

準備チェックリスト改訂原案とした。 

さらに、原案レビュー担当メンバーがレビ

ューを行い、いくつかの改善を提案し、それ

を受けて研究メンバー全員で項目や文言の

見直しを行った。 

 

C．結果 

大項目は[災害に向けた準備]のみとして、

その中項目として(1)災害発生後の組織体

制・仕組みづくり(AP12 項目)、(2)産業保健

スタッフの体制・仕組みづくり(AP9 項目)、(3)

シナリオ作成・訓練(AP3 項目)、(4)健康障害

ハイリスクグループの想定とアプローチ方法

の検討(AP4 項目)、(5)外部資源とのネットワ

ーク構築(AP2 項目)の 5 つにカテゴリー化さ

れ、計 30項目のAPから成るチェックリストが

完成した（添付）。 

 

D．考察 

危機事象に備えた準備としては、事業場

の BCP の中に労働者の健康確保対策を位

置付けることや、危機対応組織の中での産

業保健専門職の役割を明確にすることなど

の体制整備を求めることが必要である。また、

訓練で用いるシナリオに労働者の健康確保

対策を反映させることなどが必要である。そ

して、訓練の結果や実際の危機事象への対



応経験をもとに準備事項の見直しを図ること

で、危機事象発生時の産業保健ニーズに

円滑に対応していける可能性が高めること

が期待される。 

しかし、危機事象発生時に産業保健ニー

ズに適切に対応するためには、日常の産業

保健活動が基盤として重要性であるため、

危機事象対策として事前準備は、日常の産

業保健活動の見直し・強化の機会であると

考えることもできる。 

新たな災害が発生した際に、危機対応マ

ニュアルで取り上げられていない産業保健

ニーズが発生する可能性がある。そのため、

事前準備チェックリストの活用事例や、災害

発生時の産業保健ニーズに関する情報を

継続的に収集し、危機対応マニュアルととも

に、本事前準備チェックリストの改善を図っ

ていく必要がある。 

 

E. 結論  

 実際の危機発生時の産業保健ニーズを基

に作成された危機対応マニュアル ver.2.0の

ニーズリストをもとに、事前準備事項チェック

リストを改訂することで、より妥当性が高い事

前準備のためのツールを作成した。産業保

健スタッフは、本アクションチェックリストを用

いて、企業内や事業場内で災害や事故など

の危機事象が発生した際に想定される産業

保健ニーズに対して、必要な事前準備事項

を洗い出し、優先順位をつけて改善策を検

討し、関係者に働きかけていくことが望まれ

る。 
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添付文書 

 産業保健スタッフ用:災害産業保健ニー

ズに対応するための事前準備アクション

チェックリスト 



 



い

い

え

は

い

優

先
コメント

1 組織に起こりうる危機事象を想定し、危機管理計画や対応マニュアルを策定し、定期的に更新します □ □ □

2
危機事象発生時に、設置される危機管理対策本部の構成要員、連絡体制の整備、意思決定の手順、連絡や記録担当等の役割を明確化し

ます
□ □ □

3 組織のBCPにおいて、産業保健スタッフの役割を明確化します □ □ □

4
危機事象発生時に、人的被害を含む現場の被災状況に関する情報を収集し、健康障害防止対策に関する助言ができるよう、危機事象対策

本部メンバーに産業医が入っている、または対策本部メンバーを通して危機事象のコミュニケーションが取ることができる体制を整備します
□ □ □

5 危機事象発生に伴い、通常の勤務管理システムが機能しなくなった際の労務管理方法を準備します □ □ □

6
危機事象発生後に化学物質による中毒などの健康障害が発生しないよう、組織内の有害化学物質に関するハザードマップやSDS、保護具、復

旧作業時の注意事項などを準備します
□ □ □

7 危機事象発生後に感染症が発生・蔓延しないような保護具や消毒剤の準備などの感染症対策を定めます □ □ □

8 危機事象発生時に、他組織からの応援者や協力企業などに対して、安全衛生教育を行うことを定めます □ □ □

9
危機事象発生時に、産業保健スタッフと危機管理対策本部、現場及び他部署と情報を共有したり必要な助言や情報提供ができる設備（掲

示板やイントラネット、携帯、無線など）を準備します
□ □ □

10
危機事象発生時に健康相談窓口・連絡先を従業員（必要に応じて地域住民）に周知する仕組みや情報発信に活用できるツール（掲示板

やイントラネット、HP、携帯、無線など）を定めます
□ □ □

11 危機事象発生時に周辺の病院の稼働状況に関する情報を入手する方法を定めます □ □ □

12 危機事象発生時に自社に必要な物品や物品を管理する仕組みについて、定期的な見直しを実施します □ □ □

13 産業保健スタッフ内における、危機対応時の役割や意思決定の手順を明確化し、定期的に更新します □ □ □

14 産業医が不在でも緊急対応期の対応が実施できるよう、組織全体及び産業保健スタッフ内で体制や対応方法を定めます □ □ □

15 産業医等の応援要員が必要となった際の連携体制について、本社（あるいは指示元となる指令機関）と話し合い、仕組みを定めます □ □ □

16 危機事象発生時の産業保健スタッフ間の連絡網を整備し、定期的に更新します。 □ □ □

17
産業保健スタッフの執務場所や診療所が被災した際に、二次災害予防のための清掃や修復に必要な保護具や備品の準備、産業保健活動を

継続するための代替となる安全な場所の確保などを定めます
□ □ □

18 危機事象発生時の緊急医療対応が行うことができるように産業保健スタッフの役割を定めます □ □ □

19 危機事象発生時における医薬品の提供方法と在庫管理（不足時の補充、調達ルート等）を定めます □ □ □

20 危機事象発生時に組織内で死亡者が出たときの対応について定めます □ □ □

21
地域を巻き込む大規模な危機事象の際の、地域の中での産業医自身や看護職自身が医療資源として求められている可能性を確認し、役割を

定めます
□ □ □

22
組織において想定した危機事象にもとづいた訓練のシナリオを作成し、毎年1回以上訓練を実施するとともに、改善事項を次回の訓練計画に盛

り込みます
□ □ □

23 訓練のシナリオ作成や訓練計画の立案に、産業保健スタッフが関与します □ □ □

24 産業保健スタッフ内での対応に関する訓練のシナリオを作成し、毎年1回以上訓練を実施します □ □ □

25
危機事業発生を契機として新たに健康障害が生じた従業員がいないか、質問紙調査や面談の実施など全体スクリーニングができる仕組みや要

フォロー者へのアプローチ方法を定めます
□ □ □

26
危機事象発生時に心身ともに健康障害が発生しやすい従業員（透析実施者、インスリン使用者、高血圧や糖尿病などの慢性疾患、移動や

避難に困難を伴う可能性のある者、メンタルヘルス不調者など）を事前にリストアップし、定期的に更新します
□ □ □

27
危機事業発生を契機として新たに健康障害が発生しやすい従業員への健康状態の確認やメンタルヘルスケアの方法、産業保健スタッフによるフォ

ロー開始までの手順などを定めます
□ □ □

28
組織として被災者家族への支援体制や対応窓口、産業保健スタッフとの連携などについて仕組みを定め、産業保健スタッフは被災者家族へのケ

アに必要な姿勢やスキルを習得します
□ □ □

29 人的資源（精神科やカウンセラー、産業看護職など）の確保ルートや、EAPについて連携できる機関を選定します □ □ □

30 危機事象発生時に対応が可能な周辺医療機関とその対応可能範囲（重症度別、診療科など）を確認し、選定します □ □ □

（２）

　産業保健

スタッフの体制

・仕組みづくり

（３）

シナリオ作成

・訓練

（４）

健康障害

ハイリスク

グループの想定と

アプローチ

方法の検討

（５）

外部資源との

ネットワーク構築

＜本チェックリストの使い方＞

本アクションチェックリストは、「危機事が発生したときの産業保健ニーズ」に基づいて作成されています。以下の流れに沿って、ご利用ください。尚、使用者は、産業保健職や衛生管理者、職場の管理者などを想定しています

①対象職場ごとに、それぞれのアクション（対策）がその職場で必要かどうか選びます

　　「提案しない」：すでに対策が十分実施されている、または自社は該当しない場合

　　「提案する」：新たな対策が必要か、または強化が必要である場合

②「提案する」が多い場合、優先的に取り組む事項を決めます。「提案する」にチェックをした項目を確認して、その中で特に重要と思われるものを３～４つ選んで「優先」にチェックを付けます

③「コメント」には現状のよい点や改善提案を出来るだけ具体的に書きとめます

④管理者、衛生管理者、産業医等のできるだけ複数の職場の関係者が、チェック結果を利用して改善策について話し合います

⑤本アクションチェックリストは職場の問題点や課題を抜け落ちなく隅々までチェックするためのものではありません

産業保健スタッフ用：災害産業保健ニーズに対応するための事前準備アクションチェックリスト

対策項目

アクションチェックリスト

☆対策がすでに実施されている、自社で該当しない→「いいえ」

☆記載されている対策を取り上げたい　　　　　　　　→「はい」

☆今年度、重点的に実施したい　　　　　　　　　　　　→「優先」

この対策を提案しますか?

（1)

災害発生後の

組織体制

・仕組みづくり
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災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー 
 

研究分担者 吉川悦子 日本赤十字看護大学看護学部 准教授 

研究要旨： 

本研究の全体目的は、災害発生時に緊急作業や復旧・復興作業に従事する労働者の安

全・健康の確保を図るための産業保健専門職に必要なコンピテンシーを明らかにすることで

ある。1 年目である平成 30（2018）年度は災害時の保健医療職のコンピテンシーに関する文

献レビューと、熊本地震で被災した事業場に所属する産業保健専門職へのインタビュー調査

を実施した。2 年目である令和元（2019）年度は、インタビュー調査と質問紙調査にて、産業

保健専門職がとらえる災害時に必要なコンピテンシーを明らかにした。最終年度である令和 2
（2020）年度は、これらの研究の結果から、災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシ

ーを整理し、教育研修や自己啓発等で活用可能な教材としてのコンピテンシーリストの開発

を研究目的とした。 
インタビュー調査では、8 名の対象者に半構造化面接を実施し、災害発生時から復旧・復

興に至るフェーズに応じた産業保健の実践について語りを得た。データ分析の結果、29 のサ

ブカテゴリ、9 つのカテゴリが抽出された。質問紙調査では、郵送法を用いた無記名自記式調

査を実施した。日本産業衛生学会産業衛生専門医、指導医ならびに産業保健看護専門家

制度の上級専門家、専門家、あわせて 1,117 名に対して調査票を配布し、334 通(回収率

29.9%)返送があった。このうち「災害対応経験あり」と答えた 97 名を分析対象とした。探索的

因子分析の結果、因子負荷量が低いなどの理由で 7 項目が除外され、残りの 22 項目につ

いて、最尤法を用いプロマックス回転にて分析した。3 因子が抽出され、第 1 因子＜組織調

整力＞、第 2 因子＜状況に応じた実践力＞、第 3 因子＜産業保健専門職としての一貫

性＞と命名された。 
質問紙調査で明らかになった 3 因子 22 項目のコンピテンシー項目をもとに、「状況に応じ

た実践力」9 項目、「組織調整力」10 項目、「産業保健専門職としての一貫性」3 項目、そし

て、因子分析において因子負荷量等から削除した 7項目のうち、項目分析で天井効果を示し

ていた 4 項目を加え、合計 26 項目のコンピテンシー項目を一覧にし、現在の自分自身のコ

ンピテンシーを自己評価できるよう 5 段階評価としコンピテンシーリストを作成した。 
コンピテンシーリストの活用場面として、災害に備えて自己研鑽の資料として自己のコンピ

テンシーのレベルを確認すること、また、災害時に自己の対応や実践を振り返る資料としての

活用が想定できる。本研究の知見が、災害時に高いパフォーマンスを生み出す産業保健専

門職の現任教育ツール等をはじめとして広く活用されることを期待する。 
研究協力者 

横川 智子 東海旅客鉄道株式会社 健康管理センター 静岡健康管理室 産業医 
安部 仁美 東海大学大学院医学研究科先端医科学専攻看護学コース（博士）1 年 保健師



A. 研究目的 
日本国内で発生する災害は、自然災

害、工場爆発、テロリズム、犯罪などそ

の種類は様々であり、近年、気象災害の

激甚化・頻発化が指摘されている。災害

や危機発生時における企業の事業継続

計画（Business Continuity Plan：以下 
BCP）策定は、2011 年の東日本大震災

を契機にその普及が進んでいるが、企

業規模・業種にかかわらず BCP 策定の

さらなる普及と策定したBCPの有効性

検討、改善が求められている (岡田 , 
2017)。大規模災害発生時にその対応に

従事する労働者は、特定企業の労働者

に留まる場合から、自治体職員、医療機

関や多くの企業の労働者を巻き込んだ

事態に至る場合がある (Mori et al., 
2014; 五十嵐侑 & 森晃爾, 2015)。危機

に対応する労働者の健康を確保するた

めには、国、地域、企業レベルで産業保

健機能を確保した統一的な基本モデル

（All-hazardモデル）を構築する(高橋・ 
久保・森, 2018;豊田・久保・森, 2016)と
ともに、事業場で産業保健専門職が機

能するために、危機管理組織に産業保

健機能を位置づけ危機発生時の準備を

行うこと、災害時の産業保健活動に対

応できる人材の育成が喫緊の課題であ

る（森，2018）。 
産業保健専門職は、事業者・労働者に

よる主体的な健康確保のための取り組

みを支援する役割を有する(日本産業衛

生学会生涯教育委員会・日本産業衛生

学会, 2005)が、災害発生時は時間の経

過とともに変化する多様な労働者の安

全と健康に関するリスクに柔軟に対応

することが求められており、その知見

は昨今のさまざまな大規模自然災害の

経験を通じて蓄積されている(Anan, 
Mori, Kajiki, & Tateishi, 2018;  
Tateishi et al., 2015)。 
災害時に事業場の復旧・復興を支援

するための効果的・効率的な産業保健

サービスの提供を実現するためには、

それらが機能する前提となる産業保健

専門職が持つべき知識、スキル、行動特

性などのコンピテンシー(Spencer & 
Spencer, 2008)を向上させるような備

えをしておく必要がある。コンピテン

シーとは、心理学者のマクレランドが

1970 年 代 に 提 唱 した 概 念 (D. C. 
McClelland, 1973)で、高業績につなが

る行動特性として定義されている(DC 
McClelland & Dailey, 1972; Spencer, 
Spencer, 梅図・成田・横山, 2001)。先

行研究では、災害時や危機管理時にお

ける保健医療職のコンピテンシーとし

て、保健所長(Tachibana, Takemura, 
Sone, Segami, & Kato, 2005)や自治体

保健師(岩瀬・宮崎・石丸, 2016; 若杉・ 
鈴木・仲村・伊藤・川村, 2017; 祝原・ 
齋藤, 2012)、公衆衛生業務従事者(橘, 
2006; 橘 et al., 2011)、災害派遣精神医

療チームのメンバー(福井・田中・加藤, 
2017)など様々な職種を対象として、災

害発生直後から災害サイクル別の各期、

平常時など災害発生の時間軸に沿った

コンピテンシーが具体的に検討されて

いた。しかし、産業保健専門職を対象に

災害時に必要なコンピテンシーについ

て明らかにしている研究はみあたらな

い。 



本研究の全体目的は、災害発生時に

緊急作業や復旧・復興作業に従事する

労働者の安全・健康の確保を図るため

の産業保健専門職に必要なコンピテン

シーを明らかにすることである。 
研究 3 年目の本年度は、これまで実

施した熊本地震被災事業場に所属する

産業保健専門職へのインタビュー調査

結果(吉川ら., 2021)と産業保健専門職

1,117 名を対象に実施した質問紙調査

の結果(Yokogawa., et al., 2021)を統合

し、災害時に産業保健専門職に必要な

コンピテンシーを整理した。そして、こ

れらの研究で明らかになった知見を用

いてコンピテンシーリストを開発した。 
本研究の目的は、災害時に必要な産

業保健専門職のコンピテンシーを明ら

かにし、コンピテンシーに基づく教育

研修や自己研鑽で活用可能なコンピテ

ンシーリストを開発することである。 
 
B. 研究方法 
1. コンピテンシーリストの開発 

以下の手順に沿って、コンピテンシー

リストを開発した。 
① これまでの調査のまとめ 
  平成 30（2018）年度から令和元（2019）

年度にかけて実施したインタビュー調

査と質問紙調査の結果を概観し、この 2
つの研究で明らかになった災害時に必

要な産業保健専門職のコンピテンシー

の要素や側面を一覧にし、整理した。 
② コンピテンシー枠組みと要素の決定 

①において整理したコンピテンシー

の共通性や相違点に着目しつつ、その

特徴について検討した。 

③ コンピテンシーを評価するための評

価基準の検討 
既存のコンピテンシーリストや教育

評価で用いられている評価基準等をレ

ビューし、本研究で開発するコンピテ

ンシーリストに適切な評価基準を検討

した。 
④ コンピテンシーリストの作成 

上記の検討で整理されたコンピテン

シー一覧をリスト化し、かつ自己評価

を書き込める記入欄を設けて、コンピ

テンシーリストを作成した。 
2. 研究期間ならびにデータ収集期間 

研究期間は、2020 年 4 月から 2021 年

3 月末日まで、データ収集期間は 2020 年

4 月から 2021 年 2 月末日とした。 
3. データ収集方法 

インタビュー調査、質問紙調査は平成

30（2018）年度から令和元（2019）年度

にかけて実施した本研究の分担研究デー

タを使用した。 
評価基準の検討に関しては、平成 30 年

に実施した文献レビューにて収集した文

献の中でコンピテンシーリストが掲載さ

れていたものの中でデータを収集した。

これに加えてインターネット検索、ハン

ドリサーチで実践能力を評価するための

指標などを検索した。 
4. 倫理的配慮 

コンピテンシーリスト開発は既存の研

究知見や文献等の知見を用いるため倫理

審査委員会の申請は行っていない。イン

タビュー調査（2018－083）と質問紙調査

（2019-081）については、それぞれ日本

赤十字看護大学研究倫理審査委員会の承

認を得て実施した。 



 
C. 結果 
1. これまでの調査のまとめ 
(1) インタビュー調査結果のまとめ 
インタビュー調査では、29 のサブカテ

ゴリ、9 つのカテゴリ、4 つのコアカテゴ

リが抽出された（表 1）。1 つめのコアカ

テゴリは産業保健実践を支える【アセス

メント力】であり、「①災害によって生じ

る健康への影響を総合的に把握して本質

を見抜く」「②時間経過とともに変わる状

況を適切に把握しながら業務の優先順位

をつける」のカテゴリから構成された。2
つめのコアカテゴリは、状況に柔軟に応

じて産業保健実践を継続する【実践力】と

して「③自身の安全や健康を確保しつつ、

できることから取り組み始める」「④状況

に柔軟に対応しながら効率的な方法を工

夫し産業保健実践を継続する」から構成

された。３つめのコアカテゴリは産業保

健チーム内あるいは事業場・組織に対す

る組織的活動における【調整力】である。

「⑤産業保健チームとして各々の役割を

発揮できるよう環境を整える」「⑥災害時

における組織内での産業保健部門の立ち

位置を調整しネットワークを活用するか

ら構成された。４つめのコアカテゴリは

【災害発生の備え】であり、「⑦産業保健

専門職の基盤となる個人特性を備え持つ」

「⑧社員や会社との信頼関係を築く」「⑨

災害時の経験を今後の産業保健実践につ

なげる」にて構成された。 
(2) 質問紙調査結果のまとめ 

質問紙調査ではインタビュー調査で明

らかになった 29 のコンピテンシーを用

いて記述統計と因子分析にてコンピテン

シーの特徴と構造を探索した。 
項目分析では、16 項目が天井効果（平均

値＋1SD＞5（最大値））を示した。天井項

目は、回答者が各コンピテンシーに関し

て「非常に必要である」「必要である」と

回答した割合が高い項目であり、災害時

に必要な産業保健専門職のコンピテンシ

ーとして、必要性が高い項目として回答

者の合意を得られた項目であると判断し

た。そのため、天井効果を示した 16 項目

は削除することなく、すべての項目を用

いて因子分析を行った。 
因子分析の分析過程で因子負荷量が低い

値を示した項目を削除し、最終的に 22 項

目 3 因子構造とした。 
第1因子は＜組織調整力＞であり、「産

業保健チーム内での情報共有のしくみ

を取り決め実施する」「産業保健チーム

メンバーを信頼し任せる」「産業保健チ

ームメンバーの能力や特性を見極めつ

つ役割分担する」「産業保健チーム内で

相互に支えあう環境をつくる」等、10 項

目から構成された。情報共有の仕組みを

整え、産業保健チーム内で各々の役割を

発揮できるような環境を整えること、組

織内での意思決定を引き出すための戦

略やネットワーク活用など、産業保健専

門職として効率的な実践が行えるよう

な組織内調整に関する項目が含まれて

いた。 
第 2 因子は＜状況に応じた実践力＞

で、9 項目から構成された。「災害対応に

おける指示命令系統を確認し、役割分担

して業務にあたる」「刻々と変わる状況

を的確にアセスメントし、時間経過とと

もに起こり得る産業保健上のリスクを



洗い出す」「災害が社員や事業場に及ぼ

す影響を長期的な面も含めて理解する」

等、時間の経過とともに変化する情勢や

状況を先読みしながら業務の優先順位

をつけ、災害急性期だけではなく、復旧・

復興、さらには平時にもつながる長期的

な視点での産業保健実践を継続するた

めのコンピテンシーが含まれていた。 
第3因子は＜産業保健専門職としての

一貫性＞で、「災害時の経験を平時の産

業保健実践に活かす」「被災者である自

身の状況も考慮しながら職務を果たす」

「産業保健専門職としての役割を適切

に認識し、専門職として一貫した姿勢を

持つ」の 3 項目で構成された。自身の安

全や健康を確保しながら責務を果たす、

産業保健専門職としての基盤となる一

貫した姿勢に関するコンピテンシーが

含まれていた。 
因子分析では項目として削除された

が、天井効果を示していた項目は、「災害

によって生じる社員の健康問題の背景

を総合的に理解し、問題の本質を見抜く」

「被災者である社員の気持ちや状況を

敏感に察知して共感する」「災害フェー

ズや状況に柔軟に対応しながら効率的

な産業保健活動をすすめる」「自分の特

性や限界を理解した上で選択する」の 4
つであった。 

(3) 2 つの調査のまとめ 
 インタビュー調査から、4 つのコアコン

ピテンシーとして、【アセスメント力】、

【実践力】、【調整力】【災害発生の備え】

が明らかになった。 
質問紙調査から、22 項目のコンピテン

シーは＜組織調整力＞＜状況に応じた実

践力＞＜産業保健専門職としての一貫性

＞の要素に分かれることが明らかになっ

た。また、因子分析からは削除されたが、

「災害によって生じる社員の健康問題の

背景を総合的に理解し、問題の本質を見

抜く」「被災者である社員の気持ちや状況

を敏感に察知して共感する」「災害フェー

ズや状況に柔軟に対応しながら効率的な

産業保健活動をすすめる」「自分の特性や

限界を理解した上で選択する」の 4 つの

項目は回答者からコンピテンシーとして

必要である、と回答するものが多かった

項目であった。 
 
2. コンピテンシー枠組みと要素の決定 
 コンピテンシーの枠組みとして、97 名

の災害産業保健実務経験者が回答した結

果を分析した質問紙調査を基盤に検討し

た。 
まず、コンピテンシーの要素として、＜

組織調整力＞＜状況に応じた実践力＞＜

産業保健専門職としての一貫性＞の 3 つ

を決定した。その後、因子分析からは削除

されたが回答者が「必要である」と回答し

た割合が高い天井効果を示した 4 項目を

加えて合計 26 項目をコンピテンシーリ

ストに採用することとした。 
インタビュー調査で明らかになったコ

アコンピテンシーの【アセスメント力】と

【実践力】は＜状況に応じた実践力＞に、

【調整力】は＜組織調整力＞に、下位項目

の違いはあるが、要素として包含される

ことを確認した。また、【災害発生の備え】

はサブカテゴリの 1 つである「産業保健

専門職の基盤となる個人特性」により特

化した形で＜産業保健専門職としての一



貫性＞に含まれることが確認できた。 
 
3. コンピテンシーを評価するための評

価基準の検討 
 平成 30（2018）年度に実施した文献レ

ビューにて検索した文献から、保健師教

育におけるミニマム・リクワイアメンツ

に関する調査研究(若杉ら., 2017)と健康

危機管理コンピテンシーの習得レベルに

関する研究(橘, 2006; 橘・橘, 2007)につ

いて整理した。 
(1) 保健師教育におけるミニマム・リク

ワイアメンツ 

 全国保健師教育機関協議会が作成した

保健師教育の継続的な評価のための指標

である(一般社団法人全国保健師教育機関

協議会, 2014)。厚生労働省が示した「保

健師に求められる実践能力と卒業時の到

達目標と到達度」を基に、卒業時までに学

生が必ず習得する最低限の技術を示した

もので、到達レベルを評価する。その評価

指標は、「Ⅰ．少しの助言で自立して実施

できる」「Ⅱ．指導のもとで実施できる」

「Ⅲ．学内演習で実施できる」「Ⅳ．知識

としてわかる」である。 
(2) 健康危機管理コンピテンシーの習得

レベル 

橘らが行った健康危機管理コンピテン

シーに関するデルファイ法調査 (橘 , 
2006)にて用いた習得レベルに関する指

標である。「実践で応用できる」「理解して

いる必要あり」「知っている必要あり」「習

得の必要なし」の４つの段階が設定され

ている。 
また、これらの調査で開発したコンピ

テンシーを研修プログラムに用いた際に、

コンピテンシーの保有自覚として「よく

備えている」「まあまあ良く備えている」

「普通には備えている」「あまり持ってい

ない」「ほとんど持っていない」の 5 段階

を設定していた(橘・橘, 2007)。 
そのほか、ＷＨＯグローバルコンピテ

ンシーモデルでは、“effective behaviours” 
と“ineffective behaviours”として枠を設

定し、各コアコンピテンシーに対して、具

体的な実践やふるまいを挙げるものもあ

った (佐甲隆 , 野呂千鶴子 , & 伊藤薫 , 
2008)。 

これらのコンピテンシーの評価基準を

もとに、本研究で開発したコンピテンシ

ーリストの評価基準について検討した。

まずは、本研究におけるコンピテンシー

リストは、自己評価を前提として評価指

標を検討することとした。そして、すでに

産業保健活動では一定のレベルを担保し

ている者が用いることが想定され、専門

職の姿勢を示す基本的なコンピテンシー

も含まれていることから「できている」

「できていない」ではなく、「実践できて

いる」ことを前提として、どの程度実践で

きているのかを評価する項目設定とした。 
最終的に以下の評価指標を用いること

とした。 
５．独立して十分に実践できる 
４．部分的に独立して実践できる 
３．助言を受けながら実践できる 
２．助言を受けながら部分的に実践で

きる 
１．知識として理解できる 
 

4. コンピテンシーリストの作成 
 質問紙調査の因子分析で検討した 3 因



子 22項目と因子分析では削除されたが天

井効果を示していた 4項目を加えた 26項

目を災害時に必要な産業保健専門職のコ

ンピテンシーリストとして一覧にした

（図 1、２）。 

 コンピテンシーリストの活用場面とし

て、①災害に備えた平時での自己研鑚の

資料として、また、②災害時に自己の産業

保健活動を振り返る資料としての 2 点を

想定し、これらの活用場面についての説

明をリストに加えた。コンピテンシーリ

ストは上記のような場面で、自身の実践

を振り返りながら自己評価し、自身の強

みを確認、また、強化すべき点を確認する

ために用いることができる。すなわち、自

己研鑽のツールとして、また、研修プログ

ラム等の学習効果確認ツールとしても活

用が可能である。 

 
D. 考察 

本研究では、災害時に産業保健サービ

スが効果的に提供されるために、産業保

健専門職が備えるべき知識、スキル、行動

特性等、または高い成果をあげるための

職務遂行能力である「コンピテンシー」を

リスト化し、自己研鑽や教育研修等で活

用できるツールを開発した。 

災害時は、災害発生時から復旧・復興期

までの長期にわたり、時間経過とともに

変わる状況に柔軟に対応しながら、的確

なアセスメントや実践力が求められる

(Tateishi et al., 2015)。しかし、災害

はいつ発生するか予測が不可能なこと、

状況依存性が高く再現性が難しいことか

ら、経験の伝承や共有が難しいことも指

摘できる(五十嵐・森，2015)。質問紙調査

の結果からも、災害時の対応が一定の実

践経験を担保している専門医や産業保健

看護専門家であっても、稀有な体験であ

ることが示された。繰り返し経験する機

会がほとんどない災害時の産業保健活動

において、有事に備えて日ごろから知識

や技術、実践力を磨いておくことは大変

重要な課題である。 
 加えて、災害のような非日常的で、危機

的な状況においては、その場の判断で決

めなければならないことや、本来であれ

ば実施すべきことを後回しにせざるを得

ないなど、柔軟で突発的な行動力を求め

られる。法令順守に基づく実践を基盤と

する日本の産業保健システムにおいて、

災害発生時は事業場のニーズや要請に対

して優先順位を意識しながらも、自らの

判断で優先課題を設定することも求めら

れる。これらの産業保健活動の取捨選択

や優先順位の決定に至る思考過程に産業

保健専門職としてのスタンスや価値観が

影響を与えていることが示唆された。 
産業保健専門職としての一貫性を保ち、

組織調整力や柔軟な実践力を養成するこ

とを目標に、臨場感があるシミュレーシ

ョンスタイルの教育やグループワークを

活用した判断や考え方を相互に学びあう

アクティブラーニング、災害発生時に短

時間で内容が理解できるシンプルなマニ

ュアルやガイドの開発が必要と考える。 
  
E. 結論 

質的・量的側面から検討された災害時

に必要な産業保健専門職のコンピテンシ

ーを整理し、コンピテンシーリストを開

発した。刻一刻と状況が変わる災害発生



時から復旧・復興期までの長期的な視座

を持つ、産業保健専門職としての基盤と

なる職業倫理観や価値観をも包括した幅

広い概念から構成される本コンピテンシ

ーリストを用いて、今後は、このコンピテ

ンシー・ベースの教育プログラムの開発

や展開が期待される。 
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表 1 インタビュー調査で明らかになった災害時に必要な産業保健職のコンピテンシー29 項目 
コアカテゴリ カテゴリ サブカテゴリ 

アセスメント力 

災害によって生じる健康への影響を 

総合的に把握して本質を見抜く 

災害によって生じる社員の健康問題の背景を総合的に理

解し、問題の本質を見抜く 

被災者である社員の気持ちや状況を敏感に察知して共感

する 

災害が社員や事業場に及ぼす影響を長期的な面も含めて

理解する 

時間経過とともに変わる状況を適切

に把握しながら業務の優先順位を 

つける 

刻々と変わる状況を的確にアセスメントし、時間経過とともに

起こり得る産業保健上のリスクを洗い出す 

必要な情報やデータを可能な範囲で収集し分析に活かす 

潜在しているニーズを抽出し社員や会社に伝達する 

今ある資源や機動力を見積り優先順位をつけて業務を組み

立てる 

実践力 

自身の安全や健康を確保しつつ、 

できることから取り組み始める 

被災者である自身の状況も考慮しながら職務を果たす 

今自分ができることをまずはとにかく実行する 

緊急時に連絡を取り合う手段と方法を整備する 

状況に柔軟に対応しながら効率的な 

方法を工夫し産業保健実践を継続 

する 

災害対応における指示命令系統を確認し、役割分担して業

務にあたる 

確実に社員に情報が伝わる仕組みや工夫を考え実践する 

災害フェーズや状況に柔軟に対応しながら効率的な産業

保健活動をすすめる 

調整力 

産業保健チームとして各々の役割を 

発揮できるよう環境を整える 

産業保健チームの活動の効果があがるよう目標と方向性を

合わせる 

産業保健チームメンバーの能力や特性を見極めつつ役割

分担する 

産業保健チームメンバーを信頼し任せる 

産業保健チーム内での情報共有のしくみを取り決め実施す

る 

産業保健チーム内で相互に支えあう環境をつくる 

組織内での産業保健部門の立ち位

置を調整しネットワークを活用する 

事業場が求めている産業保健部門の立ち位置をすりあわせ

る 

事業場の被災状況・復興状況を把握し、組織の意思決定を

引き出すための戦略を練る 

災害時であっても社員や会社の自主性を促せるよう働きか

ける 

目的達成に役立つネットワークを活用・構築する 

災害発生の備え 

産業保健専門職の基盤となる個人 

特性を備え持つ 

産業保健専門職としての役割を適切に認識し、専門職とし

て一貫した姿勢を持つ 

自分の言動や判断を内省し、次につなげる 

自分の特性や限界を理解した上で選択する 

社員や会社との信頼関係を築く 平時より社員や会社から信頼される関係性を築く 

災害時の経験を今後の産業保健  

実践につなげる 

災害時の経験で得た気づきや知見を記録に残す 

災害時に産業保健部門の力が最大限に発揮できるよう備え

る 

災害時の経験を平時の産業保健実践に活かす 

 
  



表 2  災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー質問紙調査 項目分析の結果 

災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー（29 項目*1） 平均   ±SD 
平均 

+1SD 
平均 
-1SD 

災害によって生じる社員の健康問題の背景を総合的に理解し、問題の本質を見抜く＊ 4.58 ±  0.69 5.27 3.89 

被災者である社員の気持ちや状況を敏感に察知して共感する・・・＊ 4.48 ±  0.54 5.03 3.94 

災害が社員や事業場に及ぼす影響を長期的な面も含めて理解する 4.59 ±  0.54 5.12 4.05 
刻々と変わる状況を的確にアセスメントし、時間経過とともに起こり得る産業保健上の

リスクを洗い出す 4.54 ±  0.69 5.23 3.84 

必要な情報やデータを可能な範囲で収集し分析に活かす 4.22 ±  0.70 4.91 3.52 

潜在しているニーズを抽出し社員や会社に伝達する 4.51 ±  0.71 5.21 3.80 

今ある資源や機動力を見積り優先順位をつけて業務を組み立てる 4.22 ±  0.77 4.98 3.45 

被災者である自身の状況も考慮しながら職務を果たす 4.33 ±  0.75 5.08 3.58 

今自分ができることをまずはとにかく実行する・・・＊ 3.91 ±  0.89 4.80 3.02 

緊急時に連絡を取り合う手段と方法を整備する 4.46 ±  0.72 5.19 3.74 

災害対応における指示命令系統を確認し、役割分担して業務にあたる 4.55 ±  0.60 5.14 3.95 

確実に社員に情報が伝わる仕組みや工夫を考え実践する 4.28 ±  0.84 5.12 3.44 

災害フェーズや状況に柔軟に対応しながら効率的な産業保健活動をすすめる・・・＊ 4.36 ±  0.74 5.10 3.62 

産業保健チームの活動の効果があがるよう目標と方向性を合わせる 4.03 ± 0.76 4.79 3.27 

産業保健チームメンバーの能力や特性を見極めつつ役割分担する 4.18 ±  0.82 4.99 3.36 

産業保健チームメンバーを信頼し任せる 3.87 ±  0.95 4.82 2.91 

産業保健チーム内での情報共有のしくみを取り決め実施する 4.32 ±  0.74 5.06 3.58 

産業保健チーム内で相互に支えあう環境をつくる 4.22 ±  0.92 5.13 3.30 

事業場が求めている産業保健部門の立ち位置をすりあわせる・・・＊ 4.39 ±  0.60 5.00 3.79 

事業場の被災状況・復興状況を把握し、組織の意思決定を引き出すための戦略を練る 3.90 ±  0.80 4.69 3.10 

災害時であっても社員や会社の自主性を促せるよう働きかける・・・＊ 3.57 ±  0.84 4.41 2.73 

目的達成に役立つネットワークを活用・構築する 4.11 ±  0.83 4.94 3.29 

産業保健専門職としての役割を適切に認識し、専門職として一貫した姿勢を持つ 4.37 ±  0.77 5.14 3.60 

自分の言動や判断を内省し、次につなげる 4.22 ±  0.68 4.90 3.54 

自分の特性や限界を理解した上で選択する・・・＊ 4.32 ±  0.69 5.00 3.63 

平時より社員や会社から信頼される関係性を築く 4.66 ±  0.52 5.18 4.14 

災害時の経験で得た気づきや知見を記録に残す 4.46 ±  0.60 5.06 3.87 

災害時に産業保健部門の力が最大限に発揮できるよう備える 4.23 ±  0.73 4.96 3.50 

災害時の経験を平時の産業保健実践に活かす 4.21 ±  0.78 4.98 3.43 
ゴシック体：天井効果を認めた項目 16 項目 ＊因子分析の過程において、分析から外した 7 項目  

 



表 3  災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー 因子分析の結果 (n=97) 

 因子名 (Cronbach α) 
  項目（22 項目） 

因子 
1 2 3 

第 1 因子 組織調整力（α=0.91）    

   産業保健チーム内での情報共有のしくみを取り決め実施する .913 -.022 -.076 
   産業保健チームメンバーの能力や特性を見極めつつ役割分担する .793 -.013 .145 
   産業保健チームメンバーを信頼し任せる .739 -.097 .157 
   産業保健チーム内で相互に支えあう環境をつくる .697 -.260 .279 
   事業場の被災状況・復興状況を把握し、組織の意思決定を引き出すための 

戦略を練る 
.585 -.048 .152 

   緊急時に連絡を取り合う手段と方法を整備する .584 .235 -.269 
   必要な情報やデータを可能な範囲で収集し分析に活かす .580 .317 -.035 
   産業保健チームの活動の効果が上がるよう目標と方向性を合わせる .577 .213 .063 
   確実に社員に情報が伝わる仕組みや工夫を考え実践する .511 .323 -.291 
   目的達成に役立つネットワークを活用・構築する .371 .261 .200 

第 2 因子 状況に応じた実践力（α=0.85）    

  災害対応における指示命令系統を確認し、役割分担して業務にあたる .036 .708 -.134 
  刻々と変わる状況を的確にアセスメントし、起こり得る産業保健上の 

リスクを洗い出す 
.113 .647 -.140 

  災害が社員や事業場に及ぼす影響を長期的な面も含めて理解する -.053 .639 .077 
  災害時に産業保健部門の力が最大限に発揮できるように備える .057 .592 .207 
  潜在しているニーズを抽出し社員や会社に伝達する .020 .533 .005 
  自分の言動や判断を内省し、次につなげる -.144 .516 .431 
  災害時の経験で得た気づきや知見を記録に残す -.053 .496 .271 
  平時より社員や会社から信頼される関係性を築く -.038 .471 .190 
  今ある資源や機動力を見積り、優先順位をつけて業務を組み立てる .129 .456 .073 

第 3 因子 産業保健専門職としての一貫性（α=0.82）    

   災害時の経験を平時の産業保健実践に活かす .120 .036 .790 
   被災者である自身の状況も考慮しながら職務を果たす .106 -.158 .755 
   産業保健専門職としての役割を適切に認識し、専門職として一貫した 

姿勢をもつ 
-.120 .262 .645 

 



 
図１．災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシーリスト(表) 

  



 
図 2．災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシーリスト（裏） 
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研究要旨 
 新型コロナ禍のため、対面における講習会が不可能となったため、成果報
告会という形で教育講習会をオンラインで開催した。 
 

 
 

 

Ａ．研究目的 

新型コロナ禍において、対面講義が難し

くなったため、オンラインでの教育講習会

を模索した。今回の目的は、本研究班にお

けるこれまでの成果をもとに、教育講習会

を行うことである。 
 
Ｂ．研究方法 

 2021年 1月 31日 13時半から 2時間にか

けて、9 つの内容の成果に関してそれぞれ約

10 分ずつ発表を行った。9 つの演題は次のご

とくである。 

1.災害時に産業保健職が果たす役割、産業

保健マニュアル（立石） 

2.災害時の産業保健事前準備、事前準備ア

クションチェックリスト（森） 

3.災害時に求められる産業保健職のコンピ

テンシーについて（吉川） 

4.自治体職員の産業保健（劔） 

5.災害時の既存チームの役割と産業保健チ

ームの連携～（久保） 

6. 災害時のメンタルヘルス（セルフチェ

ック、スクリーニングから面談技法）（真

船） 

7. 医療機関の災害時の産業保健（中森） 

8.新興感染症発症時の産業保健の考え方

（鈴木） 

9.災害時のリスクコミュニケーション（放

射線教育と不安の関係性から）（岡﨑） 

 

Ｃ．研究結果 

1.災害時に産業保健職が果たす役割、産業

保健マニュアル（立石） 

災害発生時には数多くの産業保健ニーズ

が発生するが、それらを事前に予見するこ

とは非常に困難である。 

また、災害は実地での教育をすることが偶

然でしかできないことからそれらを教育す



ることもまた困難であった。そこで、過去

の事例を分析することで災害時に発生する

産業保健ニーズを収集しマニュアルとして

作成した。作成されたマニュアルをもとに

熊本地震発生時に発生したニーズを比較し

たところ、8割程度のニーズはマニュアル

に収載されており、有効性が確認できた。

災害時の産業保健スタッフに対する企業の

期待は、健康リスクの見積もりと健康リス

クへの対応であり、マニュアルを基本とし

た産業医教育が実践されていくことで、災

害時の労働者の健康を確保できるものと考

えられる。 

事前の準備を基に災害時の対応を実践し、

災害後の産業保健体制の構築までを行うこ

とが災害産業保健担当者の実務として必要

な基盤であると考えられた。 

 

2.災害時の産業保健事前準備、事前準備ア

クションチェックリスト（森） 

① 事前準備チェックリストの考え方 

危機事象発生時に迅速に対応するために

は準備が必要 

準備は想定されるニーズ（シナリオ）に

沿って行われるべき 

チェックリストの形式としてアクション

チェックリストを採用 

② 開発方法 

・ 危機対応マニュアルの 107のニーズ一つ

一つに対して、「災害時にそのニーズに

対して円滑に対応するための準備とし

て何が必要か？」という観点から、準備

項目を挙げた。 

・ それぞれの項目にコーディングを行っ

た。 

・ KJ 法によりカテゴリー化した。 

・ 準備項目をアクションフレーズで表現

し、小項目とした。 

・ 先行研究の項目から、小項目の追加を行

った。 

・ 研究班全体でレビューを行って、全体の

構成および表現に改善を施した。 

③ 危機事象に備えるための事前対策アク

ションチェックリスト 

・ 構成：全 30アクションフレーズ 

 災害発生後の組織体制・仕組みづくり

（12AP） 

 産業保健スタッフの体制・仕組みづく

り（9AP） 

 シナリオ作成・訓練（3AP） 

 健康障害ハイリスクグループの想定

とアプローチ方法の検討（4AP） 

 外部資源とのネットワーク構築（2AP） 

④ 考察 

想定される産業保健ニーズ対して、非宇藤

な事前準備事項を洗い出し、優先順位を付

けて改善策を検討し、関係者に働きかけて

いくことが望まれる。 

具体的には、 

BCPの中に労働者の健康確保対策を位置

付けること 

危機対応組織の中での産業保健専門職の

役割を明確化すること 

訓練で用いるシナリオに労働者の健康確

保対策反映させること 

訓練の結果や実際の経験をもとに準備事

項の見直しを図ること 

等の対応を行う。 

アクションチェックリストも、実際の災害

発生時のニーズを収集し、継続的に改善を

図る必要がある。 

 

3.災害時に求められる産業保健職のコンピ

テンシーについて（吉川） 

災害発生時に産業保健専門職に必要なコ

ンピテンシーを明らかにすることを目的に

インタビュー調査、質問紙調査を実施した。

インタビュー調査で明らかになった 9 カテ

ゴリ 29サブカテゴリを質問項目として、日

本産業衛生学会産業衛生指導医・専門医並

びに産業保健看護専門家制度上級専門家・

専門家 1,117 人のうち、実際に災害時に産



業保健活動に従事した経験者を対象にコン

ピテンシーの信頼性・妥当性を検証した。

分析の結果、災害時に必要な産業保健専門

職のコンピテンシーとして、組織調整力(10

項目)、状況に応じた実践力（9項目）、産

業保健専門職としての一貫性（3項目）が明

らかになった。また、この 22項目に天井効

果の認められた 4項目を加えた合計 26項目

のコンピテンシーリストを作成した。本研

究の知見が、災害時に高いパフォーマンス

を生み出す産業保健専門職の現任教育ツー

ル等をはじめとして広く活用されることを

期待する。 

 

4.自治体職員の産業保健（劔） 

① 災害発生時には、地域住民の命を守る

ために、地域の復興のために、自治体産業

保健は非常に重要になる。しかし、市町村

の産業保健体制は脆弱なことが多く、災害

で業務量が増えているときに、自分の市町

村内リソースのみで十分な産業保健活動を

展開するのは困難。 

② 熊本地震の経験で、令和 2 年豪雨被災

地域の自治体においても、①のような状況

であろうことが推測されたので、災害関連

業務に追われる自治体職員の健康を守るた

め、以下のような活動に取り組んだ。 

(ア)発災早期よりの災害時保健医療調整会

議の場での、自治体職員の健康をまも

るためのチラシ等の配布、災害時自治

体産業保健の重要性についての認識の

共有を行った 

(イ)8月に人吉球磨管内自治体産業医・担当

者向け災害時自治体産業保健研修会・

意見交換会を開催。開催案内送付時に、

各市町村の産業保健体制について調査。 

(ウ)県地域振興局職員を対象とした健康状

況調査、セルフケアイベントの実施。

健康状況調査票は市町村へも共有し、3

町村で同じ質問紙を用いた調査が行わ

れた（産業医大で解析）。 

(エ)12月には管内市町村の産業保健の現状

について、調査を行った。 

(オ)衛生委員会への参加と助言、産業医の

紹介、市町村職員向け研修会の講師な

ど、要望に応じて協力している。 

③ 今回は、たまたま被災地域の保健所長

が産業医大卒業生で産業保健に関心があり、

卒業生ネットワークを使って活動に結びつ

けることもできたが、本来は管轄市町村の

産業保健活動への関与は保健所長の職務で

はなく、深く関与することは難しい。災害

時に、市町村の産業保健活動に協力、助言

できる「災害時産業保健チーム」が必要。普

段から、産業保健の重要性について市町村

に知ってもらい、意識を向上してもらうこ

とも必要と考える。 

 

5.災害時の既存チームの役割と産業保健チ

ームの連携～（久保） 

① 災害とは、現地の対応能力を超え、外

部からの 支援を要請する必要がある 状況

や出来事のことであり、要因は問わない。

また支援受援の関係がある。 

② 一般的に、支援側は専門性は高いが権限

はない。すなわち受援側の指揮下で活動す

る必要がある。 

③ 適応される法令や支援体制は、受援側の

組織ごとに異なる（例：企業、自治体、ボラ

ンティア等）。 

④ 産業保健支援活動は、DMAT、DPAT、DHEAT

等、多様な支援団体と連携して活動する必

要がある。 

⑤ 東日本大震災の教訓化を果たすために、

災害レスポンダーを対象とした産業保健支

援体制を確立しなければならない。 

 

6. 災害時のメンタルヘルス（セルフチェッ

ク、スクリーニングから面談技法）（真船） 
① 緊急時は，メンタルヘルスに関する支

援を急がずに，安全を最優先に確保する 

② 既往歴がある場合や社会的支援の少な



い場合等，メンタルヘルス不調の発症リス

クが高い対象者への支援を優先する 

③ 平時からリーフレット等により，セルフ

チェックと自発的な相談を促す周知・啓発

を徹底する 

④ スクリーニング（調査）の一斉実施は，

必ず事後措置と合わせて実施する 

⑤ 個別支援は画一的・一律に提供するので

はなく，観察と声かけによるニーズの評価

を重視する 

⑥ 災害そのものの影響だけでなく，災害に

よる非難や中傷といったスティグマが生じ

る可能性を評価する 

 

7. 医療機関の災害時の産業保健（中森、

三田） 

災害時には，保健医療機関の職員は自ら

が被災者であるにもかかわらず平時以上の

業務負担が生じる．持続可能な復興には，

速やかに外部支援を求め，効果的な支援を

受けることができるようになることが必要

である．しかし，我が国ではこれまで，保

健医療機関は支援要請をためらう傾向があ

った．昨年度までの考察で，効果的支援ノ

開始が遅れることなく，また受援者側の負

担が増えないようにするためには，二段階

支援が有効ではないかという結論（「二段

階支援モデル」の提唱）に至った．今年度

は，この二段階支援を有効におこなうため

には，どのような準備が必要かを考察し

た． 

①「二段階支援モデル」の概要． 

第一段階は，被災あるいは被災地に近い

保健医療機関（この項では両者をまとめて

被災地内保健医療機関とする）への，速や

かなコーディネーター派遣である．このコ

ーディネーターに求められる機能は，どの

ような機能あるいは物資の支援が事業継続

のために必要なのかを，受援者と共に考え

ることである． 

第二段階は，コーディネーターが必要と

考えた業務を実際に行うことができるモジ

ュールの派遣である．このモジュールに

は，その実務を指揮する人と被災者の代わ

りに実務そのものを行うことができる人員

が必要である． 

このような二段階制をとることによっ

て，支援の開始の遅れや支援過多を防ぎ，

よりスムースな地元体制への復興も期待で

き，支援者と受援者のよりよい関係性を築

くことが期待できる． 

②「二段階支援モデル」を有効にするため

に必要な要素． 

二段階支援には，優秀なコーディネータ

ーと，このコーディネーターに対して主体

性をもって支援を要請できる受援者の二つ

が不可欠である． 

・コーディネーター：コーディネーターは

最初に被災地内に入る．保健医療機関に勤

務する人々の肉体的，精神的な負担を理解

でき，被災地内外のどの組織と連携すれば

その負担を減らすことができるのかを理解

できる能力が必要である．具体的には，①

被災時に同機関が求められている役割，②

同機関に必要な支援の内容，③被災地外の

どの組織にどのようなモジュールを応援要

請するべきか，を理解できる必要がある．

すなわち，被災地内保健医療機関の果たす

べき役割を従前から充分理解している人が

ふさわしい． 

・受援者に求められる要素：被災前から，

その地域の医療保険体制は，どのような様

子であったか（地域性）を理解し，これを

支援者に伝える事が重要である．これは何

ら難しいことではなく，地域包括ケアの中

での各医療施設の立ち位置，あるいはその

地域の保健圏域の構造を理解すれば可能で

あり，これを支援者に如何に積極的に説明

し，どのような状態に復興していきたいか

を明示することが重要である． 

③今後にむけて 

保健医療機関は，自施設が被災した場合

のために，「二段階支援モデル」を考慮し

た BCPを作成しておくことが望ましい．こ

の BCPの中で，①二段階支援を具体化する

ために，どの地域の保健医療機関が被災し

た場合，だれが支援にはいるのか，各保健

医療機関は地域間で提携しているべきであ

る．その上で，②平素から互いの地域の保

健医療構造をよく理解しておくこと，が最

も肝要であることを，認識すべきである． 

④まとめ 

被災地内保健医療機関には多大な負荷がか

かる．一見被災していないように見えて



も，その機関ではたらく職員は，直接ある

いは間接的な被災者であり，支援は必要で

ある．これらの保健医療機関を支援する場

合には，まずコーディネーターを派遣し，

無理や無駄のない二段階支援を行うことが

理想であると考える．そのためには，平素

から地元の保健医療構造をよく理解し，

「二段階支援モデル」を考慮した BCPを作

成しておくことが必要である． 

 

8.新興感染症発症時の産業保健の考え方

（鈴木） 

感染症の特殊性クリニカルマネジメント

の難しさ 

• 原因となり病原体が目に見えない、知ら

ない間に伝播する。 

• 潜伏期の問題があり、化学物質などと異

なる、すぐに症状が発現しない。 

• 必ずしも診断が容易ではない。症状が発

熱、呼吸器・消化器症状などであり特異

的でない 

このことから、感染症危機管理が困難で

ある。 

新興感染症・再興感染症はさまざまであ

り、今回のコロナ禍に限らず、今後も新た

な感染症の世界的な流行のリスクがある。

このてんから、感染症危機管理が非常に重

要で有、感染対策を実施して、感染拡大を

抑制し被害を最小限にする事が重要である。 

この点をふまえて、新興感染症や再興感

染症に対する備えを行っているかの問題点

を企業に質問を行って、問題点を抽出し

た。 

新興感染症についての事業継続計画を策

定しているかと言う問いには半数以上が策

定していない状況であり、新型インフルエ

ンザウイルス感染症や新型コロナウイルス

感染症など各々の疾患で場当たり的に対応

している現状が想定された。策定された事

業継続計画は、感染対策の専門家に相談

が、どこを窓口にするのが良いのか、困難

であり、気軽に相談できる感染制御の専門

家のニーズを満足するように感染症、感染

制御の専門家へのアクセスを増やす様にす

るのが良いと考えられた。感染症危機管理

が可能な専門家の要請が急務であると考え

る。 

9.災害時のリスクコミュニケーション（放

射線教育と不安の関係性から）（岡﨑） 

クライシスコミュニケーション（リス

コミ）は平時のリスコミと異なり、情報が

一方的になりやすい。またネガティヴな情

報のインパクトの方が強くなり、正しい情

報が伝わりにくくなる。正しい知識は不安

を軽減する可能性は高いが、科学的なデー

タに基づく情報だけでは、不安軽減に至ら

ないこともある。科学リテラシーが高くな

るほど、意見が二極化する。またリスクに

対して、技術者や行政の考え方と社会学者

や市民の考え方が異なるためギャップがあ

るので、リスコミを行う時は信頼関係を構

築する必要がある。安心と安全を意識しつ

つ、リスコミを行う時の心構えは、専門家

として正しい情報提供を行うとともに、人

として嘘をつかない、相手を否定しない、

説得しないなどを心がけ、どのようにすれ

ば良いか一緒に考えることが重要である。 

 

本研修会には 61名の参加があった。本研

修会の満足度等に関するアンケートを行っ

たところ 39名から回答があった。研修会に

対し、満足度は 89.7％、「学びたいことや

期待と一致していた」には 87.1％、本プロ

グラムの継続に関しては 97.4％とそれぞれ

高い評価を得た。「良かった講義」として回

答されたのは、平均 70.7±12.0％（51.3−

79.5％）であった。 

2 時間休みなく続けたことや、資料がな

い、スライドが一致しないなど運営上の不

備の指摘もあったが、「参考になった」、「ま

た参加したい」、「新たな災害産業保健トレ

ーニングコースが始めて欲しい」という好

意的な意見もあった。 

 

Ｄ．考察 

災害産業保健に関しては、まだ浸透して

いない。企業、自治体職員あるいは医療機関

において、災害産業保健は異なる。今後はこ



のような講習会等を行い、災害産業保健の

重要性を啓発してことが課題であると考え

られた。 

  

Ｅ．結論 

災害産業保健に関する教育講習会を行う

ことができた。 

 

Ｇ．研究発表： 

1.  論文発表 

・Mori K, Tateishi S, Kubo T, Kobayashi 

Y, Hiraoka K, Kawashita F, Hayashi T, 

Kiyomoto Y, Kobashi M, Fukai K, Okazaki 

R, Ogami A, Igari K, Suzuki K, Kikuchi 

K, Sakai K, Yoshikawa T, Fujino Y. 

Assessing the effect of mandatory 

progress reporting on treatment 

requirements identified during health 

examinations at the Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Plant: A time series 

analysis, J Occup Health. 2020;62: 

e12111. P1-7 

・Mori K, Tateishi S, Kubo T, Kobayashi 

Y, Hiraoka K, Kawashita F, Hayashi T, 

Kobashi M, Kiyomoto Y, Fukai K, Tahara 

H, Okazaki R, Ogami A, Igari K, Suzuki 

K,Kikuchi H, Yoshikawa T, Mori T, Ito 

R, Sakai K. Follow-up of Occupational 

Health Issues and Measures Taken in 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant 
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2020.DOI: 10.1097/JOM.0000000000001912 

・林卓哉，真船浩介，松田尚樹，長谷川有

史，加藤尊秋，神田玲子，島田義也，佐藤

健一，森晃爾，立石清一郎，香﨑正宙，岡

﨑龍史、福島第一原発作業者に対する放射

線知識と不安に関する質問調査、産業医科

大学雑誌、2020; 42(4): 339-46 

・ Nagata K, Tateishi S, Mori K: A 

literature review of the health effects 

of workers responding to the Great East 

Japan Earthquake, Environ Occup Health 

Practice 2020; 2. 

https://doi.org/10.1539/eohp.2020-

0005-RA 

・吉川悦子，安部仁美，横川智子，久保達彦，

立石清一郎，森晃爾：熊本地震で被災した

事業場に所属する産業保健専門職の経験か

らとらえた災害時に必要な産業保健専門職

のコンピテンシー、産業衛生学雑誌、編集

中 

・五十嵐侑、立石清一郎、松岡朱理、横川

智子、森晃爾：危機事象に備えるための事

前準備アクションチェックリストの開発、

産業衛生学雑誌、2021（編集中） 

・吉川悦子. 災害対策における産業保健

スタッフの役割. 産業保健と看護 2020; 

12: 534-9. 

 

2.  学会発表 

・立石清一郎.産業保健スタッフとしての

災害への備えと対応～災害産業保健分野の

確立について～、第93回日本産業衛生学会

シンポジウム12『産業保健スタッフとして

の災害への備えと対応～災害産業保健分野

の確立について～』 2020年5月 

・吉川悦子．災害時に必要な産業保健専門

職のコンピテンシー．第 93回日本産業衛
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・劔陽子.「国際貢献の一手法として自治体
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第 79 回日本公衆衛生学会総会 2020 年 10
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日時： 2021年１月31日(日) 13時３０分～15時30分
会場： ウェブミーティング（Microsoft Teams）

コンタクト・インフォメーション：
 立石清一郎（産業医科大学医学部 両立支援科学）
 tateishi@med.uoeh-u.ac.jp

産業医科大学 両立支援科学 立石清一郎

危機発生時のリスク・ニーズへの対応

• 危機管理フェーズの変遷によって変化す
る産業保健ニーズに的確に対応する

• 複合リスクに対応する

2

たとえば、原発事故

3

適切な予防のためには、予測と早期対応が必要

健康障害要因

• 放射線

• 暑熱

• ストレス

• 過重労働

• 生物的要因
4

Mar ‘11 Apr ‘12Sep  ‘11

危機時のリスク・ニーズへの対応
• 危機管理フェーズの変遷によって変化す
る産業保健ニーズに的確に対応する

• 複合リスクに対応する

5

ニーズの変化を予見し、
迅速に対応する

リスクを冷静に判断し、
優先順位を明確にする

調査対象の危機の概要

6

case1 case2 case3 case4 case5

爆発 爆発 爆発 犯罪 震災
化学工業 化学工業 化学工業 自動車業 鉄鋼業

1200名 250名 190名 15000人 3000名
専属産業医2
常勤保健師3
ハイジニスト2

嘱託産業医1
常勤保健師1

専属産業医2
常勤保健師3

専属産業医4
保健師不
明？

専属産業医4
常勤保健師8

死亡者1名
負傷者1名

死亡者なし
負傷者2名

死亡者なし
負傷者6名

死亡者1名
負傷者4名

なし

あり あり あり なし なし

case6 case7 case8

震災 震災 爆発
鉄鋼業 石油業 化学工業

230名 390名 200名

嘱託産業医1名
常勤保健師0名

嘱託産業医3名
常勤保健師1名

嘱託産業医1名
嘱託保健師1名
臨床心理士1名

構内ではなし
(構内以外あり)

死亡者なし
負傷者6名

死亡者5名
負傷者13名

なし あり なし

業種

危機事象

従業員数

産業保健体制

被災者状況

地域への被害

業種

危機事象

従業員数

産業保健体制

被災者状況

地域への被害

1 2

3 4

5 6
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産業保健ニーズリスト
🔎

（五十嵐ら、産業医科大学学会 2014）

フェーズ 1

緊急対応期

フェーズ 2

初期対応期

フェーズ 3

復旧計画期

フェーズ 4

再稼働準備期

フェーズ 5

再稼働期

現場の安全衛生

労働者への対応

直接的被災者
間接的被災者

インフラ関連

衣食住
情報
産業保健サービス

E-1-1 重傷者の有無の確認と救急搬送

E-1-2 搬送先の病院と連携

E-1-3 軽傷者の応急処置及び病院紹介

E-1-4 被災者の死亡確認及び検案書作成

F-3-1 地域住民の苦情等に対応した者へのケア

F-3-2 記者会見をした者へのケア

F-3-3 事故調査班の過重労働対策

F-3-4 現場対応をした者へのケア

F-3-5 遺族対応をした者へのケア

医学・保健の専門家という立場で事業所全体を俯瞰的に見

ながら、

 経時的に各段階でどのような健康被害が

生じているのか

 今後どの部署にどのような健康リスクが発生

する可能性があるのか

ということを科学的見地から冷静に評価していく必要がある。

https://sites.google.com/view/oh-in-disasters/%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%A0

災害産業保健災害産業保健

緊急対応期：100％
初期対応期：90％
復旧計画期：67％
再稼働準備期：80％
再稼働期：100％

新たなニーズが発生

熊本地震で得られた知見などをもとに、 2019年3月
『危機対応マニュアル』をVer.2.0として改訂された

『危機対応マニュアル』と熊本地震における
産業保健活動で発生したニーズとの適合率

http://ohtc.med.uoeh-u.ac.jp/wp-content/uploads/2019/10/kikikanri-ver2.pdf

災害産業保健災害産業保健 🔎

企業調査
 従業員500人以上の事業場に調査
 回答率234/1845＝12.7％
 災害前に危機管理組織が存在した 148事業場
 産業医に関与してほしい 200事業場
 産業医に対する期待
従業員の健康リスクの見積もりに関与する 119事業場
担当者として従業員リスクへ対応する 165事業場
危機管理対策組織に入る 107事業場

9

平成24年度産業医学振興財団(研究代表者：立石清一郎）
専門職の企業危機発生時（震災・爆発事故等）の意識に関する調査研究

産業医調査:期待される役割（産業医15名に調査）

事前の健康障害の想定（100%）
相談できる人脈づくり（96%）
役割の明確化（92%）
物品の事前準備（92%）
マニュアル作成（80%）
災害訓練への参加（80%）

10

平成24年度産業医学振興財団(研究代表者：立石清一郎）
専門職の企業危機発生時（震災・爆発事故等）の意識に関する調査研究

産業保健ニーズをシナリオとして利用 ⇒
危機事象に備えるための事前チェックリスト

11 12

7 8

9 10

11 12
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例；スクリーニング

災害前の準備

【すべての職員へのBCP策定対応】

• ≪絶対基準≫48時間に連続6時間以上の休息
をはさむことが必須

• ≪相対基準≫24時間に2時間（分割可）の休息
をはさむことが望ましい

⇒基準を満たせない場合、健康観察の対象

14

産業医科大学病院BCP

被災企業・組織への支援
人吉球磨地区研修会
～支援体制の構築～

• 災害時の自治体における産業保健体制強化の必要性について
• 熊本地震時の益城町における産業保健体制強化の経験について
• 熊本地震時に自治体職員に認められたメンタルヘルス問題
• 今後、各市町村で何をすべきか
• 意見交換

参加者：市町村産業保健スタッフ、県医師会、保健所、産業医大、DMATロジスティックチーム
熊本大学、熊本こころのケアセンター、熊本産業保健総合支援センター、など

災害産業保健を行う際に必要な要素

16

災害対応
事前の
準備

継続的な
産業保健体制

事前準備
AC（森）

対応人材
コンピテンシー調査（吉川）
既存チームとの連携（久保）
対応内容
メンタルヘルス（真船）
感染症（鈴木）
リスク評価（第2部）
リスクコミュニケーション（岡崎）
対応場面・事例
医療機関（中森）
地方公務員（劒）

労働者・職員の健康確保
×災害の時だけ
〇日頃の健康管理につなげる

★日常的な産業保健活動

★時間差で発生する問題
• バーンアウト（管理職）
• 離職

次の災害への備え

13 14

15 16



1

災害時に求められる産業保健事前準備
事前準備アクションチェックリストの開発

分担研究者 森 晃爾（産業医科大学）
研究協力者 五十嵐侑（東北大学）

松岡朱理（HOYA）
横川智子（JR東海）

代表研究者 立石清一郎（産業医科大学）
1

事前準備チェックリストの考え方①

•危機事象発生時に迅速に対応するためには
準備が必要
•準備は想定されるニーズ（シナリオ）に沿って
行われるべき

2

A-2-1 食料・水の調達

A-2-2 洗面所やトイレの衛生状態の確認

A-2-3 仮眠スペース及び応援要員の住居の

確保
A-2-4 応急対応に必要な医薬品の提供

A-2-5 快適職場環境の維持

A-2-6 支援物資の管理

B-1-1 危機事象に関する情報収集 B-2-1 多方面からの構内状況の情報収集 B-3-1 ストレスケアの方法及び適用範囲に

ついて専門家へ相談
B-2-2 従業員の健康障害について管理職へ

報告

B-3-2 従業員の健康障害について管理職へ

報告

B-2-3 健康相談窓口について従業員への周

知
B-2-4 他部署との情報共有システムの構築

C-1-1 産業保健スタッフ間の緊急連絡 C-2-1 医薬品の補充 C-3-1 他事業所からの応援要員に対する安

全衛生教育
C-1-2 産業保健スタッフ自身の安全確保 C-2-2 祝休日における診療所での診療 C-3-2 医薬品の補充

C-1-3 緊急医療対応 C-2-3 診療所の安全確保及び修復 C-3-3 カウンセラーの増員
C-1-4 産業保健スタッフの役割分担 C-3-4 地域住民の健康相談

D
現場の安全衛生

D-1-1 現場で発生した危険物質への対応

方法に関する助言

D-2-1 現場で発生した危険物質への対応方

法に関する助言

D-2-2 現場作業者の衛生管理サポート

D-2-3 職場の有害物質に関して消防隊への

情報提供
E-1-1 重傷者の有無の確認と救急搬送 E-2-1 被災者の身体的・精神的訴えへの対応 E-3-1 危機事象に遭遇した者へのケア

E-1-2 搬送先の病院と連携 E-2-2 搬送先病院のリストアップ及び連携の

継続

E-3-2 被災者のメンタルヘルスケア

E-1-3 軽傷者の応急処置及び病院紹介

E-1-4 被災者の死亡確認及び検案書作成
F-2-1 地域住民の苦情等に対応した者への

ケア

F-3-1 地域住民の苦情等に対応した者への

ケア

F-2-2 記者会見をした者へのケア F-3-2 記者会見をした者へのケア

F-2-3 被災者やその家族への対応者へのケ F-3-3 事故調査班の過重労働対策

F-3-4 現場対応をした者へのケア
F-3-5 遺族対応をした者へのケア

G-2-1 危機事象の責任に関わる者へのケア G-3-1 危機事象の責任に関わる者へのケア
G-2-2 事情聴取を受けた者へのケア G-3-2 事情聴取を受けた者へのケア

H-2-1 特別な医療対応が必要な者への対応 H-3-1 被災者と親しい者へのケ ア

H-2-2 被災者と親しい者へのケア H-3-2 被災者家族へのケア
H-2-3 被災者家族へのケア H-3-3 精神疾患既往がある者へのケア
H-2-4 新入社員へのケア H-3-4 該当事業所から異動した精神疾患既

往者のケア

H-2-5 過去に被災を経験した人の体調不良へ

のケア
I-2-1 メンタルヘルス不調のハイリスク者の選

定

I-3-1 従業員の健康状態確認のための職

場巡回

I-2-2 脳・心血管系疾患のハイリスク者の選

定

I-3-2 メンタルヘルス不調の全体スクリーニ

ング
I-2-3 事業所存続への不安に対するケア I-3-3 従業員面談の実施及び要フォロー者

の選定

I-3-4 ラインケアのための管理監督者教育

I-3-5 事業所存続への不安に対するケア

1　緊急対応期 （P.12-16） 2　初期対応期 （P.17-25） 3　復旧計画期 （P.26-32）

産業保健ニーズ一覧

危機事象が発生した直後は、現場が混乱

し、情報が錯綜している時期です。被災者救

助に加え、鎮火など起きた事象を落ち着か

せ安全確保を図るフェーズです。

現場の混乱が落ち着き、安全が確保された時

点から、このフェーズに遷ります。損害状況の把

握や事業所全体として対外的な対応が求めら

れます。

事故原因の分析と再発防止策を検討するとと

もに、再稼働に向けた計画を立てていくフェー

ズです。

H

影響を

受けやすい者

I
全体の従業員

A

ライフライン・

衣食住

B
産業保健サービス

に必要な情報

C
産業保健サービス

のインフラ

E
被災した者・

危機事象に直面

した者

F
発生する問題

への対応者

G
災害の原因に

関与した者

B-4-1 ストレスケアの方法及び適用範囲につい

て専門家へ相談

B-5-1 事業所内のハザードマップの作成

B-5-2 危機管理体制及び実施した活動につい

ての評価
B-5-3 危機管理マニュアルの改訂

C-4-1 他事業所からの応援要員への安全衛生

教育

C-5-1 メンタルヘルスケア専門職の確保・設置

C-4-2 メンタルヘルスケア専門職の確保・設置

C-4-3 ニーズに沿った健康管理体制の見直し

D-4-1 復旧作業における従業員の健康障害予

防

D-5-1 定常的な衛生管理活動 D-6-1 熱中症対策

E-4-1 危機事象に遭遇した者へのケア E-5-1 職場復帰した被災者のフォロー

E-4-2 被災者のPTSDに対するケア E-5-2 被災者が適切な医療を受けられるため

のサポート

E-4-3 被災者が適切な医療を受けられるための

サポート

E-5-3 産業医面談の実施

E-5-4 被災者の状況に合わせた就業配慮

F-4-1 地域住民の苦情等に対応した者へのケア F-5-1 過重労働対策

F-4-2 事故調査班の過重労働対策
F-4-3 遺族対応をした者へのケア

G-4-1 事情聴取を受けた者へのケア G-5-1 書類送検されうる災害責任者へのケア

H-4-1 過去に被災を経験した人の体調不良への

ケア

H-4-2 被災者家族へのケア

I-4-1 社内誌等での健康情報の発信 I-5-1 メンタルヘルス不調の全体スクリーニン

グ

I-6-1 花粉症対策

I-4-2 メンタルヘルスプログラムの計画 I-5-2 一般的な健康講話の実施 I-6-2 インフルエンザ対策

I-4-3 メンタルヘルス不調の全体スクリーニング I-6-3 食中毒対策

時間経過とは無関係に求められる季節特有の

リスクへの対応

4　再稼働準備期 （P.33-38） 5　再稼働期 （P.39-43） 季節に関わる問題 （P.44-46）

再稼働への見通しが立ち、実際に再稼働に向けた

準備を行っていくフェーズです。

被災した設備が再稼働し、平時の状態に戻って

いくフェーズです。 インタビューをもとにした
既存のチェックリスト

事前準備チェックリスト
の改訂

事前準備チェックリストの考え方②

•チェックリストの形式としてアクションチェックリスト
を採用
アクションチェックリスト
取り上げる改善策がアクションフレーズとして選択形式

で用意されており、優先順位を意識して選択することに
よってアクション（改善）に結び付きやすい。

多くの事業場で一定の準備が行われていることを
前提として、優先順位を付けた改善が可能

3

方法

1. 危機対応マニュアルの107のニーズ一つ一つに対して、
「災害時にそのニーズに対して円滑に対応するための準備
として何が必要か？」という観点から、準備項目を挙げた。

2. それぞれの項目に、コーディングを行った。
3. KJ法によりカテゴリー化した。
4. 準備項目をアクションフレーズで表現し、小項目とした。
5. 先行研究の項目から、小項目の追加を行った。
6. 研究班全体でレビューを行って、全体の構成および表現に
改善を施した。

4

危機事象に備えるための事前対策アクション
チェックリスト

構成：全30アクションフレーズ
(1) 災害発生後の組織体制・仕組み
づくり（12AP）

(2) 産業保健スタッフの体制・仕組み
づくり（9AP）

(3) シナリオ作成・訓練（3AP）
(4)健康障害ハイリスクグループの想定
とアプローチ方法の検討（4AP）

(5) 外部資源とのネットワーク構築
（2AP）

5

考察
•想定される産業保健ニーズ対して、非宇藤な事前準備事
項を洗い出し、優先順位を付けて改善策を検討し、関係
者に働きかけていくことが望まれる。
•具体的には、
•BCPの中に労働者の健康確保対策を位置付けること
•危機対応組織の中での産業保健専門職の役割を明
確化すること
•訓練で用いるシナリオに労働者の健康確保対策反映
させること
•訓練の結果や実際の経験をもとに準備事項の見直し
を図ること

等の対応を行う。
•アクションチェックリストも、実際の災害発生時のニーズを
収集し、継続的に改善を図る必要がある。

6
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災害産業保健 PROJECT で検索

謝辞

助言をいただきました研究班メンバーの
中森知毅先生
吉川悦子先生
岡﨑龍史先生
久保達彦先生
杉原由紀先生
安部仁美先生
鈴木克典先生

に深謝いたします。
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大規模災害時の
自治体職員の産業保健

人吉保健所 所⾧
球磨地域振興局 産業医

劔 陽子

人吉保健所と7月4日球磨川流域の水害

• 鹿児島・宮崎と県境を接する熊本県南部人吉球磨地域10市町村
（1市5町4村）を管轄する県型保健所

• 7月4日に球磨川が氾濫。人吉市、球磨村、山江村、相良村に甚
大な被害が発生した。その他の町村にも住家被害、農業被害な
どが発生している。

• 7月4日水害により、各市町村には避難所が開設された。最も多
かった人吉市には当所10か所の避難所が開設された。球磨村は
発災当初は道路被害が大きく一般車両が村内に入ることが困難
であった。村内2か所の避難所に加え、ヘリコプターで孤立地
域から救出された住民は、村外の避難所2か所（人吉市、多良
木町）に避難することとなった

災害時には、自治体職員に多大な負担がかかる

 災害は突然やってきます

 通常業務に災害対応が加
わり、業務量が爆発的に
増えます

 自身も被災していること
もあります

 しばしば、自分や家族よ
り住民を優先させて仕事
をしなければなりません。
弱音も吐けません

発災以降、県地域振興局、管内市町村の職員たちの
多くが「過重・⾧時間労働」の状態にある

自治体職員の産業保健

自治体の場合、「職員が健康で働ける環境を整える＝産業保健活
動をしっかり行う」ことにより、「自治体住民の暮らしを守る」
ことにつながることになります。

災害時には、自治体職員が健康に働き続けることで被災住民の支
援を十分に行うことが出来、結果的に「地域の復興」の源となり
ます。

しかし、特に市町村レベルでは、自治体内産業保健体制
がとても脆弱なことも多い

人吉保健所管内１０市町村の災害保健体制

• 産業医不在 １か所
• 産業医は選任されているが、会ったこともない １か所
• 産業医以外では、多くの市町村で自分の市町村の保健センター
保健師が産業保健に関わっている

• 安全衛生委員会について言及があったところは６か所。２か月
に１回１か所、年４回２か所、年２回３か所

• 管内は精神科医が産業医をしているところが多く、メンタルヘ
ルス研修会、メンタル相談などには比較的取り組んでいた

• 休職者の復職時に体制を作って対応していると記載があったと
ころは一か所
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熊本地震
被災自治体の例

元々の産業保健
体制が脆弱だっ
たため、発災直
後は勃発する課
題を対処できな
いでいたが、外
部支援者の助言
を受け、徐々に
体制を整えて

いった

広島大学公衆衛生学 久保医師作成

災害時保健医療調整会議

発災翌日より、保健所が主催して開催

•市町村に、災害時にも職員の労務管
理、健康管理が重要であることを助
言

•職員向けセルフケアチラシ等を配布。
庁舎内トイレなどに貼っておくこと
を提案

•職員向けセルフケアチラ
シの局内トイレへの掲示

•「災害時の職場のメンタ
ルヘルス」リーフレット
（高知県作成）を配布

災害急性期に心身に現れるス
トレス反応について、相談先
について周知

発災早期 人吉球磨管内自治体産業医・担当者向け
災害時自治体産業保健研修会・意見交換会の開催

医師会に頼んで、
研修単位も付与

してもらいました！

８月以降の地域の自治体産業保健に関する動き

• ９月人吉市に「健康状況調査票」の提供。安全衛生委員会に
保健所と県産業保健推進センターから参加
• 産業医不在であったところへ産業医の紹介
• 湯前町、五木村から「健康状況調査」について相談。産業医大
立石先生が解析結果や対策について助言

• 山江村から職員向け研修会講師の依頼（１２月予定がコロナの
ため延期となっている）

• 地域振興局での産業保健活動の紹介

12

7 8

9 10

11 12



2021/3/2

球磨地域振興局での結果 令和２年８月実施
対象：総務振興課２１名、保健福祉環境部２８名、農林部５０名、

土木部３５名 計１３４名 回収率８５．８％
• 「体調が悪い」7.8%、「だるい」53.5%、「起床時に疲れが残っている」
71.9%

• 21.7%が「定期通院できていない」
• 約８割の職員が５時間以上の睡眠は確保できているものの、22.8%が「あ
まり眠れない」と答える

• 週１日も休めない状況6.1%、発災後１か月の休みが３日以下9.6%
• 「業務の量や質の負担の増加を強く思う」32.2%、「仕事の裁量度や自由
度が下がったと思う、強く思う」48.7%

• 「職場の雰囲気が悪い」5.2%
• K6 10点以上の12人（10.4%)
• Wfun 21点以上20人（17.4％）

⇒K6が10点以上、「体調が悪い」と回答した人に声をかけ、面談希望者７
人に産業医、保健師で面談を実施した（別途⾧時間労働面接もあり）

職員厚生室の
保健師に

来てもらいました！

１２月に現状について聞いてみました
【これまでの産業保健活動実施状況】
• 健康管理やメンタルヘルスに関するチラシ等の配布

実施済み４か所
• 衛生委員会 開催済み６か所 開催予定１か所
• ストレスチェック 実施済み６か所 実施予定２か所
• 健康調査 実施済み３か所
• 産業医等面談 実施済み５か所、実施予定１か所
• 産業保健に関する研修 実施予定１か所
• その他実施予定２か所（ストレスチェック結果説明、計画年休等）

１２月に現状について聞いてみました
【抱えている課題】
• 産業保健を担う総務課や衛生管理者となっている役場保健師自体が忙しく、手が
回らない

• 元々の産業医とのつながりが薄いため、相談できない
• ストレスチェックで高ストレスとなっても、面談希望をする人が居ない。管理者
への結果提出を同意する人もいない

• 小さい市町村では、⾧時間労働が続いても交代要員がいないので支援策がとれな
い

• 業務過多となっている課に研修等介入したいが、忙しいので時間が取れない
• 災害後、メンタルダウンによる休職者が出続けている
• 災害業務が優先され、業務にあたる職員への支援が後回しになる
• 災害以降時間外勤務が続いている課があり、体調面を危惧している

１２月に現状について聞いてみました

【希望する産業保健的支援】
• 全職員向け個人面談
• 産業保健に関する研修会や意見交換を引き続きお願いしたい
• 衛生管理者の派遣事業
• 休職者対応の相談窓口
• 産業保健職を新たに任用するにあたり、委託先を紹介して欲し
い。市町村内相談窓口運営の留意点などを知りたい。

• 産業医や保健師の派遣
• 健康調査の継続（フォローアップ）の支援

まとめ
• 災害発生時には、地域住民の命を守るために、地域の復興のた
めに、自治体産業保健は非常に重要になる

• しかし、市町村の産業保健体制は脆弱なことが多く、災害で業
務量が増えているときに、自分の市町村内リソースのみで十分
な産業保健活動を展開するのは困難

• 今回は、たまたま地域の保健所⾧が産業医大卒業生で産業保健
に関心があり、卒業生ネットワークを使って活動に結びつける
こともできたが、本来は管轄市町村の産業保健活動への関与は
保健所⾧の職務ではなく、深く関与することは難しい

災害時に、市町村の産業保健活動に協力、助言できる
「災害時産業保健チーム」が必要

普段から、産業保健の重要性について市町村に知って
もらい、意識を向上してもらうことも必要
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1

キーメッセージ

1. 災害とは、現地の対応能力を超え、外部からの支援を要請
する必要がある状況や出来事のことであり、要因は問わな
い。また支援受援の関係がある。

2. 一般的に、支援側は専門性は高いが権限はない。すなわち
受援側の指揮下で活動する必要がある。

3. 適応される法令や支援体制は、受援側の組織ごとに異なる
（例：企業、自治体、ボランティア等）。

4. 産業保健支援活動は、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、ＤＨＥＡＴ等、多様
な支援団体と連携して活動する必要がある。

5. 東日本大震災の教訓化を果たすために、災害レスポンダー
を対象とした産業保健支援体制を確立しなければならない。

広島大学 久保達彦 1

コンタクト・インフォメーション：
 久保達彦（広島大学）
 tkubo@hiroshima-u.ac.jp

令和3（西暦2021）年1月31日
災害産業保健 厚労科研研究班 研究成果発表会

災害とは？

現地の対応能力を超え、

国内外のレベルにて外部からの
支援を要請する必要がある

状況や出来事のこと

3

Humanitarian Health Action 
http://www.who.int/hac/about/definitions/en/

支援者・受援者が存在

広島大学 久保達彦

論点

 ３つの挑戦
（１）外来支援能力をいかに拡充するか？

external capacity
（２）地域の既存サービスの補完・調和をいかに図るか？

local capacity
（３）上記をいかに被災地の主体性（権限）のもと調整するか？

coordination cell (within local authority)

災害時の救援活動の基本構成

広島大学 久保達彦 4

支援・受援関係の存在

（特性） 受援側： 権限あり、専門性低い
支援側： 権限なし、専門性高い

協同不可欠

阪神・淡路大震災
1995年1月17日5時46分

死者・行方不明者 6,437名負傷者は43,792名を

３連休明け早朝に発生
–職場よりも自宅等（生活拠点）で被災
–帰宅困難者の発生回避や、比較的スムーズな家族
安否確認 ⇔ 職域に注目集まらず

強烈な教訓「防ぎえた災害死」
–死者数の80％は木造家屋の倒壊による圧死
–圧挫症候群（クラッシュシンドローム）
⇒ 病院前救護（プレホスピタル・ケア）の整備

“災害医療の夜明け”⇒ 創設へ
5

“災害医療の夜明け”

広島大学 久保達彦

災害医療体制の４つの柱

① 災害拠点病院

– 阪神大震災の翌年から整備（全国で約670病院）

② ＤＭＡＴ

– 病院前救護

③ 広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）

– 情報共有WEBシステム

④ 広域医療搬送計画

– 重傷患者を被災地外の災害拠点病院等へ搬送し救命す
るための計画（内閣府）
• 1)東海地震 2)東南海、南海地震 3)首都直下型地震

6広島大学 久保達彦
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2

論点

３つの挑戦

（１）外来支援能力をいかに活用するか？

external capacity

（２）地域の既存サービスの補完・調和をいかに図るか？

local capacity

（３）上記をいかに被災地の主体性（権限）のもと調整するか？

coordination cell (within local authority)

災害時の救援活動の基本構成

7

保健医療調整本部（行政＋災害医療コーディネーター）

災害拠点病院

DMAT等医療チーム

広島大学 久保達彦

災害派遣医療チームDMAT
Disaster Medical Assistance Team（2015年～）

５つの特徴
① 事前計画（ＤＭＡＴ活動要領）、都道府県と各医療機関の協定
に基づく活動
• 活動費用や隊員負傷時の補償等も含めた事前協定

② 標準的な教育を受けた個人が登録されている
• 標準テキスト共通言語を共有する仕組み

③ 複数のＤＭＡＴの連携、組織的活動が可能
• 小規模チームがＤＭＡＴ本部の指揮命令下で連携して活動

④ 事前計画に基づき関係機関との連携調整ができる
• 都道府県の地域防災計画・医療計画に組みこまれている

⑤ 安全に関して適切に自己管理できる
• 危険予知・対応トレーニング・個人装備配備

8広島大学 久保達彦

東日本大震災と災害医療の間隙

• 東日本大震災（津波災害）の特性
– ①超高齢社会での発生
– ②福島第一原発事故の併発

• 災害医療の間隙をついた東日本大震災
– ①予防可能な死の局在： 外傷患者より避難所等での高
齢者管理等に局在

– ②原発事故対応： 病者のみならず健常者を含む作業者
の組織的な健康管理が求められた

– ③緊急対応期のみならず復旧復興期に渡り地域の復興
事業と調和をもって継続的に実施される必要があった

課題認識の受け皿としての“災害公衆衛生”
行政・地域の医
療保健活動等と
の連動広島大学 久保達彦

9

災害後の産業保健の重要性
• 災害医療の戦略： 社会的弱者（女性・子ども・高齢者・障害者）

– 救命活動効果最大化のために合理的な戦略

• 復旧復興の原動力： 働く人々

• この国の希望は?：次世代 (赤ちゃん・子どもたち) 

• 希望を守り育てるのは誰か?
– 親（父母）

– 親は生活を維持し、家族を守るために仕事が必要

– 親(=労働者)の職場での安全を守る＝家族の生活を守る
「被災地を元気に歩く屈強な男性」

– 産業保健は経済活動の力を健康管理に導入することができる

支援を通じての気づき１

広島大学 久保達彦 10

論点

３つの挑戦

（１）外来支援者

external capacity

（２）既存サービス提供者

local capacity

（３）調整権限をもつ組織

coordination cell (within local authority)

災害時の産業保健活動は誰が行う？

広島大学 久保達彦 11

調整機構？行政政策/各組織BCPにおける位置づけ？

職域毎に選任

人的資源？

福島第一原発事故支援活動

３つの挑戦

（１）外来支援者

external capacity

（２）既存サービス提供者

local capacity

（３）調整権限をもつ組織

coordination cell (within local authority)

広島大学 久保達彦 12

企業から付託された会議（厚生労働省/経済産業省等からの依頼）

企業（東京電力等）

産業医科大学等
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保健医療調整本部（日本）

様式の統一

行政が主導する調整への参加＋無数のチームとの連携必須

無数の支援団体

DMAT
DPAT
DHEAT
JMAT
日赤
NHO
PWJ
JH
AMAT
TMAT
JRAT
PCAT

広島大学 久保達彦 13

サービス内容のタイプ

 （質）平時から産業保健業務に従事する専門職（余力で実施）【プロ】

 （量）汎用化された技術を用いた医療チーム等による提供【セミプロ】

DMAT DPAT DHEAT (産保支援Ｔ)

名称
災害時派遣医
療チーム

災害時健康危機
管理支援チーム

災害派遣精神医
療チーム

災害産業保健派
遣チーム （仮）

隊員 救急医等 精神科医等 行政官 産業医等

主たる
支援対
象

傷病者

 メンタルヘル
スケアニーズ

 住民・患者・支
援者・行政官

行政官による災
害対応職務

労働者（≠住民）の
産業保健・組織的
な健康管理ニーズ

特徴
圧倒的な人数
医療に強み

メンタルに強み
予防的活動含む

行政（保健所）連
携に強み

対応者健康管理

広島大学 久保達彦 14

災害時の既存チームの役割と産業保健チーム

産業保健サービスの既存体制

広島大学 久保達彦 15

• 労働安全衛生法等（産業医）

民間職員

• 人事院規則等（健康管理医）

行政職員

• 労働安全衛生法（派遣元病院産業医）

外来支援者

• 民間保険（ 該当なし ）

ボランティア

職域毎にアプローチのチューニング必要職域毎にアプローチのチューニング必要

福島原発事故を契機
に顕著に発達

“隊員健康管理・支援
者支援”＝訓練され

た専門職

次なる整備のター
ゲット

自治体職員向け災害産業保健

 体制構築上の構造的な課題
– 住民優先
– 法令・事前計画遵守
– 平時の産業保健体制が民間企業と比較して手薄
– 職員主体・外部支援を民間より受けにくい

 対処（民間企業と共通）
– 既存体制（産業医・人事労務担当）を支える連絡体制（本会）
– グッドプラクティスの共有・対応の標準化
– 外来支援者の組織化と計画への落とし込み
– 多様な支援者との連携（DMAT/DPAT/DHEAT・・・）

16

 災害対応・復興を担う人材の健康・安全管理が、迅速かつ混乱な復興を加速する
 支える側を支える“支援者支援”≒産業保健

グループワークに向けて

広島大学 久保達彦

３大震災の比較 関東大震災
（M７．９）

阪神大震災
（M７．３）

東日本大震災
（M9.0）

発生 1923年9月1日
午前11時58分

1995年1月17日
午前5時46分

2011年3月11日
午後2時46分

死者・行方不明者 約10万5千人 6437人 1万8498人

経済被害 6兆9千億円 9兆6千億円 16兆9千億円

主な特徴 9割が焼死。同時高津
下火災が接近する台
風の強風で広がる。

8割が建物や家具に
よる圧死。老朽化した
木造住宅やアパート
の倒壊が相次ぐ。

9割が水死。福島原
発事故の併発。予
防可能な死は公衆
衛生課題に局在。

→ 災害公衆衛生・
災害産業保健→帝都復興計画

災害公衆衛生“ブーム”（認知）の由来

17

三大震災復興過程比較研究シンポジウム（2014年9月）朝日新聞記事を改編

→ＤＭＡＴ（2005）

災害レスポンダーを対象とした産業保健支援拡充は東日本大震災の教訓化

災害公衆衛生（ＤＨＥＡＴ）
災害産業保健（D-OHAT）

広島大学 久保達彦
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災害時等の産業保健体制の構築のための研究 

災害産業精神保健 
もし災害が起こったら…労働者の心のケア

産業医科大学 産業生態科学研究所 
産業精神保健学研究室　真船 浩介

Join at 
slido.com 
#1345
いつでも，気兼ねなく 
匿名でご質問ご意見を
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概　要
支援の留意点支援の基本

見守り 
（観察）

安全最優先 
支援を焦らない

後押し 
（紹介）

声かけ 
（接触）

□□○ 
　　

□○○ 
　　

□□○ 
　　

無危害原則 
無理強いしない

ニーズ重視 
脱ありがた迷惑

□□最優先 
　　　　　　　

□□□原則 
　　　　　　　

◇◇◇重視 
　　　　　　　

セルフケア 
ラインケア 
支援者支援 
スティグマ
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セルフケア支援ツール
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レジリエンスの維持強化 
BASIC-Ph

Belief & 
 values 

信念・価値 
意義・承認 
自己評価 
宗教・運命論 
楽観性・悲観性

Affect/ 
emotion 

感情／情動 
感情表出・発散 
カタルシス 
情動麻痺 
受容，愛情

Social 

社会・交流 
援助希求行動 
交流，孤立 
社会的役割 
社会的スキル

Imagination 

想像・創造 
遊び，空想 
芸術，創造性 
発散的思考 
視点の転換

Cognitive 

認知・思考 
問題解決 
論理的思考 
情報収集 

優先順位，内省

Physiological 

身体・生理 
運動，摂食 
リラックス 
物質使用 
身体的刺激

６つの
チャンネル
を適応的に
使い分ける
評価と支援
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自尊感情の回復 
スティグマ への対処

自尊感情：自身への価値・肯定の実感

偏見・差別への帰属 
偏見や差別の影響を認める

切り離し・脱同一視 
「人」と「問題」を分ける

内集団への同一視 
仲間内で支援を強化する

肯定的な社会的比較 
他者と比較，客観視する
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災害時のセルフケアの留意点
ハイリスクな 
労働者の条件 
既　往　歴 
喪 失 体 験 
異 動 直 後 
単 独 作 業 
非正規雇用

アセスメント 
が必要な内容 
混乱・沈鬱 
睡眠・休息 
生 活 習 慣 
社会的支援 
スティグマ

持続的な支援体制の確保 
支援者等の交替勤務の整備と休息の確保 
外部の支援機関の活用と受援体制の確保 
支援記録と活動報告の方法・様式を統一

要支援者への 
段階的な支援 
安　定　化 
睡 眠 衛 生 
相 談 勧 奨 
保 健 指 導 
受 診 勧 奨

災害時には，多くの労働者に一時的な不調が表れますが，対象を適切に絞った支援が求められます。既往歴があると，
災害等の劇的な変化により，再発，再燃の危険性が高まります。また，家族や友人，家財等を失う深刻な喪失体験の
ある労働者は重篤な急性ストレス反応が生じる場合があります。さらに，単独での作業や入職・異動の直後のために，
同僚との接点が限られ，孤立する可能性があります。孤立による社会的支援の不足は，疲弊や精神障害のリスク要因 
となります。こうした孤立は不安定な雇用によっても生じる場合があり，将来への不安や利用できる事業場内の資源 
の制約等とあいまって，健康障害のリスクとなります。まずは，平時に把握したハイリスクな労働者のアセスメント 
と相談窓口の周知徹底が求められます。 

心配な労働者には，支援の要否やニーズを判断するためのアセスメントが必要です。仕事に支障が及ぶ可能性のある 
混乱や落ち込み等の気分の変化や飲酒，喫煙，睡眠，服薬等の生活習慣の変化は，支援の要否を左右します。非常時
には，平時と異なる作業が想定され，職場の社会的支援の変化も確認することが重要です。また，事故等の当事者に
向けられる非難や中傷は強い心理的ストレスのリスク要因になります。限られた時間で，要点を絞った聴取に加えて，
継続的に観察することが必要です。 

労働者のニーズに基づいた現実的な支援が必要です。混乱や動揺が著しく，仕事を思うように進められない労働者には
「安定化」と呼ばれる技法が有用です。また，睡眠，飲酒等の生活習慣の変化には，睡眠衛生指導や節酒を促す保健
指導等による簡便な支援が必要です。状態に応じて受診を促すことはもとより，職場での報告や連絡，相談に加えて，
プライベートでの家族や友人との会話等，人とのつながりを意識して強めるだ工夫を促すことも重要です。労働者の
ニーズを整理し，段階的に支援を提供することが求められます。 

持続可能な支援体制と外部からの受援体制を整備することが求められます。多くの支援は，手短でも，ニーズに応じて
段階的に続けることが必要です。急激かつ重点的な支援により，支援者が疲弊しないよう，支援者の休息を確保し，
記録や報告の方法の整理から負担の軽減を図り，持続可能な体制をつくります。また，積極的に活用できる外部支援
を把握・整理することも重要です。
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気持ちを落ち着ける支援
心理的反応

不安，混乱 
動揺，悲嘆 身体的反応

震え，動悸 
呼吸困難

１ 穏やかに，優しく話す

２ ときどき目を見て話す

衝 撃

３ 支援の意向を伝える

４ 安全をともに確認する

５ 現実感を取り戻す支援
現実感の喪失や周囲から切り離された感覚が自覚される場合…

環境刺激に注意を向ける

身体感覚に注意を向ける

苦痛・不快でない環境刺激を選択し，注意を向ける 
注意を向けた後の視覚，聴覚，触覚を話してもらう

自分の呼吸に注意を向けて，ゆっくり息をする 
床に足をつけて，床の感覚（触覚）を味わう 
指や手のひらで膝をたたく
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まとめ
支援の留意点支援の基本

見守り 
（観察）

安全最優先 
支援を焦らない

後押し 
（紹介）

声かけ 
（接触）

無危害原則 
無理強いしない

ニーズ重視 
脱ありがた迷惑

無理なく 
続けられる 
仕組みを 
平時に用意
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新興感染症に対する
企業の意識調査

産業医科大学病院 感染制御部
鈴木克典

• 研究１；災害産業保健マニュアルの作成：2018年度～2019年度
• 災害産業保健ニーズの収集：2018年度【立石、森、鈴木、真船】
• 産業保健ニーズの分析：2019年度前半【立石、森、鈴木、真船】

• 質問紙には地域や業種ごとに想定している災害の種類についても含み差
異についても検討を行う。

• マニュアルの完成：2019年度【立石、森、鈴木、真船】

• マニュアルは以下の3つのコンテンツを含むものとする。それぞれのマ
ニュアルの作成は、過去の文献や専門家インタビューなどを介して作成
される。

• 新興感染症などの発生時のBCP策定に関する産業保健スタッフの貢献
【鈴木】

• 技術支援体制の確立および国の支援体制の提言：2020年度【全員】

• これまでの研究を踏まえたうえで継続的な技術支援体制についてと国の
支援体制の構築に関する提言をおこなう。

感染症の特殊性
クリニカルマネジメントの難しさ

•原因病原体ー目に見えない、伝播する
• 危機意識に乏しい薬剤耐性菌：常在性の問題など

•潜伏期の問題
• 化学物質と異なる、すぐに症状が発現しない

•必ずしも診断が容易ではない
• 症状ー発熱、呼吸器・消化器症状等特異的でない

知らない間に感染を受ける感染拡大が起こる

新興感染症・再興感染症

新興感染症・再興感染症の例

Source: NATURE; Vol 430; July 2004; www.nature.com/nature

アフリカの
高速道路網

1 2

3 4

5 6
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物流と高速道路網の整備によるHIVの広がり 手術の体液におけるエボラウイルスの発現時期

感染症は伝播するリスク
危機管理の中でも特殊である

•危機管理の面から

医療施設において極めて重要

•地域社会における危機管理
の観点からも重要

感染症危機管理の意義

•感染症の発生を完全に防ぐことは今後も不可能

•未知の病原体による感染は常に起こりえる

•感染症危機管理を徹底することにより、 その
拡大を最小限にとどめることは可能である

7 8

9 10

11 12
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感染制御の究極的な目標

感染拡大を抑制し
被害を最小限にする

•感染源の除去
•感染経路の遮断

立石班での課題

•エボラウイルス感染症のような感染症が国内に
持ち込まれた場合の産業保健現場としての対応
策

•国内の感染症でも、風しんや麻しんのように、
社会的なインパクトが強い感染症に対する産業
保健現場としての対応策

•アウトブレイク時の産業保健現場のBCPの準備
状況

質問票の作成

• 新興感染症発生時の事業継続計画を策定していますか？

• 事業継続計画は誰が策定されますか?

• 事業継続計画を策定していない企業はなぜ作成していないのです
か？（自由記載）

• 海外での感染症情報の把握の手段についてお教えください

• コロナ禍で一番困ったのは何ですか？（自由記載）

• コロナ禍で一番困ったことに対して何か対応策を準備しましたか

• コロナ禍で一番困ったことに対して具体的な対応策（自由記載）

• コロナ禍で一番困ったことに対して対応しなかったのはなぜですか
（自由記載）

新興感染症発生時の事業継続
計画を策定していますか？

0

5

10

15

20

25

策定している 策定していない

企業数

企業数

事業継続計画は誰が策定され
ますか?

0

2

4

6

8

10

12

総務 人事 産業保健スタッフ その他

その他のほとんどが、産業保健スタッフと総務の共同策定であった

事業継続計画を策定していない企業
はなぜ作成していないのですか？
（自由記載）

•新興感染症のＢＣＰって、漠然としすぎていて
何をどう策定したら良いのか分からない

•コロナが起きるまでは、自然災害と違ってイ
メージがわきにくかった

•分からない

•そこまで手が回らない

13 14
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海外での感染症情報の把握の
手段についてお教えください

0

5

10

15

20

25

30

35

そのほかには、多くは専門家の話を聞く、2件、岡田晴恵先生の講演

コロナ禍で一番困ったのは何
ですか？（自由記載）
•何をどう対応したら良いのか分からない
•企業活動の減退
•休業による経済的損失
•従業員感染での風評被害
•マスクやアルコール、アクリル板がなかった
•コロコロ意見が代わる専門家

コロナ禍で一番困ったことに対し
て何か対応策を準備しましたか

0

5

10

15

20

25

30

35

40

した しなかった

コロナ禍で一番困ったことに対し
て具体的な対応策（自由記載）
•従業員の話をよく聞く
•必要物品の購入
•専門家（産業医？）とともに相談窓口の設置

コロナ禍で一番困ったことに対し
て対応しなかったのはなぜですか
（自由記載）
•わからなかったから
•専門家が信頼できなかったから
•努力しても物品が手に入らなかったから
•誰に相談して良いか分からなかったから

まとめ

•新興感染症に対する事業継続計画が策定されて
いる企業は、半数であった。

•事業継続計画策定には産業保健スタッフの助力
が大きく貢献した

•実際にコロナが発生して十分な対応することが
できなかった企業が多かった。

•気軽に相談できる専門家のニーズが高かった。
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提案

•即応できる専門家の育成が必要。

•企業が、マスクやアルコールなどの購入のため
のサプライチェーンが止まらないような枠組み
の策定が必要。

25



2021/3/2

1

災害時のリスクコミュニケーション
（放射線教育と不安の関係性から）

産業医科大学・産業生態科学研究所
放射線衛生管理学研究室 岡﨑 龍史

令和3年1月31日
災害産業保健 厚生労働科学研究「災害時等の産業保健体制の構築のための研究」

研究成果発表会・研修会

リスクコミュニケーション クライシスコミュニケーション

緊急事態が起こる前 危機が起こったのち

人間の理性、柔軟な適応力
を前提（創発能力モデル）
柔軟で自発的な対応策

社会的混乱、個人能力の低下
を前提（命令統制モデル）
厳格なルールを適用

情報交換のみではなく、
関係者が相互に影響を
及ぼし合う

情報交換、情報伝達のみ
（一方的の情報伝達の場合も
ある）

厚生労働化学研究費補助金
「健康危機管理におけるクライシスコミュニケーションのあり方の検討」
平成20年度総括研究報告より引用

長崎大学・広島大学・福島県立医科大学共同事業
放射線健康リスク科学教育教材シリーズ 神田玲子先生スライド改変

受け入れにくいリスク 受け入れやすいリスク

押しつけられたもの 自発的なもの

他人が制御管理 自分で制御管理可能

利益がない 利益がある

人為的・人工的 自然由来

不公平に及ぶ 公平に及ぶ

破壊的 統計に基づいている

リスク源が信用できない リスク源が信用できる

経験がない、外来 熟知している

子供への影響 大人への影響

リスクイメージを影響する要素 受け手側

(Fischhoff et al. Ann N Y Acad Sci. 1981;363:173-88.  doi: 10.1111/j.1749-6632.1981.tb20730.x.)
日本財団・緊急シンポジウム 「福島原発事故ー“誰にでも分かる”現状と今後ー
平成23年4月5日 放射線医学総合研究所 神田玲子先生スライドより

1986年4月26日チェルノブイリ原発事故後の妊婦の中絶例
リスクコミュニケーションの失敗例

 キエフ市民：
死の灰（131I, 137Cs）を浴びたある妊婦は胎児影響を心配
ハンガリーで放射能検査：甲状腺には高い値が胎児影響はないレベル
にもかかわらず中絶

 ギリシャ：5月には23％が中絶、中絶例数千件
1986年の被曝量0.6mSv/年

 イタリア：事故後5カ月間 1日あたり28〜52件の中絶
 全欧州：胎児の奇形を恐れて10万人以上の母親が中絶した

0.001 - 2mSv/年
 デンマークでは中絶少しあった
 スウェーデン、ノルウェー、ハンガリー中絶はなかった

ハンガリー：1986年5-6月早産の割合が10.7％に増加
それ以外の月は平均9.75％
ハンガリーでのその時の被曝は0.1mSv/月
母親の放射線に対する恐怖心が胎児に影響

Vincent T Covello, 
Risk communication, radiation, and radiological emergencies: strategies, tools, and technique. 
Health Phys. 2011. 101(5):511-30. doi: 10.1097/HP.0b013e3182299549.

人は最初に聴いたことを一番覚えている

ストレス状況にある人は、ポジティブな情報
よりネガティヴな情報に注目しがち

ネガティヴな情報はポジティブな情報の
３倍インパクトがある

危険
です

安全
です

正しい情報を早期に発信することが重要！

モノも情報もない、でもすぐに決断が必要

• モノがない！ →何が公平？

• エビデンスがない！→何が正解？

• 情報がない！ →どうやって判断するの？

波及効果

• 分からないこと・見えないことへの恐怖

• 差別・風評被害

• 賠償の格差

正解がない

炎上は必須

災害時に起こり得る問題

東京慈恵会医科大学 越智小枝先生スライド改変
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チェルノブイリ事故による死亡者数の推定

国際がん研究機関（IARC、世界保健機関（WHO）の付属組織）
のCardisらによる推定（事故後80年間の過剰死亡数）

１．緊急の事故処理に当たった作業者
チェルノブイリ原子力発電所から30km圏内に居住し事故後避難した避難民
避難はしなかったが旧ソ連の高度汚染地域に居住していた人

計約60万人を対象
事故により増加するがん死亡は約4000人と推定

２．旧ソ連の（高度汚染地域を除いた）汚染地域の居住者を含めて

約740万人を対象
事故により増加するがん死亡は約9000人と推定

３．最近の報告では、推定対象をヨーロッパ全体5.7億人に広げた場合

過剰死亡の数は約16,000人と予測されている

（1）E.Cardis，et al.：Estimated long term health effects of the Chernobyl accidents., Proceedings of the International Conference，
One decade after Chernobyl，Summing up the Consequence of the Accident，Vienna（1996）, p.241-279
（2）E.Cardis，et al.：The Cancer Burden from Chernobyl in Europe（2006年4月）, http://www.iarc.fr/chernobyl/briefing.php

0.003%

0.12%

0.67%

日本人年間死因と死亡者数

死因 死亡者数

悪性新生物 34万人

心疾患 18万人

脳血管疾患 12万人

肺炎 11万人

誤嚥性肺炎 3万8千人

交通事故 4,500人

転倒転落など不慮の事故 9,600人

もちによる窒息 1,300人

風呂場でヒートショック 1万9千人

日本人の年間死者数 120〜130万人
タバコによる能動喫煙による年間死者数 14万人
受動喫煙による年間死者数 1万5千人

• 科学：外れ値を排除
• 再現性がある
• 統計学的に正しい
• 論理的に整合性がある
• 疫学的因果関係がある etc. 

• 社会：個人の事実こそが現実
• 目の前で起きたこと、その報道
• 同時に起きたこと
• 偉い人が言っていること
→外れ値か否か、因果関係は関係ない。

科学と社会の「事実」 .
除外

ニュース

東京慈恵会医科大学 越智小枝先生スライド改変

2%

25%

44%

28%

1% 8%

46%34%

6% 6%

21%

47%

26%

4% 2%
28%

40%

24%

4% 4%
50%

29%

9%

3% 9%

不安なし

やや不安

不安

とても不安

わからない

原発事故後の放射線影響
について

福島県一般市民 福島県外一般市民

福島県医師 S医科大生福島県外医師

原発事故後の放射線影響に対する不安度についてのアンケート調査
J UOEH (産業医科大学雑誌） 34（１）：91−105 （2012）
J Radiol Prot. 35(1): N1-N17 (2015)

福島県一般市民 福島県外一般市民

福島県医師 産業医大生

2011 2013

1. 甲状腺がん
2. 皮膚の影響
3. 眼の影響
4. 血液の影響
5. がん
6. 胎児への影響
7. 次世代への影響
8. 食物汚染
9. 土壌汚染
10. 漠然として不安
11. その他
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福島県外医師

J Radiol Prot. 2015; 35(1): N1-N17甲状腺がんが増える現実で不安度は増える

福島県小児科医会所属機関における保護者等の
放射線による影響の不安項目（６段階評価）

将来的な福島県の子どもに対する…

風評被害

土壌汚染

食物汚染

漠然とした不安

将来生まれてくる子や孫への影響

子どもへの健康影響

うつなどの精神疾患

白内障

脳疾患

心臓疾患

その他のがん

白血病

甲状腺がん

不安なし 非常に不安

産業医科大学雑誌, 39（ 4 ）: 277－290（2017）

1 2 3 4 5 6

1 2 3 4 5 6
不安なし 非常に不安

福島原発作業員の放射線による影響
の不安項目（６段階評価）

将来的な福島県の子供に対する
偏見や差別
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Kahan DM.  Climate-Science Communication and the Measurement Problem. 
Advances in Pol. Psych., 36, 1-43 (2015)

賛
成
者
の
割
合

地球温暖化は人間の活動のせいで起きているか

科学リテラシーの高さ

自由党支持者

保守党支持者

科学リテラシーが高い人ほど二極化する

東京慈恵会医科大学 越智小枝先生スライド改変

信頼関係の構築とギャップ

技術者・行政の考え方 社会学者・市民の考え方

リスクの実体 客観的実在 社会的構成

決定要因 損害規模と確率 文化的バイアス

定量評価 科学的に可能 科学的に可能？

リスク管理 科学的に可能 科学的に可能？

論点 容認レベル 責任の所在

集団リスク ⇨ 個人リスクに翻訳

（誰かのせいで被害を被るかが主）

信頼関係維持

長崎大学・広島大学・福島県立医科大学共同事業
放射線健康リスク科学教育教材シリーズ 神田玲子先生スライド改変

安心 主観的判断

安全 客観的事実

ともに主観的判断

= 許容できないリスクがないこと
国際標準化機構（ISO)／国際電気標準会議（IEC)ガイド51

「線量が少ないから安全」
はダメ

リスクコミュニケーションの心構え

専門家として 人間として

リスクを評価すること
科学的データを示すこと

嘘をつかないこと

情報提供や説明の仕方、態度が
もたらす影響をよく理解すること

相手を否定したり、バカにしたりし
ないこと
相手の価値観を理解すること
傾聴し、共感の思いを示すこと

総合的なリスクを減らせるように
努力すること

相手を説得して、思い通りに行動
させようとは思わないこと

どのようにすれば良いかを一緒に考えること

長崎大学・広島大学・福島県立医科大学共同事業
放射線健康リスク科学教育教材シリーズ 村上道夫先生スライド改変
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